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事業内容
設 立
資 本 金
株 主

電力設備  
●発電設備 （認可最大出力）
　水力発電所
　火力・地熱発電所
　計
●送電設備（亘長）
　うち超高圧送電線
　　　　直流送電線
●変電設備（認可出力）
●周波数変換所（認可出力）
●交直変換設備（認可出力） 
●無線通信設備（回線延長）
   

発電電力量（２００２年度）
　水力
　石炭火力
　地熱
　計
  

販売電力量および販売電力料収入（２００２年度）
　電力量
　電力料収入 

従業員数  

 ２００３年３月３１日現在　　

  

５８カ所   ８,２６０,８００kW
８カ所   ７,８２４,５００kW
６６カ所 １６,０８５,３００kW

２,４０４.４km
１,９７０.２km
２６７.２km

３カ所 ４,２９２,０００kVA
 １カ所     ３００,０００kW
 ４カ所   ２,０００,０００kW

 １,００２,１４６ch-km
   

１０,６２４百万kWh
４８,５９９百万kWh
８０百万kWh

５９,３０３百万kWh
  

５４,４２９百万kWh
４７３,５６７百万円

３,０７０名

電気事業
１９５２年９月１６日
７０６億円
１０（財務大臣および９電力会社）

会社概要

水力発電所（増設中２発電所および
リプレース計画中２発電所を含む）２発電所を含む）
火力・地熱発電所
変電所（変換所を含含む）
送電線
試験・研究所

水力発電所
原子力発電所
送電線

既設

建設中（建設準備中、計計画中を含む）

電発ホールディングカンパニー㈱

電発産業㈱

㈱電発環境緑化センター

㈱電発コール・テックアンドマリーン

開発工事㈱

㈱開発計算センター

開発電気㈱

開発電子技術㈱

㈱開発設計コンサルタント

EPDC海外炭㈱

EPDC Australia Pty. Ltd.
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会社名 主な事業内容 資本金 営業収入 従業員数

（百万円） （人）（百万円）

（百万オーストラリアドル）

● 2002年度　連結子会社　一覧

グループ会社の管理

厚生施設等の運営、ビル管理および保険代理業

緑化造園土木に関する調査、施工、維持管理、用地補償業務

火力発電所の揚運炭、灰捨業務、フライアッシュ販売

ボーリング、グラウト、測量およびその他土木工事並びに建築工事

コンピュータソフトウェアの開発等

発電・変電・送電設備の工事、技術開発、設計、コンサ

ルティング、保守調査等

電子応用設備、通信設備の施工、保守等

土木工事、一般建築、発電設備の設計、施工管理等

石炭の調査、探鉱、開発およびこれに対する投資等

豪州における炭鉱開発プロジェクトへの投資
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○当社では、環境問題への取り組み全般を情報公開するため、1998年より環境行
動レポートを毎年作成しており、今回で6回目の発行となります。今後とも毎年継
続し、次回は、2004年8月の予定です。

○作成にあたっては、他社の優れた環境報告の考え方や環境省が公表した「環
境報告書ガイドライン（2000年度版）」の考え方を参考としました。
　さらに、持続可能性報告への充実に向け、「環境」はもちろんのこと、「経営全
般」「社会的側面」の要素も含めました。

○このレポートは、2002年度の当社における活動を中心に、作成しました。なお、数
値データは、2003年3月末時点の実績であり、グループ会社分を含む場合には当
該箇所にその旨注記します。

○英語版については、10月頃に発行する予定です。

編集方針

トップメプメッセージ
発電事業と環境
　石炭利用と環境
　水力発電と環境

［ 環境編 ］
Ⅰ．環境マネジメント
１．電源開発環境方針
２．事業活動と環境（2002年度）
３．環境効率性
４．環境会計
５．環境マネジメント組織と取り組み

Ⅱ．環境活動状況
１．2002年度活動実績一覧表
２．地球温暖化防止対策
３．環境保全への取り組み
４．循環資源の再生･再利用
５．技術研究開発
６．環境コミュニケーション

Ⅲ．当社への意見
１．第三者提言
２．読者意見

［ 社会編 ］
Ⅳ．社会・従業員とのかかわり
１．社会とのかかわり
２．コンプライアンス
３．社内提案制度
４．安全衛生の取り組み
５．人事労務制度

［ 資料編 ］
Ⅴ．資料
年度別データ
グループ企業における取り組み
環境年表
地球温暖化対策推進大綱の概要
京都議定書の概要
電気事業における環境行動計画
環境影響評価法の概要
用語・索引集用
組織・各事業所所在・電話番号組
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環境管理から環境経営へ

J-POWERは、新経営計画において、民営化と自由化を踏まえ、「エネル

ギー」と「環境」という2分野を主力に、内･外市場を通じ、効率的で競争

力の高い事業を展開することにより、民間企業としての新たな発展を図る

ことを表明しました。

その第一の理由は、新世紀における日本と世界の経済社会の持続可

能な発展が、「エネルギー」と「環境」をキーワードに、両者の共生によって

のみ実現するものであり、またそこに多様なビジネスチャンスが生まれるこ

とが明らかであるからです。

第二の理由は、J-POWERが創立以来50年間進めてきた電力エネル

ギーの開発･運用と、これに随伴する環境への影響を最小化するための

努力が、エネルギーと環境の共生を図るために必要な技術的･経済的な

事業上の経験と知見として、企業内部に蓄積してきているからです。

その意味で、J-POWERは、今後エネルギービジネスに伴う環境問題に
対する取り組みを徹底的に強化し、地域レベルと地球レベルという二つの環境課題についてのより高いコアコンピタンスを

内成化することによって、「エネルギー」と「環境」の両分野におけるグローバルなビジネスを推進していく決意をかためました。

そこで今後、私は、環境問題への取り組みについては、次の諸点に留意して行動していくことを基調に、環境経営ビジョ

ンを明らかにしていきます。

第一に、環境問題は、エネルギー関連企業である当社にとって、企業外の事象ではなく、経営の内なる課題であることを

認識し、環境保全対策とマネジメントを、本来事業の一環として実行していくこと。

第二に、環境問題については、単にJ-POWER本体のみならず、関係会社をふくめたJ-POWERグループ全体が一体的に

対処することが不可欠であり、そのための体制整備を図ること。

第三に、環境保全対策とマネジメントに関連する情報については、企業のコンプライアンスにつながるものとして、情報公

開を徹底し、その透明性を高め、社会的信頼をかち得ていくこと。

今年度、私は、このような視座に立脚し、「エネルギー」と「環境」の両分野において、独創的なオンリーワンビジネス・競争

力の高いナンバーワンビジネス（商品）を創出していきたいと思います。

2003年8月　　　　　

社　長　　　　　　　　　　　　　

トップメッセージ

デザイン名称「グローバルエッジ」

エネルギーと環境に関するさまざまな分野で世界に飛躍す

る企業であることを表現するために、地球をモチーフにした

新たな形で「J-POWER」という名前をデザインしたもので

あり、「J」に接する弧線は地球の円弧の一部を表現しています。

色彩については、溢れ出るエネルギー感と人間性に富んだ暖

かみを表現する赤と、先端的な技術力や確かな信頼感を表

すグレーを使用しています。
奥清津発電所にて発電状況の点検を行う伊藤康二

（現在、開発電気㈱出向、小出事業所奥清津出張所所属）
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2003　環境・社会行動レポートについて

発電所建設と運転を始めとした事業活動が、常に環境に影響を与えて

いることを深く認識してその影響を最小限にとどめ、その精神を「企業理念」

に謳うとともに、電源開発環境方針を定め、全社をあげて環境保全活動を

組織的に進め、継続的な改善を図ってきています。

今年3月に、2002年度活動実績の点検結果に基づき見直しを行ない、

2003年度行動指針を定めました。

これまでの新事業分野の着実な推進とさらなる事業拡大を反映させると

ともに、技術研究開発の推進や環境ビジネスの多角化が図られていること

を受けて見直ししたものです。

また、「石炭火力平均熱効率」「硫黄酸化物（SOx）・窒素酸化物（NOx）

の排出原単位」などが改善されたことから、さらに高い定量目標を設定しま

した。

今回で6回目となるレポートについては、これまでの環境報告のあり方を

抜本的に見直し、内容充実に努めました。その主な特徴は次の通りです。

第一に、他社の優れた考え方を徹底的に研究して、これまで環境保全活動を実施しているにも拘わらず、レポートで未公

表または具体性のなかった事項について詳細に説明することに心掛けました。

第二に、透明性と信頼性を一層高めるため、マルチステークホルダーを意識して5人の第三者の方々の視点より得た提言、

レポートの読者の方々からのご意見を可能な限り反映いたしました。

第三に、持続可能性報告への充実に向け、社会とのかかわり・コンプライアンス・安全衛生などを新たに記載し「環境・社

会行動レポート」といたしました。

以上を踏まえて、レイアウト、デザインなども刷新しましたので、どうかご一読のうえ、ご意見ご要望をお寄せいただきますよう

お願い申し上げます。

2003年8月　　　　　　

環境行動推進会議議長

常務取締役　　　　　　　　　　　　

京都メカニズムの活用について説明する中山寿美枝

（経営企画部地球環境G）

中央給電指令所にて給電業務を行う田中正行

（営業部中央給電指令所運用G）
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出典：World Energy Outlook 2002 （IEA）

持続可能な石炭利用サイクル

世界のエネルギー需要に占める石炭の役割（２０００年データ）

石炭利用と環境

発電事業と環境
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当社は、暮らしと経済活動に不可欠な電力エネルギーを生産・供給する発電事業をメイン事業としています。その主力
発電設備である石炭火力発電所と水力発電所について、環境とのかかわりを以下のように考えています。

 石炭の役割
石炭は、日本のエネルギー供給上、2つの大きな役割を

担っています。安定供給（セキュリティ）の確保と経済性の

実現です。二度の石油危機で日本経済が受けた大きなダ

メージの経験から、当社は国の石油代替エネルギー導入

政策に沿って、世界に広く賦存する石炭資源を活用する

輸入炭火力発電の開発を推進してきました。石炭燃焼に

伴う環境負荷を最小限に抑えるためには、総合的な排煙

処理対策を施した発電所でクリーンな電気に変換して利

用することが最も効果的な方法であると考えています。当

社が採用した設備は、世界最高水準の熱効率を有し、ば

いじん除去、脱硫、脱硝などの環境対策設備にも世界最

先端の技術を導入してきました。

 地球規模の視点
石炭は他の化石燃料に比べてCO2の排出量が多く、京

都議定書遵守には石炭の利用を見直すべきとの意見もあ

ります。当社はこの問題への答えは地球温暖化問題と石

炭利用とを地球規模で捉え、京都メカニズムを活用して国

際的に対処することにあると考えています。石炭は化石燃

料の中でもひときわ可採埋蔵量が多く、人類が最も長期に

使い続けられる燃料です。地球規模でみると石炭は全一

次エネルギー需要の約4分の1を占め、電気の約40%が石

炭から作られています。石炭の消費量は今後も長期にわ

たり増大すると予測されており、特に京都議定書の約束を

持たない発展途上国では成長のための消費増大が顕著

であり、これが地球温暖化対策上大きな課題となっています。

また欧米において、効率の低い老朽発電設備が数多く利

用されていることも要対策課題です。

 持続可能な石炭利用
当社は環境特性に優れた日本の高効率石炭火力発

電技術を、これらの国に移転することが重要な地球温暖

化対策になると考えます。この技術移転を京都メカニズム

に則って実施すれば、日本は共同実施（JI）やクリーン開

発メカニズム（CDM）を通じてCO2排出クレジットを獲得で

き、これを利用して国内で石炭を効率良く利用し続けるこ

とができます。また、これがより一層高効率の石炭利用技

術の開発につながり、これを自ら利用するとともに、京都メ

カニズムを通じてさらに海外に移転することができます。当

社が新技術として現在研究開発中の石炭ガス化ガスに

よる燃料電池複合発電技術を用いると、石炭火力発電

の熱効率を現在の42%程度から60%程度へ飛躍的に高

めることも夢ではありません。

当社はこのような取り組みの長期的、継続的な実施が、

世界に冠たる石炭利用技術を有する当社をはじめとした

日本の役割であり、地球温暖化問題に地球規模で対処

しながら、日本のエネルギーセキュリティー確保と経済性

向上とを両立させる、持続可能な石炭利用のあり方であ

ると考えます。



4

●石炭の供給安定性

石炭の可採埋蔵量は204年分（9,844.5億t）とされ

ており、石油の40年分（1兆477億バレル）、天然ガスの

60年分（155.6兆m3）と比べて極めて大きく、また米国、

豪州、ヨーロッパ、中国など、世界各国に幅広く分布し

ているので、エネルギーの大部分を輸入に頼るわが国

にとって抜群の供給安定性を有しています。他方、こ

れに対して石油は中東に全資源の約65％が集中し、

日本の中東からの輸入依存度も88％と極めて高いので、

国際紛争などによる供給支障の大きなリスクを有して

います。

●石炭の価格

過去30年にわたる輸入エネルギーの発熱量当たり

の平均価格をみると、石炭の価格は原油やLNGに比

べて安価でかつ安定していることがわかります。

●世界の石炭需要

世界の石炭需要は、IEA（国際エネルギー機関）の

推計では、2000年時点で石油換算24億tで、全一次

エネルギー需要の26%を占めています。また2000年以

降年率1.4％で増加し、2030年には石油換算36億tに

達すると予測されています。地域別では、アジアの石

炭消費が倍増し2030年には世界の石炭消費の54%

を占めるとみられています。特に中国（年率2.2%）およ

びインド（年率2.4%）の伸びが顕著です。

発電用燃料における、石炭需要は2000年時点で

43%であり、年率1.8%で増加し、2030年時点において

も41%程度を占めるものと予測されています。

世界の確認可採埋蔵量と生産量（２００２）

0 50 100 150 200 250

石　炭

40.6

60.7 確認可採埋蔵量 155.6兆m3

確認可採埋蔵量 9,844.5億t

（年）

確認可採埋蔵量 1兆477億バレル

204

天然ガス

石　油

出典：BP statistical review of world energy June 2003

出典：World Energy Outlook 2002（IEA）

出典：BP statistical review of
world energy June 2003
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水力発電は、わが国の総発生電力量の10％、総発電

出力の20％を占め、その河川と地形の特徴を活かした純

国産の貴重なエネルギーであるとともに、発電に際して

CO2を発生しないなど環境に与える影響が比較的少ない

再生可能エネルギーの中で量的・質的に最も信頼できる

エネルギーです。

5

水力発電の特徴と現状

当社は、水力発電におけるこれらの課題に対し河川維

持流量の確保、魚道、表面取水設備の設置などの解決

策を実施することで、社会からの信頼性が高まれば、本来

水力発電が持つ地球温暖化防止や電力の安定供給に

おいてますます貢献できると認識しています。また、これまで

の国内大小合わせて約60カ所、約800万kW以上の水力

開発（国内水力シェア約20％、全電源の約3％）と40年間

にわたる海外水力技術協力を通じて得たノウハウを、環

境影響の少ない小水力事業に活かし、各自治体等の要

望に応えて調査計画から建設運転に至るエンジニアリン

グ事業に積極的に取り組んでいきます。

今後の取り組み

一方、世界に目を向けるとアフリカ、南米、アジアの国々

では、水力発電に適し経済的な開発が可能な地点が数

多く残されています。当社は、それらの開発に際し、コンサ

ルタント事業やIPP事業を通じて当該地域との充分な情報

交換による社会状況・環境調査と計画、設計、流域全体

の調整を行い、地域の理解を得ながら種々の課題を解決

していくことが重要と考えています。　

再生可能エネルギーである水力発電の開発は、世界

の持続可能な発展に不可欠であり、当社の国際的な役

割は益々大きくなっていると考えています。

海外への取り組み

水力発電と環境

出典：World Atlas of Hydropower & Dams, 2002

世界各地域の水力開発状況

当社の代表的な水力発電所
（単位：万kW）

田子倉（国内出力第１位）

奥只見（　　 〃　　第２位）

佐久間（国内電力量第1位）

手取川第1（　   〃　　第６位）

御母衣　　（ 　 〃　　第７位）

その他一般水力地点（４５地点）

 一般水力（５０地点）計

３８

３６

３５

２５

２１.５

１７１.８８

３２７.３８

１６０

１１２.５

１００

１２６.２

４９８.７

８２６.０８

奥清津、奥清津第２

新豊根

下郷

その他揚水地点（４地点）

 揚水発電（８地点）計

水力全体（５８地点）合計

地点名 設備出力

主
な
長
所

主
な
課
題

・ 起動停止が容易で系統安定に大きな効果

・ 設備寿命が長くエネルギー回収効率が高い

・ 発電後は水を河川に戻し消費しない

・下流利水者は貯水池の存在により安定した取水が得ら

れ多面的な利用が可能

・ 貯水池は地域の観光資源として活用可能

・河川環境への影響（貯水池および減水区間の出現など

に伴う河川生態系の変化）

・ 貯水池流入土砂の処理および水質管理

池原ダム（奈良県）

（２００３年３月３１日現在）
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当社は、“環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる”ことを「企業理念」で掲げ、事業活動のあらゆる局面において
知恵と技術を駆使し、環境への影響を小さくするため組織的、体系的な「電源開発環境方針」を定め環境保全活動を
実行しています。

　会社は、事業活動に伴う環境への影響を最小限にとどめるため、確固とした環境管理システムを構築
し、社会との良好なコミュニケーションを図りながら、地球と地域の環境保全活動を積極的に展開するこ
とにより、世界と日本の持続可能な発展に貢献する。

わたしたちは人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献する
・誠実と誇りを、すべての企業活動の原点とする
・環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる
・利益を成長の源泉とし、その成果を社会と共に分かち合う
・自らをつねに磨き、知恵と技術のさきがけとなる
・豊かな個性と情熱をひとつにし、明日に挑戦する

2003年度分については P.7-8 参照

社長　　

（2000年6月制定）

●エネルギー利用効率の向上と原子力、再生可能・未利用エネルギー、新技術の開発を推進することにより地域
環境の保全を図るとともに、これら環境保全に関する先進技術の海外移転を通じて地球環境の保全に努める。

●あらゆる事業活動において、廃棄物発生の抑制、資源の再生・再利用に努め、循環型社会の構築に貢献する。
● 電力設備の建設と運用にあたって、環境保全のための諸対策を継続することにより環境負荷を抑制し、地域
環境との調和を図る。

基本方針 ［中長期的視野に立った環境問題に対する基本的な取り組み方針］

電源開発環境方針

企業理念

行動指針 ［毎年決定する具体的な取り組み課題（目標）を示す指針］

地球・地域環境の保全

●体系的、効率的な環境管理システムを構築・運用して環境保全に取り組む。
●事業活動に伴う環境負荷の把握を行い、環境保全のため設定した目標の達成に努める。

環境管理の充実

●事業活動に対する社会からの理解を得るため、環境保全への取り組み状況を公表する。
●地域社会の一員としての環境保全活動を通じて、社会とのコミュニケーションに努める。

社会とのコミュニケーション

Ⅰ．環境マネジメント
1．電源開発環境方針
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2003年度行動指針

1．地球･地域環境の保全
　地球環境保全への取り組み１

●

（2）CO2の吸収･固定、
回収･処分への取り組み

（3）京都メカニズムの
活用

　地域環境保全への取●●２ り組み

（2）循環資源の再生･
再利用

（3）有害化学物質の管理

（1）温室効果ガスの
排出抑制

（1）環境負荷の排出抑制

● 石炭火力発電所における高効率運転の維持
● 水力発電所機器更新時の発電効率向上
● 原子力発電所の新設
・大間原子力発電所の建設に向けた準備を着実に推進する

● 再生可能・未利用エネルギーの有効利用
・水力発電所、地熱発電所の安定運転と新規地点の開発を推進する  
・風力発電事業において安定運転と新規地点の開発を推進する   
・リサイクル発電事業において安定運転と新規地点の開発を推進する  
・海外バイオマス発電事業を推進する
・再生可能・未利用エネルギー等の開発コンサルティング事業を推進する

● 天然ガス系燃料の利用推進
・ガスコンバインドサイクル発電、コジェネ事業を推進する

● 省エネルギーの推進
・電力設備の効率的な運用管理を図り所内率の低減を推進する
・オフィスの省エネルギーを推進する
・省エネルギー事業の推進および省エネルギー関連商品の普及を促進する

● SF6･HFCの大気中への排出抑制
・SF6（六フッ化硫黄）についてガス絶縁機器からの排出を抑制する
・HFC（ハイドロフルオロカーボン）について空調機器からの排出を抑制する

● 技術研究開発の推進
・石炭ガス化燃料電池複合発電技術（IGFC）、固体酸化物形燃料電池技術（SOFC）の開発を推進する
・石炭ガス化複合発電（IGCC）実証試験を電力共同研究により推進する
・木質などのバイオマス系燃料利用技術の開発を推進する
・ジメチルエーテル利用燃料電池（PEFC）、新型二次電池、雪氷冷熱エネルギー導入試験等を推進する

● 海外植林事業の推進  
● CO2の吸収･固定、回収･処分技術の研究開発の推進

● 共同実施（JI）、クリーン開発メカニズム（CDM）および排出量取引案件の発掘･培養･実施

● 排出抑制の継続
・SOx、NOx、ばいじんの排出を抑制するために適切な燃焼管理および環境対策設備の適切な管理を実施する
・水質汚濁物質の排出を抑制するために排水処理設備の適切な管理を実施する
・騒音、振動、悪臭の発生を抑制するために発生機器の適切な管理を実施する
・土壌汚染を防止するために設備の適切な管理を実施する

● 循環資源の再生･再利用
・石炭灰、石こうの有効利用を促進する
・コンクリート塊等の建設副産物や金属クズ、流木等の有効利用を促進する  
・紙類、ビン、缶、プラスチック等の分別収集を徹底し再生・再利用を促進する  
・用水の循環使用、薬品、潤滑油等の使用量節減等を推進する   
・グリーン購入指針に基づき環境負荷の少ない低公害車（低排出・低燃費）等の利用拡大を推進する

● 紙ごみ等の一般廃棄物の低減

● PRTR制度   
・PRTR法の対象となる化学物質について排出量と移動量の把握、管理および届出を行う

● ダイオキシン  
・廃棄物焼却炉の適切な管理を実施しダイオキシン法に基づく排ガス、焼却灰の調査および報告を行う
・ダイオキシン類前駆体連続測定モニターの普及を促進する

● PCB   
・廃棄物処理法およびPCB特別措置法に基づき適切に保管･管理する
・国の計画を踏まえた当社基本方針に沿って処理計画を策定する

2003年3月、取り組み実績の評価、環境関係の社会動向、社内外からの評価・意見を取り入れて、2002年度の行動

指針を見直すとともに直ちに公表しました。

全事業所においてそれぞれこの指針に則した行動計画を策定し鋭意取り組んでいます。

○ より高い定量目標の設定（石炭火力熱効率、クリーンエネルギー開発、環境負荷低減等）

○ 新事業分野の着実な推進と事業拡大（風力・リサイクル・バイオマスの各発電事業）

○ 環境ビジネス部門の基盤強化（技術開発推進、環境ビジネスの多角化）

○ 情報開示の推進（環境負荷データ範囲拡大、社会貢献活動等）

○ コミュニケーション情報の活用（各事業所長、環境レポート読者からの意見）

主
な
特
徴
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①石炭火力平均熱効率（発電端） ４０％以上
②本店ビル電灯電力使用量 極力低減（１９０万kWh以下）
③再生可能･未利用エネルギーの開発 ３２万kW以上
④SF6回収率 ９８％以上
⑤海外植林事業面積 ２,２００ha以上
⑥SOx排出原単位 ０．２５g/kWh以下
⑦NOx排出原単位 ０．５５g/kWh以下
⑧石炭灰の再資源化率 ６５％以上
⑨石こうの再資源化率 １００％
⑩流木の再資源化量 ５,０００m3以上
⑪再生紙購入率 １００％
⑫紙くず等の発生量 極力低減（本店ビル５０t以下）

（注１）数値目標は全社合計もしくは平均値です。（②と⑫を除く） （注２）③は自社単独および参画事業全体の最大出力の合計です。

（4）自然環境の保全への
配慮

（5）海外プロジェクトに
おける環境配慮

（6）技術研究開発の推進

2．環境管理の充実

（1）環境管理レベルの
向上

（2）環境管理システムの
効果的な運用

（3）環境管理コンサルサルティング
事業の推進

3．社会とのコミュニケーション

（1）環境情報の公表

（2）コミュニケーケーション
の活性化

（3）社会貢献活動の
推進

●● 環境対策技術の海外移転の推進
・火力発電の環境対策技術および水力発電の技術移転を推進する
・風力、太陽光、廃棄物発電、省エネ等の環境配慮型技術協力を推進する

●● 適切な環境配慮に基づく開発計画の策定と実施

●● 土壌･地下水質浄化、貯水池堆砂の掃砂技術、湖底土有効利用、廃プラスティック油化等の研究開発

●● 従業員の意識向上
・環境管理に関する教育、研修、訓練を計画的に実施する

●● J-POWERグループ環境管理推進協議会を通じたグループワイド環境管理の充実
・関係会社との環境管理体制を強化する

●● 環境会計
・コストおよび保全効果の把握手法の充実に努める
・環境効率評価を実施すべく準備を進める

●● 環境管理システムの継続的改善
・環境負荷の実態を把握するとともに環境保全のための目標を設定する
・法令、協定等を遵守し目標達成に取り組む
・環境監査を計画的に実施する
・環境監査の結果に基づき環境管理システムを見直し継続的な改善を行う

●● ISO関連コンサルティング事業の推進

●● 環境報告書の充実
●● 環境保全活動に関する広報
・新聞、経済誌、ホームページ等を通じた環境保全活動の広報を行う
・事業所、PR施設等への来客者に対する広報を行う

●● 環境関連行事等の活用
・環境をテーマとした行事を実施する
・事業所施設等を活用した取り組みを実施する

●● 社外とのコミュニケーションの多様化

●● 地域の環境保全活動への参加
・環境月間等に呼応し発電所周辺、ダム、道路、河川等の清掃活動、植樹祭に参加する
・市町村、地区主催の清掃、美化活動に参加する

●● 地域環境保全活動への主体的な取り組み

2003年度　定量目標

行動指針
定量目標

項　目 ２００３年度目標値

温室効果ガスの排出抑制

CO2の吸収･固定、回収･処分への取り組み
環境負荷の排出抑制

資源の再生･再利用等による廃棄物の低減

●● 計画･設計面における取り組み   
・事業が環境へ与える影響を評価し計画･設計段階から環境に与える影響を低減するよう努める

●● 建設工事における取り組み   
・自然との共生に向けた環境保全対策を実施する 
・特に地域の生態系への影響の軽減を図るとともに種の多様性の保全に努める

●● 貯水池･調整池の管理  
・貯水池･調整池の管理にあたっては河川の環境保全（堆砂、濁水、水質等）に配慮する

●● 森林の保全に向けた取り組み
・自社の特定保有林を水源林に位置付け保全に努める

（注３）「再生可能・未利用エネルギーの開発」と「海外植林事業面積」の目標値にはグループ会社分を含みます。



当社の各発電所で生み出した電気は全国各地域の電

力会社を通じて、皆さまのご家庭、工場、商店、病院などに届

けられています。

2．事業活動と環境（2002年度）
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年度におけるINPUT（投入）とOUTPUT（発生）は以下の通りです。

●卸電気事業

発電電力量

水力

石炭火力

地熱

流通事業
（変電・送電）

原子力

１０６.２億ｋＷｈ

４８６億ｋＷｈ

０.８億ｋＷｈ

計５９３億ｋＷｈ

建設準備中

皆さまのご家庭など

資源の再生・再利用

●国内電力（風力・廃棄物・バイオマス　他）
●海外電力・エネルギー投資（海外IPP事業　他）
●環境事業（投資・植林投資　他）
●資源関連（新燃料・ガス・石炭　他）
●エンジニアリング（国内外コンサルティング　他）　等

各地域の電力会社

卸 売

INPUT 事業活動 OUTPUT

石炭火力発電所
　燃料
　　石炭
　　重油
　　軽油

水
　工業用水

主な資材
　石灰石
　アンモニア

薬品類（100％換算）
　ヒドラジン（Ｎ2H4）
　塩酸（ＨＣｌ）
　硫酸（Ｈ2ＳＯ4）
　カセイソーダ（ＮａＯＨ）

水力発電所
発電用取水量
揚水電力量

地熱発電所
蒸気量

　　熱水量

事業所・オフィス内使用
　電力使用量
　ガソリン
　軽油
　天然ガス（自動車）
　コピー用紙
　衛生用紙

1,563万 t
4.8万kl
3.2万kl

732万m3

19万t
1.2万t

5.3t
740t
895t
5,500t

532億m3

22億kWh

81万t
397万t

1,781万kWh
438kl
217kl

450m3N
26百万枚
72千個

石炭火力発電所
大気への排出等
CO2
SOx
NOx
ばいじん　　　

排水
排水COD

水力発電所
発電後放流水量

地熱発電所
熱水量

産業廃棄物
石炭灰
石こう
燃えがら（石炭灰除く）
汚泥（石こう除く）
廃油　
廃酸
廃アルカリ
廃プラスチック
金属くず
ガラス・陶磁器くず
鉱さい
がれき類（建築廃材等）

　特別管理産業廃棄物

一般廃棄物
古紙
貝類等
ダム湖の流木

オフィスの電力使用と車輌用
燃料使用に伴うCO2排出量

石炭灰
石こう
燃えがら（石炭灰除く）
汚泥（石こう除く）
廃油　

廃プラスチック
金属くず
ガラス・陶磁器くず

がれき類（建築廃材等）
特別管理産業廃棄物

古紙
貝類等
ダム湖の流木

3,915万
1.0万
2.5万
0.9千
284万
11

532億

397万

49万
0万
0千
1.9千
200
54
170
710
0.2千
560
22
700
11

90
270
10千

8.3千

101万
33万
2.5千
0.3千
360

50
1.9千
10

100
4

140
20

15千

［有効利用率］
［  67％］
［100％］
［  99％］
［  13％］
［  64％］

［ 7％］
［  89％］
［ 2％］

［  13％］
［ 27％］

［  60％］
［ 7％］
［  59％］

t

t
t
t
t
t
t
t
t
t
t
t
t
t

t
t
m3

t-CO2

t
t
t
t
t

t
t
t

t
t

t
t
m3

t-CO2
t
t
t
m3

t

m3
所内電力量
および送電ロス
▲　３３億ｋＷｈ

省エネルギー
省資源活動

石炭火力発電所では石炭、その他にも補

助燃料として重油・軽油を使用する他、工業

用水や薬品類を使用しています。

石炭火力発電所の代表的なOUTPUT

はCO2、SOx、NOxなどの大気への排出です。

その他、廃棄物については極力再利

用に努めました。

販売電力量 ５４４億ｋＷｈ

揚水発電電力量 １６億ｋＷｈ

合　計　　　５６０億ｋＷｈ

（注）水力発電所では河川水を使用しますが、発電後は全量そのまま河川に還元しています。
また、地熱発電所においては蒸気を使用しますが、熱水は発電後に還元井から地中に還元しています。

下記の事業活動に伴うINPUT・OUTPUTデータは含めていません。



当社の環境効率性の向上度合を試行的評価するため、主力事業である石炭火力発電を対象として1990年以降の

データを主なINPUTとOUTPUTとを営業実績（販売電力量および売り上げ金額）で割った数値を求めました。

なお、計算にあたっては、独立行政法人産業技術総合研究所のライフサイクルアセスメント（LCA）研究センターにご

指導を得ました。
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● INPUT／販売電力量

● OUTPUT／販売電力量

300

325

350

375

400

0
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4
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8

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0

10

20

30

40

50

石炭 石灰石、アンモニア ヒドラジン、塩酸、苛性ソーダ

CO2、SOx、NOx 石炭灰、石こう ばいじん

（t/百万kWh） （t/百万kWh） （ヒドラジン：100％kg/百万kWh、塩酸・苛性ソーダ：100％t/百万kWh）

（CO2：万t-CO2/百万kWh、SOx・NOx：t/百万kWh） （t/百万kWh）

石灰石
アンモニア

ヒドラジン
塩酸
苛性ソーダ

CO2
SOx
NOx

石炭灰
石こう

1990 2000 2001 2002

1990

0.089 0.086 0.086 0.086

0.37

0.26 0.24 0.21

0.972

0.574 0.564 0.555

2000 2001 2002 1990 2000 2001 2002
0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05
（t /百万kWh）

0.036

0.023 0.021 0.021

1990 2000 2001 2002
50

60

70

80

90

100

排水
（m3/百万kWh）

79.0

64.9
63.8 62.5

1990 2000 2001 2002

1990 2000 2001 20021990

357.7

342.7 342.6 343.9 
   

6.53

5.47
4.92

4.26

0.25 0.23 0.25 0.26

0.36

0.21 0.20

0.12

0.039 0.023 0.023 0.016

0.18
0.14

0.13

0.12

2000 2001 2002
100

150

200

250

300

工業用水
（m3/百万kWh）

1990

239.7 207.30

165.7 161.1

2000 2001 2002

45.1

37.5 37.1

33.2

11.5
8.5 8.5

7.3

3．環境効率性

偉大な地球の遺産－石炭

石炭は、古生代から新生代におよぶ多くの地層中

に埋蔵されています。3億年前、陸地をおおう森林は、

浅海、湖、沼地に堆積をくり返しました。そして、分解

作用や活発な火山活動による地圧と地熱の作用を受

け植物層は化学変化をおこし、やがて化石になってい

きました。

こうしてできたのが石炭層で、太古の昔に植物が

吸収した太陽エネルギーが閉じ込められているといえ

るのです。

 環境／販売電力量
この値が低くなるほどより少ない資源の投入または環境

負荷の排出で多くの電気を販売したことになります。

大部分の数値が1990年度に比べ改善されていること

がわかります。

プレアソール炭鉱
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● 販売電力料収入／INPUT

● 販売電力料収入／OUTPUT

0.010

0.015
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0.030

0
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40

50

0

100

200

300

400

500

0

25

50

75

100

125

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

石灰石、アンモニア

石炭灰、石こうCO2、ＳＯｘ、ＮＯｘ
（CO2：百万円/万t-CO2、ＳＯｘ・ＮＯｘ：百万円/t）

ヒドラジン、塩酸、苛性ソーダ石炭
（百万円/t） （百万円/t）

（百万円/t）

（ヒドラジン：百万円/100%kg、塩酸・苛性ソーダ：百万円/100%t）

ヒドラジン
塩酸
苛性ソーダ

CO2
SOx
NOx

石炭灰
石こう

石灰石
アンモニア

1990

105.74

81.99

94.89
85.49

25.71 27.76
33.41 35.17

9.68
12.33 14.51 13.27

0.2089 0.1889 0.2209 0.2219

0.817 0.832
0.958

1.015

2000 2001 2002 1990 2000 2001 2002

1990

26.42 33.14 41.61 63.64
53.78 49.64 62.35 61.06

238.6

314.7

361.6

453.7
0.0263

0.0207

0.0239
0.0214

2000 2001 2002
0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

工業用水
（百万円/m3）

1990

0.0393

0.0342

0.0494

0.0457

2000 2001 20021990 2000 2001 2002 1990 2000 2001 2002

37.74

31.02 33.34
28.67

1.442 1.295 1.664 1.727

ばいじん
（百万円/ t ）

1990 2000 2001 2002

263.24
312.51

382.06

356.68

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

排水
（百万円/m3）

1990 2000 2001 2002

0.119 0.109
0.128 0.118

 今後の課題
今回、石炭火力のみを対象として試算してみましたが、

こうした考え方や手法を発展させ、今後水力など他部門

についても、試行的に評価し、「環境会計」とともに当社の

環境効率性を示す環境経営の有効なツールとなるよう検

討を進めていきます。

 重み付けの取り扱い
環境効率性の評価には、オランダのエコインディケーター

などによる重み付け評価がありますが、今回は使用しません

でした。

当社の7つの石炭火力は、それぞれ最新の環境保全

対策技術を駆使しつつ、地域の求める環境負荷水準に

対応して建設運転されてきました。重み付け評価の信頼

性確保のためには、各々の環境負荷の地域性と、その時

代の環境保全水準の違いを適切に反映させる手法の開

発が必要と判断し、見送りました。

 売上高／環境
この値が高くなるほど、少ない資源の投入または環境

負荷排出で、多くの売上げをあげている事になります。

当社の発電所における販売電力料収入は、電力会社

に対する卸売り料金であり、それは「原価」の考え方で構

成されています。販売電力料収入は、石炭火力の個別

の発電所で見ると経過年数による減価償却の進行に従い、

1990年に比べ販売電力料収入の単価が低下しているこ

となどのために、データによっては、「環境効率性」が必ず

しも向上しないことになります。例えば、SOxやNOxなどの

場合は、最新の装置開発により環境効率が向上しましたが、

CO2の場合、既に当社のように熱効率が世界最高レベル

にあり、発電所内の設備によって、この低下要因を超える

経済合理性のある大幅な削減対策はできないためです。

したがって、当社は、現在試験運転中である燃料電池供

給用の石炭ガス製造技術（EAGLE）の実用化など技術

研究開発によって、さらなる環境効率向上をめざし続ける

ことが重要と考えています。

0

100

200

300

400

500



当社においては、2000年度より環境会計の検討を開始し、一昨年発行の環境行動レポートで環境保全コストをはじめ

て公表し、その後「環境会計専門部会」の検討を踏まえて環境保全コストと効果などを構成要素とする「環境会計」を取

りまとめ、昨年度環境行動レポートで公表しました。

当社は、完全民営化が法律的に確定し、株式公開に向けた準備に入っており、また、現在進行している電力自由化と

いう大きな事業環境の変化に的確に対応しつつ、環境と経済との最適バランスを常に保ちながら、事業活動を展開して

いくため、環境会計を効果的・効率的な環境経営のツールの一つとして位置付けています。また、こうしたツールを充実さ

せ、公表を継続することにより、信頼性と透明性の向上をめざしていきます。
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環境保全コストの年度比較

「減価償却費とその他コストの内訳」と
「電気事業営業費用における環境保全コストの割合」

環境保全コストの部門別内訳 環境保全コストの分類別内訳

4．環境会計

火力
89％

水力
3％

公害防止
62％

地球環境保全
4％

資源循環
18％

管理活動
3％

研究開発
3％

社会活動
6％

国際事業
2％

その他
2％

研究開発
3％

国際事業
2％

その他
3％

（％）

2000 2001 2002

減価償却費
その他

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

215.3 361.1 221.8

203.9

226.2

241.8

0

2

4

6

8

10

12

14

10.9

13.5 11.0

（億円） （億kWh）

2000 2001 2002

409.2

22.3
72.8
83.0

289.3

72.1
46.3
11.5

287.3

80.7
74.8

20.8

489.0 504.0
544.0

資源循環
その他

販売電力量

（億円）

 2002年度環境会計の算定結果
当社の2002年度における環境保全コストおよび効果に

ついて、環境省の環境会計2002年版ガイドラインを参考

としながら、当社事業の特性を踏まえて算定しました。

　

（1）環境保全コスト

・2002年度の費用額は、約464億円であり、昨年度

に比べて124億円減少しました。

・部門別では、火力部門が全体の89%を占め、また、

分類別では、大気汚染防止、水質汚濁防止などの「公

害防止」が全体の62%を占めており、いずれの割合

も前年度と同じ傾向となっています。

（2）環境保全効果 

環境汚染等の未然防止および現在の負荷の水準

を持続させ、また環境改善を図った効果とし、物量単

位で測定しました。なお、この効果は、当社行動指針に

おける定量目標の項目に加えて、当社の特徴を示す項

目を示しています。

（3）経済効果

環境保全対策を進めた結果、当社の収益または費

用の節減に貢献した取り組みとし、算定した結果、53

億円となりました。
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期　　間：2002年4月1日～2003年3月31日

公表様式：環境省の環境会計ガイドライン（2002年度版）を参考

対象範囲：全社費用額（減価償却費を含む）

・設備の運転・維持に伴う人件費・委託費・修繕費・薬品費、廃棄物のリサイクルおよび処理費用、研究開発、海外事業に伴う費用（委託費・

人件費等）等を中心にコストを算定

・ただし、水力発電所における地球環境保全コストやグリーン購入等の取り組みを示す「上・下流コスト」については、算定の範囲・方法に

課題があると判断し、今年度も算定より除外

● 算定要領

（単位：億円）

（単位：億円）

● 経済効果

● 環境保全コストと環境保全効果

公害防止

地球環境保全

資源循環

管理活動

社会活動

そ の 他

収　　益

費用節減

国際事業

研究開発

２８７.３

２０.８

８０.７

１５.２

１５.０

２５.３

１０.８

４６３.６

２.２

９.７

４１.１

５３.０

８.５

大気汚染防止（脱硫・脱硝、ばいじん処理）、水質汚濁防
止（排水処理）など

SOx排出量９,５１７t・原単位０.２０g/kWh
NOx排出量２５,２３２t・原単位０.５２g/kWh
ばいじん排出量９３８t

内部環境監査員研修受講２５２名（累計８４８名）
再生紙購入率９８%

海外コンサルティング事業実績１３件（累計２１２件）
海外研修生受入実績１９名（累計１,９８０名）

環境報告書５,０００部発行

CO2排出量３,９１５万t-CO2・原単位０.８６kg-CO2/kWh
石炭火力平均熱効率４０.３%
本店ビル電灯使用量対前年度比４.３万kWh削減
ＳＦ６回収率９９%・再生可能・未利用８,０６０kW
海外植林面積２,２００ha

石炭灰発生量１５１万t・有効利用率６７%
石こう発生量３３万t・有効利用率１００%
流木有効利用量１５,０００m３

本店一般廃棄物発生量４８.９t・対前年比２０%削減

資源の再生・再利用による廃棄物の低減対策、廃棄物の
処理・処分

環境負荷監視・測定、環境保全対策組織の人件費、環境
教育費用など

高効率発電、燃料電池利用、CO2固定・回収、石炭灰・石
こう有効利用など

緑化、環境広告、環境美化、環境関連団体への加入、環
境行動レポート作成など

海外における環境保全対策技術協力事業

石炭灰、石こう、硫酸の有価物売却

石炭火力熱効率向上（USC導入）による燃料費の節減

石炭灰、石こう、硫酸のリサイクルによる処分費用の節減

汚染負荷量賦課金など

合　計

合　計

温室効果ガスの排出抑制対策（石炭火力高効率運転の
維持、再生可能・未利用エネルギーの開発、省エネルギー
型設備管理費、CO2以外の温室効果ガス排出抑制）、
CO2の吸収・固定への取り組み（海外植林事業）

分　類 主な対策・取り組みの内容 金　額

分　類 内　容 金　額

環境保全効果

 今後の取り組み
本レポートでは、長年の環境保全対策によって、電力の

安定供給を図りつつ、環境影響を極力抑制し、企業価値

を高めてきたことをできるだけ定量的・網羅的に報告する

ことに努めていますが、これらの全てをコストと効果で表す

には、算定方法の精度をさらに高めることが必要と考えて

います。

また昨年度は、大部分の事業所を対象に環境会計の

意義と当社の取り組みについて「環境管理説明会」を通

じて理解活動を進めてきましたが、今年度はその活動を

連結子会社にも広げていく計画です。
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5．環境マネジメント組織と取り組み

本 店 事業所（支店・火力発電所・建設所など）

経営企画部

委　員

常務会

社　長

総務部

PCB処理検討部会

環境会計専門部会

J-POWERグループ環境管理推進協議会

国際事業部

エンジニアリング事業部ンン

技術開発センター

水力流通事業部

火力事業部

原子力事業部

若松総合事業所

沖縄海水揚水実証試験所

茅ヶ崎研究所・若松研究所

支店・建設所・工事所

火力発電所・地熱発電所・若松火力センター

大間原子力建設準備事務所

新事業部

環境行動推進会議

PLAN

CHECK

PLAN

CHECK

ACTION ACTION

議　長：火力事業部担当常務取締役

副議長：経営企画部担当取締役

事務局：火力事業部環境グループ

環境行動推進会議のテーマ
・環境方針の策定・見直し
・環境保全活動の点検・見直し
・その他環境管理全般の審議・調整・報告

経営による

見直し

実行責任者による

見直し

環境方針見直し

（行動指針策定）
DO

EMSの運用

環境保全活動の実施

法規制や環境経営などの社会的動向

環境行動レポート読者などの社外からの意見

内部環境監査

環境負荷計測

環境方針・環境行動計画

（環境管理プログラム）

策定

見直し

報告書

（注2）

（注2）支店は、管轄する水力発電、送電、変電、情報通信、運転制御設備の保守・
運用等を担当しています。

当社では、環境マネジメント全般について審議・調整・

報告するため、常務会のもと担当常務を議長、担当取締

役を副議長とする「環境行動推進会議」を設置しています。

委員は電力設備の計画・建設・運用にかかわる事業部や

環境に関係の深い業務を遂行する部、事業部、センター

の長です。火力事業部環境グループは、本会議の事務

局をつとめるとともに、全社の環境コアとして業務を遂行し

ています。

また、当社は、環境管理の国際規格であるISO14001に

準拠した環境マネジメントシステム（Environmental  

Management Systems）を全事業所（注1）に導入し、環境保

全活動の継続的な改善に取り組んでいます。

事業所では、全社環境方針に基づき実行単位ごとに

環境行動計画を策定し、次に示すPDCAサイクルにより

EMSを運用しています。

（注1） 一部小人数機関を除く

当社が、企業理念に基づく環境保全活動を全社活動として行うにあたり、環境マネジメントシステムを用いた環境管理
の基本事項を定めることを目的として、2000年3月、「環境管理規程」を制定しました。
「環境管理規程」で定める環境管理の主体と機能は次の通りです。

全社マネジメント組織

当該事業所（支店、火力発電所、建設所など）の長

火力事業部長（社長の指名するもの）

部、センター、事業部の長

環境管理責任者と内部環境監査員を配置

「環境行動推進会議」を設置

事業所の環境管理の実行を支援

実行

推進

支援

主　体 機　能
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発電設備建設の他、新たな事業分野で、環境への配慮をプロジェクトの計画･設計段階から実施す
るため、EMSを導入･運用。２００１年２月にISO１４００１の認証を取得。

計画･設計

ＥＭＳ取り組み課題フォローアップ、PCB処理検討状況

環境方針策定に向けた今後の進め方
水源林保全策検討状況、J-POWERグループ環境管理協議会設置

環境経営ビジョン策定に向けた進め方、環境方針の見直し
環境行動レポート充実方針、PCB処理基本方針、水源林保全の進め方

建 設 工 事

保守･運用

そ の 他

合　計　２２事業所

水質汚濁、騒音･振動防止、建設副産物の有効利用など、環境アセスメントなどを通じて計画された
対策を確実に実施するためEMSを導入･運用。奥只見･大島増設建設所では１９９９年９月にISO１４０
０１の認証を取得（建設機関では日本初）。

省エネルギー･省資源への取り組みも重要との認識のもと、本店ビルを対象とするEMSを導入。

環境情報ネット

環境法令、環境保全協定などを遵守し、環境負荷の低減に向けた取り組みを実施していくためEMS
を導入･運用。１９９８年に松浦火力発電所から導入を開始し、２００１年度末に導入を完了。松浦火力発
電所では、１９９９年６月にISO１４００１の認証を取得。

Ⅰ
・ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

事業所名区　分 概　　要

審議件数会議開催日 主な内容

メディア タイトル 情報の内容

電子掲示板

イントラネット

環境法令・規制・データ情報

環境管理・行事情報

自然・環境・動植物の広場

環境情報ネット

・法規制等の改正・施行など

エンジニアリング事業部※

奥只見･大島増設建設所※
大間原子力建設準備事務所
大間幹線立地所・中四幹線工事所
佐久間東幹線建替工事所

各火力発電所（磯子・高砂・竹原・橘湾・
松島・松浦※・石川石炭）
各支店（北海道・東日本・中部・西日本）
鬼首地熱発電所

茅ヶ崎研究センター
若松総合事業所（若松研究所・若松火
力センター含む）
沖縄海水揚水実証試験所

本　店

各事業所においては、計画･設計、建設、保守･運用に応じたEMSを構築・運用し、継続的な改善に努めています。

なお、電力設備の維持管理を行うグループ各社は、当社EMSの構成員として活動しています。

環境行動推進会議では、多くの案件を審議し、環境方針見直しやPCB処理基本方針など重要な案件を常務会に付議

しました。

当社では、全社で一人一台のパソコン配備が完了して

います。環境管理の充実およびグループ従業員の環境意

識高揚のため、電子掲示板、環境情報ネット、社誌「電源」

で情報を随時発信しており、従業員はだれでもいつでも閲

覧できるようになっています。

「見直し」年次報告および環境行動計画、支店EMS統合
環境関連行事の取り組み方針、関係会社の環境管理体制強化の基本的な考え方

※はISO認証取得事業所

環境会計の導入、環境行動レポート発行内容、グリーン物品利用拡大

８件

６件

６件

８件

５件

（計３３件）

第１回　２００２． ５．２９

第４回　２００２．１２．２０

第３回　２００２．１０． １

第２回　２００２． ７．１９

第５回　２００３． ２．２８

EMSの実行単位と概要

従業員に向けた環境情報の発信

２００２年度の主な審議内容

・社会動向

・社内の環境行事

・環境管理システムなど

・法規制全般

・環境管理システム全般

・環境教育・研修など

・従業員の自由な意見交換の場（自然や動植物の話題・

  環境管理システムなど）
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教育・研修

２００２年度　環境管理研修実績

内部環境監査員研修

種　別

環境経営全般

環境管理責任者研修

地球温暖化問題講演会

環境管理説明会

関係会社環境管理説明会

内部環境監査員研修

環境月間環境講演会

新入社員導入研修

環境管理責任者

環境管理責任者

本店社員

各支店、発電所の所員

各関係会社役員・社員

内部環境監査員

本店および関係会社社員

新入社員

１

１４

１

１４

９

１

４２

２

２４

２５２

７０

約３６０

約１７０

９０

　　約９９０人

２３

計

環境方針の周知、環境行動計画の作成

京都メカニズムの意義と当社の取り組み

社会動向と当社の取り組み

グループワイド取り組み強化

ISO１４００１要求事項、内部環境監査手法

環境問題の基礎と当社の取り組み

森と水と事業のかかわり

EMS運用

基礎研修

各テーマ

研修項目 対　象 回　数 人　数 主な内容

本店や事業所では、環境問題に対する認識を深め、自

らの責任感を醸成するため、環境に関する社内外の研

修を多数実施しています。

EMS内部環境監査員研修の累計受講者は848人とな

りました。また、本店では環境講演会を2回開催しました。

※グループ会社分を含む

J-POWER グループ環境管理推進協議会の発足

J-POWERグループ環境管理推進協議会組織図
第一回　グループ協議会

委　員 オブザーバー

電発産業（株（（ ）株株 総務部長

（株（（ ）株株 電発環境緑化センター 　総務部長

（株（（ ）株株 電発コール・テックアンドマリーン 総務部長

開発工事（株（（ ）株株 総務部長

電源開発（株（（ ）株株 総務部関連事業G

電源開発（株（（ ）株株 火力事業部企画・管理G

電源開発（株（（ ）株株 水力流通事業部企画・管理G

電発ホールディングカンパニー（株（（ ）株株

（株（（ ）株株 開発計算センター 　総務部長

開発電子技術（株（（ ）株株 総務部長

（株（（ ）株株 開発設計コンサルタント 　総務部長

EPDC海外炭（株（（ ）株株 総務部長

J-POWERグループ環境管理推進協議会

議　長：電源開発（株（（ ）株株
火力事業部環境担当部長

副議長：開発電気（株（（ ）株株
安全品質環境管理部長

事務局：電源開発（株（（ ）株株
火力事業部環境グループ

J-POWERグループは、環境管理充実のため2000年度

より「関係会社環境連絡会」を定期的に開催し、グループ

体制整備や従業員の意識向上などについて意見交換を

してきました。

2002年度は、グループ各社への支援のための説明会

等を9回、170人に対し実施するとともに、取り組み範囲の

拡大など推進体制強化のため「J-POWERグループ環境

管理推進協議会」を発足し、2003年3月に第1回協議会

を開催しました。

今後、グループ各社の環境管理体制整備とあわせグルー

プ全体での環境保全活動や教育研修を実施していきます。



・人身災害発生時、設備事故、建設工事事故の発生時
・地震、自然災害、火災・爆発、破壊行為の発生時
・社会的影響を及ぼす恐れのある事態の発生時（環境保全上対応すべき
事態の発生時を含む）

・その他の緊急事態発生時

・大気汚染緊急時発令の場合
・環境測定機器の異常により適切な監視測定が困難となった場合
・環境対策設備の異常により法的およびその他の要求事項が満たされな
い場合

発電所などでは、公害防止管理者など公的資格者を

適正に配置し環境保全の日常業務を円滑に行っています。

今後もこれを一層強化すること、従業員の知識・能力の向

上を図る観点からもさまざまな資格取得の指導と支援を

行っていきます。
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環境関連公的資格の取得状況

2002年12月4日、運転中の環境対策設備で発生。原因は、設備不
備（施工不完全）・保守不備（保守不完全）と推定され、恒久対策とし
て設備点検方法の改善、品質管理マニュアルの整備、運転員への教育の
実施等を行いました。

2002年6月25日、火災が発生。出火の原因は、復水器細管の切断
作業（プロパンによるガス溶断）において、チタン管が加熱されたこと
によるものであることを再現試験により確認し、対策として作業手順を
見直しました。

当社火力発電所における火災発生について

取得者数資　格

技術士　建設部門（建設環境）

公害防止管理者　主任管理者

公害防止管理者　大気（第1～4種）

公害防止管理者　水質（第1～4種）

公害防止管理者　騒音関係

公害防止管理者　振動関係

公害防止管理者　一般粉じん関係

公害防止管理者　特定粉じん関係

公害防止管理者　ダイオキシン類関係

特別管理産業廃棄物管理責任者

危険物取扱者　甲種

ボイラー技士　（特級・1級・2級）

ボイラー整備士

特定化学物質等作業主任者

毒物劇物取扱責任者（一般・特定）

有機溶剤作業主任者

衛生管理者　第1種・第2種

計量士　環境

作業環境測定士（第1・2種）

EMS審査員（審査員補）

内部環境監査員

６０

１,０８６

４

７５５

６

３４８

２８３

６

１３

１７

８４８

９

８

２１０

１３３

１０７

４１

３

１

９

２９３

取得者数資　格 取得者数資　格

産業廃棄物最終処分場技術管理者

廃棄物処理施設技術管理者

ビオトープ計画管理士（1級・2級）

ビオトープ施工管理士（1級・2級）

造園施工管理技士　1・2級

電気主任技術者　第1～3種

放射線取扱主任者　第1・2種

エネルギー管理士　電気

エネルギー管理士　熱

高圧ガス製造保安責任者（甲・乙・丙種）

５０

２２

１

１

３１

７８８

８８

１４３

２３３

４８０

日常管理および緊急時対応

社内総合防災訓練

Ⅰ
・ 

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

各事業所では、環境に影響を与える設備事故や地震・

台風などの自然災害に備え、防災設備を常備し定期的に

訓練を実施するなど体制を整備しています。

2002年度において、当社火力発電所で2件の火災が

発生しましたが、いずれも短時間に鎮火し、周辺環境へ

の影響はありませんでした。

なお、本件につきましては、社内の関係する事業所に

対して速やかに情報を水平展開しており、適切な対策実

施により、再発防止を図っています。

※複数の級・種別のある資格の取得者数は延べ人数を記載

緊急事態の想定

当社規定 火力発電所EMS

松浦火力発電所1号機 電気集じん器上部直流高圧電源装置部
（主要整流機器）火災事故

磯子火力発電所旧2号機解体工事に伴う復水器内火災事故

2002年12月には、四国徳島を中心とした大規模地震（南

海沖地震）発生の想定で、本店および橘湾火力発電所

をはじめ4機関が参加して総合防災訓練（初動対応・実働・

情報伝達）を行いました。これ以外にも、東海地震および

南関東直下型地震を想定した安否確認システムの訓練

を約800人の社員とその家族を対象に実施しました。
橘湾火力発電所で行われた消火訓練



1．2002年度活動実績一覧表

Ⅱ．環境活動状況
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当社の２００２年度における環境活動の主な成果は以下の通りです。

●温室効果ガスの排出抑制 P. 21～P. 28

掲載ページ

●CO2の吸収・固定、回収への取り組み

P. 29～P. 30

● 海外（豪州、エクアドル国）にて２,２００haの植林を実施（目標達成）

●有害化学物質の管理 P. 36

● PRTR法、ダイオキシン法に基づき化学物質を適正管理・報告
● PCB処理に関する基本方針を決定

●自然環境の保全 P. 37～P. 38

●環境対策技術の海外移転 P. 39～P. 40

● 海外技術コンサルタント業務を新規に１３件実施、海外研修生１９名受け入れ
● 海外IPP事業の推進（６カ国／地域、９プロジェクト、１２地点で石炭火力、ガスコジェネ、風力、地熱、バイオマス）

●研究開発成果の導入 P. 45～P. 46

●研究開発推進中の技術 P. 47～P. 48

● 石炭等の利用効率向上のため燃料電池用石炭ガス製造技術開発パイロット試験設備を試験運転開始
● 木質系バイオマスは小型実験装置にて混焼試験実施、下水汚泥燃料は発電所にて混焼試験準備開始

●京都メカニズムにの活用に向けた取り組み

P. 30

● 海外６カ国においてCDM活用に向けた調査を実施、１件事業承認申請実施（本年５月に日本国承認）

２００１年度より以下の項目に対して数値目標を定め環境保全に向けた取り組みを強化しています。

温室効果ガスの
排出抑制

環境負荷の
排出抑制

CO2吸収・固定、
回収への取り組み

資源の再生・再利用
による廃棄物の低減

②本店ビル電灯電力使用量

③再生可能・未利用

　エネルギーの開発

④ＳＦ６回収率

万kWh

ｋW

％
　

ｈa
　

ｇ／kWh

ｇ／kWh

％

％

ｍ３

％

t

単　位項　目

１８９.７

１６,５８３

９８
　

１,４００
　

０.２３

０.５３

６４

１００

５,０００

９３

６１

地球温暖化防止対策

環境保全への取り組み

技術研究開発

循環資源の再生・再利用

●環境報告書の発行 P. 49

● 環境行動レポートを継続発行、英語版も発行開始、ホームページで公表

●広報・環境保全活動の展開 P. 49～P. 54

● 環境広報活動の実施、環境広告を新聞、経済誌、週刊誌、地下鉄ホームなどに掲載
● 当社PR施設への見学者数は約３１万人
● 環境月間などに呼応し各事業所、事業設備の周辺地域の清掃活動等を実施
● 本店にて年２回グリーンフェアを開催

環境コミュニケーション

●法令遵守、環境アセスメント・モニタリング他 P. 31～P. 35

● 石炭火力のSOx排出原単位０.２０g/kWh、NOx排出原単位０.５２g/kWhを達成（目標S0x ０.３０、N0x ０.６０以下）
● 環境関連法令、環境保全協定を遵守、環境負荷の排出抑制に努力
（ただし、県条例値超過１件発生・協定値超過２件発生したが速やかに対応）

●廃棄物の低減、環境リサイクル事業 P. 41～P. 44

● 石炭灰発生量のうち６７％の約１０１万tを有効利用（目標６５％以上）  
● 脱硫石こうは１００％有効利用（目標達成）
● 流木は約１万５千m３を有効利用（目標５,０００m３以上）
● 再生紙購入率は９８％（目標１００％：達成できず）  
● 全国にて紙ゴミ等低減努力、本店社屋での排出量は約４９t（目標６０t以下）
● 大牟田リサイクル発電所を運転開始

２００３年度
目　標

（本店ビル５０t以下）

２００２年度取り組み内容の評価と今後の方針

省エネルギー活動の徹底により、さらなる削減を推進

ガス絶縁機器、空調機器などの据付･点検･撤去に厳正な管理を実施。　目標レベルをアップ

社外対応等により達成できず

ミックス紙を分別回収し、リサイクル化した事により、大幅に削減
目標をレベルアップ

（評価判定基準　○目標達成　△目標の８０％達成　×目標の８０％以下）

４０％以上

極力低減（１９０万kWh以下）

①石炭火力平均熱効率（発電端） ％ ４０.２３９.５以上

１９０

７,２００以上

９５以上

２,２００以上

０.３０以下

０.６０以下

６５以上

１００

５,０００以上

１００

６１

● 石炭火力発電で平均熱効率４０.３％を達成（目標３９.５％以上）
● 大間原子力の配置計画の見直し調査・準備等を開始
● 全国で水力発電所を安定運転中、奥只見・大鳥増設発電所を建設
● 　巻風力の建設、東京臨界風力の運転開始、苫前・仁賀保は安定運転中、スペインで事業会社設立
● タイ国にてバイオマス発電所を運転開始
● オフィスにおける電力使用量の抑制（本店ビルの電灯電力使用量は１８５kWh）（目標１９０kWh以下）
● SF６回収率で９９％を達成（目標９５％以上）

大牟田リサイクル発電所、東京湾風力発電所の運転開始
奥只見・大鳥増設、維持流量発電、　巻風力、タイバイオマス発電の開発を目標

各発電所において省エネルギーの推進や適切な燃焼管理の実施による高効率運転の維持、磯子新１号機運転開始
新規火力発電所の運転開始はないものの保守高度化に努め目標レベルをアップ

天候･病原虫などに注意を払い適切な植栽管理を実施

　　　　

３２万kW以上

９８％以上
　

２,２００ｈa以上
　

０.２５g/kWh以下

０.５５g/kWh以下

６５％以上

１００％

５,０００m３以上

１００％

極力低減
　

有効利用の範囲を拡大

（注）・「再生可能・未利用エネルギーの開発」と「海外植林事業面積」の目標値にはグループ会社分を含みます。
・2001年度・2002年度の再生可能・未利用エネルギーの開発の目標値は、当該年度、営業運転を開始した発電設備の最大出力に当社出資比率
を乗じた値の年度合計値です。

⑤海外植林事業面積
　

⑥ＳＯｘ排出原単位

⑦ＮＯｘ排出原単位

⑧石炭灰有効利用率

⑨石こう有効利用率

⑩流木有効利用量

⑪再生紙購入率

⑫本店ビル紙ごみ等の
　一般廃棄物発生量

● 磯子新１号機にも超々臨界圧発電技術（USC）を、また、国内初の乾式脱硫装置を導入
● 奥只見・大鳥発電所増設工事にて大水深新型仮締切工法を採用
● 大牟田リサイクル発電所にて廃棄物固形化燃料（RDF）使用の高効率発電・高度排煙処理技術を導入

● 建設工事等では環境アセスメントの実施と環境保全対策を実施
● 社有地の水源林保全暫定指針を制定

実　績 判　定

２００２年度

目　標実　績

２００１年度

目　標

４９

○

○

○

○

○

○

○

○

△

○

○

○

極力低減（１９０万kWh以下）　　　　　

７,０００

９５以上
　

２,２００以上
　

０.３０以下

０.６０以下

６５以上

１００

５,０００以上

１００

　　極力低減
　

３９.５以上

１８５.４

９９

４０.３

８,０６０

２,２００

０.２０

０.５２

６７

１００

１５,０００

９８

（本店ビル６０t以下）

各発電所における適切な燃焼管理と対策設備の管理の実施、磯子新１号機運転開始
新規火力発電所の運転開始はないものの保守高度化に努め目標レベルをアップ

有効利用の促進に努力し率向上。高稼動が予想されるがさらに有効利用の範囲拡大を図ることとし目標維持

有効利用の促進に努力１００％利用

｝



日本の電気の使用量は、経済の成長と豊かさを求める

ライフスタイルなどを背景に、今後も増加が見込まれます。

こうした状況の中、当社を含む電気事業連合会関係12

社（注1）は共同して、「2010年度における使用端CO2排出

原単位を1990年度実績から20％程度低減するよう努める」

という極めてチャレンジングな目標に取り組んでいます（「電

気事業における環境行動計画」P.75参照）。

一方、当社の取り組みは、発電に際してCO2を排出しな

い原子力発電や新エネルギーなどの開発を進めるとともに、

自然エネルギーである水力発電などの安定運転維持、お

よび火力発電の熱効率向上による化石燃料消費抑制が

中心です。また、地球温暖化防止対策を地球規模で効

率的に実施するため、京都議定書が導入した京都メカニ

ズムを国内の対策と組み合わせて活用し、経済効率的な

目標の達成をめざすこととしています（「京都メカニズムの

活用に向けた取り組み」P.29参照）。
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当社は、地球温暖化防止対策に取り組むことを経営の重要課題の一つとして位置付け、できるかぎりの地球温暖化防

止対策を自主的かつ積極的に推進しています。

2．地球温暖化防止対策

＝ ×

●石炭火力発電所の高効率運転の維持
●化石燃料の利用効率向上に向けた技術研究開発

●安定運転の継続
●新規地点開発の継続

海外における取り組み
●京都メカニズムの活用
●海外植林事業の推進

発電所
火力・原子力・水力他

原子力発電所

水力・地熱発電所

送電・変電

送電・変電・配電

石炭火力発電所

電源開発

●大間原子力の新設

●新エネルギー
  事業の推進

電気事業連合会関係１２社の目標

２０１０年度における使用端CO２排出原単位を１９９０年度実績から２０％程度低減する

●省エネルギーの推進

一般需要家
（家庭・工場等）

一般電気事業者（１０社）

CO2排出量

（kg-CO2）

電気の使用量
〔電力量〕
（ｋWh）

CO2排出原単位
〔電力量当たりのCO2排出量〕

（kg-CO2/ｋWh）

日本原子力発電

共同火力

IPPなど

販売端

使用端

風力発電

廃棄物発電

基本的考え方



１９６０年代後半　　　国内炭火力発電所が相次いで運転開始

１９８０年代前代　　　松島火力等の大規模海外炭火力の導入

２０００年以降　　　　橘湾火力（１０５万kW×２基）が運転開始
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CO2排出実績当社の全電源のCO2排出量および排出原単位の実績

当社の石炭火力発電所の熱効率とCO2排出原単位の実績

（注1）電気事業連合会関係12社

（注2）全電源CO2排出原単位

（注3）石炭火力CO2排出原単位

電気事業連合会10社（北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、
沖縄電力）＋電源開発＋日本原子力発電

全電源CO2排出原単位=CO2排出量÷全電源の販売電力量

石炭火力CO2排出原単位=石炭火力発電所のCO2排出量÷石炭火力発電所の販売電力量

日本の電気の使用量は、経済成長とともに増加し、こ

れに伴いCO2の排出量も増加してきました。当社におい

ても、火力発電の運転を開始した1962年度以降、火力

発電の増加に伴ってCO2排出量が増加してきています。

2002年度は、石炭火力の高稼動や磯子火力発電所

新1号機の運転開始による設備出力増により、販売電力

量は約544億kWhとなり、2001年度と比較して約40億

kWh（約8％）増加しました。これにより2002年度のCO2

排出量は3,915万t-CO2となり、2001年度と比較して約

340万t-CO2（約10％）増加しました。

一方、水力発電においては平年以下の出水率であっ

たこともあり、2002年度の全電源CO2排出原単位は

0.72kg-CO2/kWhとなり、2001年度（0.71kg-CO2/kWh）

に比べて微増となっています。

ここで水力発電などを除いて石炭火力発電だけに注

目すると、発電所建設の都度、設計最高熱効率と平均

熱効率が向上してきており、当社の長年にわたる効率改

善努力の成果が現れています。これに伴い石炭火力の

CO2排出原単位（注3）は、1960年代から現在に至るまで

低下傾向を続けています。

2002年度の石炭火力のCO2排出原単位は0.86kg-

CO2/kWhでした。
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0.8

1.0

1.2

1.4

200220001995199019851980197519701965
（年度）

40.3

0.86

0.89

39.0

発電端設計最高熱効率
発電端平均熱効率（％）
CO2排出原単位（kg-CO2/kWh）

200220001995199019851980197519701965
（年度）

CO2排出原単位
（kg-CO2/kWh）

CO2排出量
（万t-CO2）

販売電力量
（億kWh）

0
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450
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550

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

火力販売電力量
水力販売電力量
全電源CO2排出原単位（kg-CO2/kWh）
CO2排出量（万t-CO2）

2,418

3,915

3,360

0.65
0.72

0.69

（1990年以降のCO2排出原単位は環境省「温室効果ガス排出量算定に

関する検討結果総括報告書」（2002年8月）記載の燃料種別排出係数

により計算した。）

全電源CO2排出原単位（注2）の主な増加理由

熱効率（％）
排出原単位

（kg-CO2/kWh）

40.1

0.86

年　代 理　由
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石炭火力発電所の高効率運転の維持

　温室効果ガスの排出抑制

当社の石炭火力発電所は、従来より、省エネルギーの

推進やUSC（超々臨界圧技術）などの新技術の導入によ

り、熱効率の向上に努めてきました。2002年度の熱効率（発

電端）は、40.3％（2001年度比0.1ポイント上昇）となりました。

また、熱効率の向上は、化石燃料節減だけでなく、CO2、

SOx、NOx排出抑制、工業用水や薬品類の節減、さらに

石炭灰・石こうの発生抑制など大きな環境保全・経済効

果をもたらします。

橘湾火力発電所（徳島県） 磯子火力発電所（神奈川県） 磯子火力発電所トンボ池（ビオトープ）

磯子火力発電所新１号機の運転開始
2002年4月に運転を開始した磯子火力発電所新1

号機（出力60万kW）は順調に営業運転を行っており、

あわせて新2号機建設の準備を進めています。

このリプレースは、30年間以上稼動した旧1・2号機（出

力26万5,000kW×2基）を、①環境保全対策の強化②

首都圏等の電力需要増加への対応③発電所設備

の老朽化対策を目的として、計画したものです。

出力アップとともに12haという限られた敷地におい

て世界最高レベルの熱効率と環境保全対策を実現

しています。

また、地域環境との調和を図るため景観にも多くの

配慮がなされています。

環境保全協定

熱効率

排煙脱硝装置

乾式排煙脱硫装置

電気式集じん装置

粉じん飛散対策

騒音･振動対策

石炭灰の有効利用

景観対策（三溪園、構造物配色）

構内の緑化（屋上緑化、ビオトープ）

撤去工事における取り組み

項　目

主な環境保全の特徴

内　容

１９９９年１０月に締結。厳しい数値目標を約束

USC技術などの各種先端技術を投入し、世界最高レベルの熱効率を達成

本装置採用により排出濃度の８０%以上を削減

本装置採用により排出濃度の８０％以上削減

湿式に比べ、SOx排出量、用排水量･所内電力削減、設備コンパクト化など多くの面で環境特性に優れ、商用機での採
用は日本初

構内に２つのトンボ池を設置。事務所･タービン屋上等３カ所にて屋上緑化を実施。また新２号機建設時には生物の生
息環境に配慮した緑化を実施予定

新２号機建設に向けて旧１・２号機と関連設備の撤去工事を鋭意推進中（２００４年３月竣工予定）。ボイラー本体の撤去
工事には国内最大規模のジャッキダウン工法を採用し仮設材を大幅に削減。廃材は有効利用率を９５％以上とするな
ど最大限の配慮

建屋、煙突等の配置･形状･色彩は周辺環境との調和や海側からの景観についても配慮。由緒ある史跡･三溪園から
の眺望を損なわないよう、煙突レイアウト変更などの対策を発電所側･三溪園側の両方において実施。これら取り組
みが「第１７回公共の色彩賞―環境色彩１０選―」を受賞

屋内式貯炭サイロ、空気浮上式コンベアなど密閉構造設備採用により石炭の粉じん飛散を防止

機器の建屋内への収納や低騒音型機器の採用

効率的な燃焼により石炭灰の発生量抑制。石炭灰はセメント原料･肥料原料としてほぼ全量を有効利用

２００２年度販売電力量

定格出力

ユニット数

当社内のUSC導入発電所シェア

４/１４（全ユニット）

４７％

５７％
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原子力発電所の新設

再生可能エネルギーの有効利用

大間原子力発電所完成予想図（青森県）

佐久間発電所（静岡県）

原子力発電は、発電に際してCO2を排出しないため、地

球温暖化防止の観点から中心的な役割を果たす電源です。

電気事業全体としては、原子力推進を引続き経営上

の最重要課題として位置付け、国との連携のもと、安全

性の確保を前提に国民の理解を得つつ、立地推進に向

けて最大限の努力を傾注しています。また、あわせて、原

子燃料サイクルの確立やバックエンド対策にも取り組んで

います。

当社は、1995年8月の原子力委員会決定に基づき、軽

水炉プルトニウム利用計画（プルサーマル）の一環として

青森県大間町において、全炉心MOX燃料装荷をめざし

た原子力発電所（フルMOX－ABWR：138万3,000kW）

の建設に取り組んでいます。

発電所計画については、発電所用地の取得状況を踏

まえ、配置計画の見直しを行い、確実に計画推進していく

こととしました。これにより、運転開始は2012年3月（予定）と

なります。安全対策の徹底、環境保全に細心の注意をは

らい、地域社会との共生を図りつつ建設計画を推進します。

● 水力発電

水力発電は、わが国にとって貴重な国産エネルギーで

あり、発電に際してCO2を発生しないなど、環境に与える影

響が比較的少ないクリーンなエネルギーです（「水力発電

と環境」参照　P．5）

当社は、国内に58カ所、総出力826万kWの水力発電

設備を保有しており、2002年度の水力発電電力量は106

億2,400万kWhとなっています。水力発電によるCO2排出

抑制効果（注）は約330万t-CO2に相当します。

鬼首地熱発電所（宮城県）

● 地熱発電

地熱発電は火山やその周辺の地中に存在する膨大な

熱エネルギーを、高温の熱水や蒸気として採取・利用する

ことによって発電します。

地熱発電は発電規模が小さいものの、発電に際して

CO2をほとんど排出せず、再生可能エネルギーとして一定

の役割が見込まれています。

当社は、鬼首地熱発電所（宮城県）において1975年よ

り発電（出力1万2,500kW）を行っており、2002年度の地

熱発電電力量は、8,000万kWhとなっています。地熱発電

によるCO2排出抑制効果は約3万t-CO2に相当します。

（注）本文中のCO2排出抑制効果は、水力、地熱、風力発電による抑制
効果を、日本全体における全電源の平均原単位（kg-CO2 / kWh）を
用いて試算したものです。
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風力発電は、発電に際してCO2を排出しないため地球

温暖化防止に有効であり、国の導入目標においても大幅

な利用拡大が見込まれており、当社でも積極的に風力発

電事業を展開しています。

苫前ウィンビラ発電所、仁賀保高原風力発電所はすで

に営業運転しており、両発電所の年間発生電力量（計

算値）は年間11,000万kWhとなり、約4万t-CO2の排出抑

制効果に相当します。

また、東京都の地球温暖化防止対策のパイロット事業で、

お台場近くの中央防波堤埋立地に設置した「東京臨海

風力発電所」（愛称：東京風ぐるま）においても、当社と豊

田通商㈱とが発電施設の建設・維持・運転事業者として

参画し、2003年3月に運転を開始しました。

岩手県　巻町では、グリーンパワーくずまき風力発電所

（21,000kW）を2003年12月の営業運転開始をめざし建

設工事中であり、また、福島県郡山市布引高原においても、

風力発電所の建設に向けて計画を進めています。

● 風力発電

３０,６００kW ２４,７５０kW １,７００kW

苫前ウィンビラ発電所
（北海道苫前町）

仁賀保高原風力発電所
（秋田県仁賀保町）

東京臨海風力発電所
（東京都）

単機出力１,６５０kW１４台
単機出力１,５００kW  ５台

約５,９００万kWh
一般家庭約１万７千世帯分

約５,１００万kWh
一般家庭約１万５千世帯分

約２５０万kWh
一般家庭８００世帯分

２１,０００kW

約２２%

２０００年１２月

１９％

約２３%

２００１年１２月

６７％

約１６%

２００３年３月

５０％

約２９%

２００３年１２月予定

１００％

グリーンパワーくずまき風力発電所
（岩手県　巻町）

約５,４００万kWh
一般家庭約１万６千世帯分

苫前ウィンビラ発電所（北海道）仁賀保高原風力発電所（秋田県）

発電所出力

風車発電機

年間平均風速

年間発生電力量

計画設備利用率

運転開始

当社出資比率

単機出力１,７５０kW１２基

約８.０ｍ／ｓ（６０ｍ高）

単機出力８５０kW２台単機出力１,６５０kW１５台

約６.６ｍ／ｓ（６０ｍ高） 約７.１ｍ／ｓ（６０ｍ高） 約５.４ｍ／ｓ（４４ｍ高）

日本の電源別のライフサイクルを考慮したCO2排

出量（LCA  CO2）は左図の通りとなります。ここでは、

発電用燃料の燃焼に加え、原料の採掘から発電

設備等の建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のた

めに消費されている全てのエネルギーを対象として

CO2排出量を算出しています。

当社では電力各社で構成される電気事業連合

会のLCA検討部会に参加し、CO2やその他の指標

を対象としたLCAの検討を行いました。

（参考）日本の電源種別LCA  CO2日本の電源種別LCA CO2（g-CO2/kWh）

石
炭
火
力

出典：（財）電力中央研究所
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○タイ国におけるバイオマス発電事業

バイオマスは、太陽エネルギーが動植物の光合成や食

物連鎖によって生体内に固定、蓄積されたもので、生物

の体や排泄物などを意味します。バイオマスには炭素や

水素が含まれるため、燃やせばエネルギーを発生し、新エ

ネルギー源として注目を浴びています。

また、バイオマスに含まれる炭素はもともと大気中のそれ

が成長過程で光合成により動植物に固定されたものなの

で、これを燃やした場合は、新たにCO2を排出したものとは

みなされません。したがって、化石燃料に代わってバイオ

マスを利用することは、CO2を削減したことになります。

今後も、バイオマスエネルギーの利用を促進していきます。

● バイオマス発電

当社はタイ国において、同国最大の民間発電会社で

あるEGCOと共同で、バイオマス発電IPP事業を進め、

2003年5月に営業運転を開始しました。

同国は世界6位の米生産国であり、特にロイエット県を

中心とする東北部は同国有数の穀倉地帯となっており、

精米後のもみ殻については野焼きされる等、その処理が

問題となっていました。

本事業は、年間約7万6千t のもみ殻を発電用燃料とし

て有効利用するもので、当社にとって国内外初のバイオマ

ス発電事業となります。本発電所の年間発生電力量（計

算値）は年間6,439万kWhとなり、同国における約3万t-

CO2の排出抑制効果に相当します。

また、発電所は、電気集じん器および排水処理設備を

設置するなどの環境保全対策を実施し、周辺の環境に

配慮しています。

○木質系バイオマスの利用 ○バイオソリッド（下水汚泥）燃料の利用

タイ国ロイエット県ロイエット

精米工場から出るもみ殻

９,９５０kW

２００３年５月

地 点

燃 料  

出 力

環境対策設備

運 転 開 始

電気集じん器
排水処理設備

発電所諸元

木質系バイオマスチップ

もみ殻

バイオソリッド外観

当社は、2001年度から（財）地球環境産業技術研究機

構（RITE）と共同で、木質系バイオマスの石炭火力発電

所への混焼技術の開発を始めました。

この技術開発では、対象とする木質バイオマスとして間

伐材などを想定しています。これの有効利用を進めること

は、地球環境保全だけでなく林業の活性化の促進にもつ

ながります。

これまで、国内の木質系バイオマス資源量を調査し、燃

料性状を分析しました。また、小型実験装置による石炭と

の混焼基礎試験を行い、燃焼が問題ないことを確認しま

した。

バイオソリッド燃料とは、下水処理場で発生する汚泥を

廃食用油と混合して加熱し、水分を除去したもので、石炭

と同程度の発熱量を有します。木質系バイオマスと同様に、

当社はこの燃料を混焼させる取り組みを進めています。

これまで、燃料性状を分析し、さらには小型実験装置を

使用して混焼基礎試験を行い、混焼する場合の基礎的

な特性を把握しました。

当社では、国内初の試みとして、松浦火力発電所（長

崎県）において実機混焼試験を2003年8月から約1年間

かけて実施します。
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● 省エネルギー活動

地球温暖化防止の身近な取り組みとして、各事業所で

は、EMSに基づき昼休み消灯、待機電力削減の徹底等

の省エネルギー活動を実施しています。本店、支店、建設

所等のオフィスにおける2002年度の電力使用量は、1,781

万kWh（2001年度実績1,797万kWh）となり、前年度比約

1％の削減となりました。

また、車両の利用にあたっては、アイドリングストップの徹

底などに努め、2002年度の社有車利用に伴う燃料消費

量（ガソリン・軽油）は約655kl（2001年度実績約630kl）で

した。

オフィスの電力使用と車両の利用によるCO2排出量は、

約8.3千t-CO2です。

（万kWh）

1997 1998 1999 2001 2002（年度）20001997-1999
平均

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

本店ビル電灯電力使用量

213.6213.6
224.2224.2 216.3216.3 218.1218.1

194.4 189.7
185 4185.4

５４,４９５

３,０７０

５.６３

５５,８７７

３,１２３

５.５９

５９,３０３

３,２５７

５.４９

発電電力量（百万ｋWｈ）

所内電力量および送電ロス（百万ｋWｈ）

発電電力量に占める所内電力量

および送電ロスの割合　（％）

２０００年度 ２００１年度 ２００２年度

● 所内電力量および送電ロスについて

石炭火力発電所の熱効率維持向上対策だけでなく、

石炭火力・水力発電所での所内電力（当社発電電力量

のうち当社が自ら使用する電力量）を適切に管理すること

も重要な省エネルギー活動の一つです。当社の場合、所

内電力量と送電ロス分を、一括で把握しており、2002年

度の発電電力量に占める所内電力量および送電ロスの

割合は、5.49％であり、前年比0.10ポイントを削減しました。

なお、当社には配電部門がありません。

蓄熱式ヒートポンプ（本店ビル屋上）

● 本店ビルの省エネルギー

本店ビルではEMSに基づき冷房排熱の活用、コンピュー

タ室の排熱回収とあわせ、蓄熱式ヒートポンプの設置による

電力負荷平準化、照明の不要時消灯の徹底などによる省

エネルギー対策を講じています。

1999年度の本店ビルにおける照明器具のインバータ化

工事の実施により2000年度は1997～1999年の3カ年平

均と比較して約23.7万kWh（約11％）の省エネルギー効

果が得られました。さらに2002年度の使用量は185.4万

kWhとなり、省エネルギーに努めた結果、前年度比2.3％

の削減となりました。

省エネルギーの推進
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気候変動枠組条約における温室効果ガスは、CO2以

外に5種類が対象です。電気事業から排出するこれらの

温室効果ガスが温暖化に及ぼす影響は、CO2による影響

の1/300（注）程度です。

このうちSF6は、密閉状態で使用されるため、使用時は

排出されませんが、機器点検時撤去時等に一部が排出

される可能性があります。当社では、回収・再利用すること

で、回収率95％以上を目標に確実な排出抑制を図ってお

り、2002年度におけるSF6の回収率は99％となりました。

CO2以外の温室効果ガスの排出抑制

当社は、主として電力の供給面からの対策を推進する

だけでなく、需要面からの省エネルギーの重要性も強く認

識し、わが国初のエネルギーサービス事業会社（ESCO）

である㈱ファーストエスコ（1997年5月設立）に出資してい

ます。

また、省エネルギー機器の販売や省エネルギー関連コ

ンサルティングについてもグループ会社とともに取り組んで

います（P.70参照）。

● 省エネルギー事業の推進

上部成層圏（地上約20～40km）に存在するオゾ

ン層は、有害紫外線を吸収することにより、生命を保

護する大切な役割を果たしています。特定フロン・ハ

ロンは、このオゾン層を破壊し、人の健康や生態系に

重大な影響をもたらすおそれがあるため、国際的に

生産量および消費量の削減が義務付けられています。

当社は、ユーザーであるため直接の規制は受けま

せんが、保有量・消費量の把握を定期的に行い、そ

の管理に努めています。

●オゾン層保護

対象ガス

六フッ化硫黄
（SF６） 

ハイドロフルオロカーボン
（HFC）

パーフルオロカーボン
（PFC）

メタン
（CH４）

亜酸化窒素
（N２O）

排出抑制対策

ガス絶縁機器の絶縁体として使用。機器点

検時および機器廃棄時に確実に回収・再利

用することで、排出抑制を図る。

空調機器の冷媒等に使用。規制対象フロン

からの代替が進むと予想されるが、機器の

設置・修理時の漏洩防止・回収・再利用に

協力し、排出抑制に努めている。

石炭火力発電所の熱効率の向上等により、

極力排出を抑制。

石炭火力発電所の排ガス中のCH4濃度は

大気環境濃度以下で、実質的な排出はなし。

ＣＯ2以外の温室効果ガスの排出抑制対策

特定フロン

特定フロン・ハロン保有・消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

保有量
消費量

１.６
０.０

４.４
０.０

９.４
０.１

１５.４
０.１

１.１
０.０

ハロン

その他フロン等

　　　計

代替フロン（HFC）

冷媒用

消火器

冷媒用

冷媒用

２００２年度末
（ｔ）

用　途分　類

当社は未保有。

出典：（財）省エネルギーセンター「ギ ESCO事業のススメ」

ESCOの配当

顧客の利益

初期投資

金　利

光
熱
費
支
出

返
済
分

保
　
証

光
熱
費
支
出

光
熱
費
支
出

顧客の

利益

ESCO事業
実施前

ESCO事業
実施後

契約期間
終了後

（注）「電気事業における環境行動計画」電気事業連合会（2002.9）による

（参考）オゾン層破壊物質は、分子内に塩素または臭素を含む化学的に
安定な物質で、特定フロン、ハロンなどがありますが、これらは、HFC、PFC、
SF6とともに、強力な温室効果ガスでもあります。
オゾン層保護法（特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する
法律）では、モントリオール議定書に基づく規制対象物質を「特定物質」

として、規制スケジュールに即し生産量および消費量の段階的削減を行
っています。
この結果、ハロンは1993年末、特定フロン等は1995年末をもって生産
等が全廃されています。その他のオゾン層破壊物質についても、順次生
産が全廃されることとなっています。
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● JI、CDMプロジェクトの発掘と参画

● CDM事業の手続き

　京都メカニズムの活用に向けた取り組み

当社は2002年度、タイ国ヤラ県において計画中のバイ

オマス発電事業を当社初のCDM事業とするため京都議

定書とマラケシュ合意に基づく手続きに着手しました。こ

の事業はゴムを原木とする製材工場から廃棄される屑材

を燃料とするバイオマス発電計画（23MW）で、タイ電力

公社に電気を供給します。このプロジェクトによってタイ電

力公社の火力発電所の燃料消費抑制だけでなく、年間

約6万tのCO2削減が可能です。

CDM事業の登録手続きは右図の通りです。本プロジ

ェクトについてはプロジェクト設計書を作成し、第三者認

証機関審査を受けた後、日本・タイ政府に対してCDM事

業承認申請を行いました。なお本年5月、日本政府から事

業承認を取得しています。

プロジェクト設計書の作成

有効化事前審査

CDM事業承認

有効化審査報告書

CDM事業の登録

J-POWER :

第三者認証機関 :

タイバイオマス発電計画の
CDM事業登録までの手続きフロー

日本・タイ両国 :

指定運営機関 :

CDM理事会 :

｝
2002
年
度
進
捗
範
囲

京都メカニズムは京都議定書の目標達成にあたり経

済効率向上のため導入されました。目標達成コストが世

界で最も高いとされている日本はこれによって大きなメリッ

トを受けることになります。そこで当社は、1997年COP3で

の京都議定書策定直後から、温室効果ガス排出抑制の

国内対策を進める一方、共同実施（JI）やクリーン開発メ

カニズム（CDM）の対象となるプロジェクト調査を実施して

きました。

そして昨年6月、日本政府が京都議定書を受諾したこと、

またこれに先立つ3月、地球温暖化対策推進大綱を改定

し、事業者による京都メカニズム活用を「エネルギー起源

の二酸化炭素排出抑制をより確実なものとするための有

効な対策である」との位置付けを受け、従来の調査中心

からJIやCDM事業の実施および排出権取引の実施に向

け活動の軸足を移しました。

当社はまた、潜在的CDMプロジェクトを発掘し、プロジ

ェクトディベロッパーと共同でプロジェクトをCDM事業とす

る取り組みも進めています。昨年度はガテマラ国およびブ

ラジル国の小水力発電計画についてプロジェクト設計書

を作成し、第三者認証機関審査を受けるための準備を

行いました。

また、CDMプロジェクトの発掘を目的として、アラブ首長

国連邦およびエジプト国の省エネルギー事業、中国の炭

坑メタンガス有効利用事業などの可能性調査を実施しま

した。

京都メカニズムの意義と当社の活用方針

JI、CDMプロジェクトの発掘・培養・実施

タイのゴム木製材所からの廃材発生状況

JIやCDM事業については、温室効果ガスの排出削減

につながるプロジェクトの発掘･培養を進めるだけでなく、

CDM事業としての登録手続きをあわせて実施しています。

また、他社が手がけるプロジェクトを共同でCDM事業とす

る取り組みも進めています。
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２００２年度 CDM化着手および調査実績
①タイ国バイオマス発電計画
②ガテマラ国小水力発電計画
③ブラジル国小水力発電計画
④アラブ首長国連邦アブダビ発電所周辺
地域冷房計画
⑤エジプト国民生用施設ESCO事業
⑥中国炭坑メタン有効利用計画④ ②

③

⑤⑤⑤⑤⑤ ⑥

①

排出量取引の活用に向けた準備
当社は2002年度、排出量取引実施に向け、国際排出

権取引協会（IETA）および排出権マーケティング協会

（EMA）に加入し、世界の排出権取引市場の主要参加

者との間で情報交換を行っています。

植林は大気中のCO2を吸収・固定するための効果的

な方策です。当社は豪州およびエクアドル国において合

弁会社を設立し、それぞれ最終植林面積1万ha規模の

植林事業を行っています。植林木は、将来製紙原料等と

して活用されるため、現在製紙用に伐採されている天然

林の保護も図られます。

これらのプロジェクトにおける2002年度の植林面積は

合計2,200haで、既に実施済みの植林部分とあわせた

2002年度のCO2固定量は約16万t-CO2と算定されます。

京都メカニズムとしての取り扱いは確定していない部分

がありますが、当社は植林プロジェクトについてもJI・CDM

化を図るため情報収集を続けています。

海外植林事業の推進

CO2の吸収・固定に向けた研究開発
当社は豪州クイーンズランド州のエンシャム炭鉱跡地で、

短期間にCO2固定能力の高い森林を造成するための技

術実証試験を日豪共同で実施しています。2002年度は、

採掘跡地28haに植えられたユーカリ約13,000本の生育

状況等について現地調査を4回実施しました。また、CO2

地中貯蔵に関して、モニタリング観測点を最適に配置す

るための研究も実施しています。本研究は、地中貯留時

のCO2の挙動を、流体流動シミュレーション等により予測し

モニタリングの最適化を図るもので、2002年度より3カ年計

画で開始しました。

豪州における植林風景 豪州における植林風景

CO2の吸収･固定、回収の取り組み

国　名 合弁会社名（構成社名） 開始年度 ２００２年度植林面積（累計） 最終目標面積

豪州

エクアドル

BPFL（注1）社（王子製紙㈱、伊藤忠商事㈱、㈱講談社、EPDC海外炭㈱、当社）

Eucalyptus Pacifico 社（WALTS INTERNATIONAL 社、三菱製紙㈱、
　　　　　　　　　　　　住友商事㈱、㈱電発環境緑化センター、当社）

（注１）Brisbane Plantation Forest Company of Australia Pty., Ltd.

１９９８年 

２００１年

約１,０００ha（５,０００ha）

約１,２００ha（１,７００ha）

約１０,０００ha

約１０,０００ha



環境関連協定の内容については、地点・地域の特性

などによる相違があるものの、主に次のような内容で構成

され定量的に約束しています。

・大気汚染の防止対策　  ・水質汚濁の防止対策

・騒音・振動の防止対策  ・悪臭の防止対策

・廃棄物の処理対策　　  ・自然保護対策　

・事故時の措置
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 当社の火力発電所における環境関連協定

 環境保全協定値超過の状況

 県条例基準値超過の状況

3．環境保全への取り組み

　　　名　称

環境保全協定書

公害防止協定書

環境保全に関する協定書

環境保全協定

環境保全協定書

環境保全協定書

環境保全協定書

対象発電所

磯子火力発電所

高砂火力発電所

竹原火力発電所

松島火力発電所

松浦火力発電所

石川石炭火力発電所

橘湾火力発電所

　　　　　締結先

横浜市

兵庫県、高砂市

広島県、竹原市

長崎県、大瀬戸町

長崎県、松浦市、佐賀県、伊万里市

沖縄県、石川市

徳島県、阿南市

環境保全協定値超過が2件、県条例基準値超過が1

件発生しましたが、法令または条例の環境規制条項の

違反を理由として、2002年度中に訴訟を受けたり、罰則・

罰金の適用を受けた事例はありません。

　法令遵守

法令の名称

環境影響評価法、
電気事業法

大気汚染防止法

水質汚濁防止法

騒音規制法

振動規制法

悪臭防止法

工場立地法

工業用水法

自然公園法

河川法

特定化学物質の環境への
排出量の把握及び管理の
改善の促進に関する法律
（PRTR法）

廃棄物の処理および清掃
に関する法律

特定工場における公害防止
組織の整備に関する法律

発電所の建設に伴う周辺地域への環境影響の予測、
評価の実施

発電所の運転に伴うSOx、NOx、ばいじんなどの
排出管理

発電所で発生する排水の公共水域への排水管理

発電所・変電所の運転や設備建設工事に伴う騒音
の発生防止

発電所・変電所の運転や設備建設工事に伴う振動
の発生防止

発電所・変電所の運転に伴う悪臭の発生防止

発電所などの敷地の緑化

発電用水として使用するための地下水のくみ上げ

自然公園内での発電所、変電所、送電設備、通信
設備の建設

河川からの発電用水の取水、河川区域内への発電
用施設の設置

発電所などで使用する化学物質の環境中への排
出管理

事業活動に伴って発生する廃棄物の適正な管理

発電所における公害防止管理者などの選任

関係する主な事業内容

上記に加え、水力発電所や送電線建設等で地元自治

体と締結する協定等でも、環境関連項目・内容が定めら

れています。

①　7月9日、磯子火力発電所（神奈川県横浜市）新1号

機において、冷却水の取放水温度差が7．1℃となり、環

境保全協定値（7℃以下）を超過しました。これは復水

器の入口フィルターに貝類が流入して詰ったことが原

因で、対策として循環水系統の運用方法を改善するこ

とにより再発防止を図っています。

②　10月5日、竹原火力発電所（広島県竹原市）1号機

において、冷却水の取放水温度差が7．2℃となり、環境

保全協定値（7℃以下）を超過しました。これは貝類の

付着により循環水ポンプが正常に起動しなかったこと

が原因で、対策として循環水系統の運用方法を改善

することにより再発防止を図っています。

9月19日、磯子火力発電所の石炭灰最終処分場（神

奈川県茅ヶ崎市）の河川への放流水中のマンガン濃度

が1．1mg／lとなり、神奈川県生活環境の保全等に関する

条例に定める基準値（1mg／1以下）を超過し、直ちに放

流を中止するとともに原因調査を開始しました。

現在も引続き原因調査中ですが、応急措置として排水

処理設備を設置し、2003年5月から排水中のマンガンの

処理を開始、水質に問題ないことを確認したのち放流を

再開しています。

なお、原因究明でき次第、所要の対策を講じることとし

ています。

 主な環境関連法令

 環境関連協定における締結内容



発電所などの新設、増設の際は、環境アセスメント（環

境影響評価）を実施します。周辺の自然環境（大気、水、

土壌、生態系など）や社会環境（産業、土地利用、交通の

状況など）の現況を調査し、発電所立地が周辺の環境に

及ぼす影響を事前に予測・評価し、その結果を公表して

地域の方々の意見を聞き、適切な処置を講じています。

2002年度においては、福島県環境影響評価条例に基

づき「会津布引高原風力発電所設置事業（出力最大 

60,000 kW）」についての環境影響評価準備書を作成、

公告・縦覧等を行い、知事意見書を受領しました。2003

年6月には、環境影響評価書を提出しました。

また、こうした環境アセスメント制度においては、発電所

運転開始後も一定期間環境モニタリングを継続すること

となっており、これにしたがって必要な調査を継続し環境

への影響が当初予測評価の範囲内であることを確認し

ています（「環境影響評価法の概要」P.77参照）。
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発電所運転開始後の環境モニタリング（海域）

発電所運転開始後の環境モニタリング（陸域） テレメータ表示装置（徳島県保健環境センター）

橘湾火力発電所近傍大気観測局（徳島県阿南市）

　環境アセスメントとモニタリング

No.

１

２

３

４

５

６

７

８

９

県　名

福　島

静　岡

新　潟

長　野

福　島

岐　阜

北海道

北海道

静　岡

プロジェクト名

下　郷

佐久間第２

破間川

早木戸

只　見

徳　山

熊　牛

札　内

秋葉第３

No.

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

県　名

沖　縄

福　島

岩　手

新　潟

福　島

長　崎

広　島

長　崎

沖　縄

プロジェクト名

海水揚水実証試験

黒　谷

胆沢第１

奥清津第２

奥只見･大鳥増設

松島１･２号

竹原３号

松浦１･２号

石川１･２号

No.

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

県　名

広　島

徳　島

神奈川

青　森

岡　山

群　馬

静　岡

青　森

福　島

プロジェクト名

竹原２号燃料転換

橘湾１･２号

新磯子１･２号

大　間

本四連系線

只幹Ⅲ期

佐久間東幹線

大間幹線

布引高原

時　期 時　期 時　期

当社の環境アセスメントの実績
時期：修正環境影響調査書提出
　　　環境影響評価書提出

１９８９.１１

１９８９.２

１９９１.６

１９９２.５

１９９５.９

１９７６.１

１９７８.１０

１９８１.４

１９８２.１２

１９９１.２

１９９４.１

１９９６.８

１９９９.９

１９８３.５

１９９５.４

１９９５.１１

２０００.６

２００３.６

水力 火力 原子力 送電線 風力

１９７４.２

１９７８.１

１９７８.３

１９８１.８

１９８２.１

１９８３.１

１９８３.５

１９８６.８

１９８７.８



石炭火力発電所では石炭燃焼に伴い、硫黄酸化物

や窒素酸化物、ばいじんが発生します。これらを除去する

ために燃焼方法を改善したり、排煙脱硫装置や排煙脱

硝装置、電気集じん器などの排ガス浄化装置を設置して

います。これらは設置された年代などにより性能は異なりま

すが、その時点での最新技術を導入しており高い効率で

除去しています。

装置の運転は、排煙の状況を連続監視できる測定計

器を設置するなどの自動制御で、また、運転員が24時間

監視し、異常時にも迅速に対応できるようにしています。

2002年度の排出量のうち、窒素酸化物に関して前年

度よりも増加しました。これは発電所の稼働率が向上し

発電量が前年度を上回ったためです。しかし、発電した

電気当たりの排出量（排出原単位）では、最新の環境設

備を導入したことなどによって、前年度を下回りました。

当社の石炭火力発電所の排出原単位は、欧米主要

国に比べ極めて低い水準にあります。
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大気汚染防止

SOx排出原単位の推移と比較 NOx排出原単位の推移と比較

２００２年度実績

SOx

NOx

ばいじん

６５～９９％

６７～８７％

９９％
（設計値）

９.５千t

２５.２千t

０.９千t

０.２０ｇ/kWh

０.５２ｇ/kWh

０.０２ｇ/kWh

（年度）

（注）6カ国平均はOECD ENVIRONMENTAL DATA COMPENDIUM 1999 および ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES 1994-1995、1996-97より試算（対象：火力発電所）

（注）文中・図表の原単位の分母は、石炭火力発電所発電電力量

0.34 0.33 0.22 0.24 0.23 0.20

4.4

1995 1998 1999 2000 2001 2002

0.85 0.77 0.67 0.53 0.53 0.52

1998 1999 2000 2001 2002（年度）1995

電源

直流高電圧

放電電極

触媒

石灰石と
水の混合液

石灰石
スラリー

ポンプ

ポンプ

排ガス

排ガス

空気

捕集された
ばいじん

集じん電極

排ガス

電気集じん器のしくみ
●高圧の電気を流した2つの電極の間に、排
ガスを通すと、ばいじんは○の電気を帯びて
○側の電極に引き寄せられます。電極に付
着し堆積したばいじんを、周期的な槌打に
よって集じん器の下部に落とし取り除きます。
この原理は、下敷きなどを摩擦すると静電
気を帯び、紙やゴミが付着するのと同じ原
理です。

排煙脱硝装置のしくみ
●窒素酸化物を含んだ排ガスにアンモニアを
加え、金属系の触媒（化学反応を起こさせ
る物質）の中に通します。
●排ガスの中の窒素酸化物は、触媒の働き
で化学反応を起こし、窒素と水に分解します。

湿式排煙脱硫装置のしくみ
●石灰石を粉状にして、水との混合液（石灰
石スラリー）をつくり、これを排ガスに噴射す
ると、排ガス中の硫黄酸化物と石灰が反応
して石膏になります。

（乾式排煙脱硫装置についてはP.45参照）

NH3（アンモニア）

NOX

NOX

H2O

NH3

N2

石膏製造造装置へ造

＋－

－

　環境負荷の排出抑制

排出原単位
（g/kWh） 排出原単位

（g/kWh）

0

1

2

3

4
6
カ
国
平
均（
米
、英
、仏
、独
、伊
、加
）

0

1

2
2.0

6
カ
国
平
均（
米
、英
、仏
、独
、伊
、加
）

種類 装置（除去）の効率 排出量 原単位
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Ⅱ
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環
境
活
動
状
況

全ての石炭火力発電所に排水処理装置を設置し、排

煙脱硫装置から排出される水や事務所排水などを適切

に処理しています。

排水には金属類や有機物などが含まれていますが、構

内の総合排水処理装置において凝集・沈澱・ろ過等によ

り除去されます。

処理された水については、自動測定装置による常時監

視および定期的な分析により適正に監視され、水質汚濁

防止法や環境保全協定等による規制値を十分に下回っ

ていることを確認しています。

石炭火力発電所では、ボイラー、タービン、送風ファンな

どの騒音・振動を発生させる設備について、低騒音・低振

動型の機器を採用したり、建屋内への収納により、その発

生防止に努めています。

また、石炭火力・水力発電所等での屋外設備についても、

低騒音・低振動型の機器を採用するとともに、必要に応じ

て防音カバー・防音壁などを設置しています。

騒音や振動の大きさは、発電所の敷地境界で定期的

に測定し、基準値以下であることを確認しています。

 緑化対策
周辺地域と調和するよう、石炭火力発電所には常緑

樹を中心として樹木や芝、季節の花々が植えられ、敷地

の20％以上が緑化され野鳥や昆虫、小動物の生息地と

なっています。

 騒音･振動防止

石炭火力発電所の環境保全対策

大気汚染防止
●ばいじんの除去
●硫黄酸化物の除去
●窒素酸化物の除去

電気集じん器
排煙脱硫装置
排煙脱硝装置

ボイラー

発電機

タービン

復水器

総合排水処理装置

騒音・振動防止
●騒音発生源の建屋内への収納
●低騒音・低振動型機器の採用

変
圧
器

廃棄物の有効利用
●石炭灰の有効利用
●石こうの有効利用

水質汚濁防止

石こう

煙突

石炭灰

排水監視

排煙監視

騒音・振動監視
臭気監視
粉じん監視

水温監視

石炭火力発電所の排煙脱硝装置等ではアンモニアを

使用しますが、周辺に影響を与えないよう、アンモニア使

用装置の定期点検や性能試験、日常巡視点検など、万

全の対策を講じています。また、受入貯蔵等についても漏

洩防止に十分留意しています。

悪臭の強さは、発電所の敷地境界で定期的に測定し

ており、基準値以下であることを確認しています。

 温排水対策
石炭火力発電所では、発電に使用した蒸気の冷却用

に海水を取水し、温排水として放流しています。温排水

は周辺海域の海生生物等に影響を与えないよう、立地条

件にあった取水・放水方式を採用して、適切に管理して

います。

温排水の温度は24時間常時監視し、協定で定める基

準値を遵守するよう努めています。

 粉じん対策
石炭火力発電所では、揚炭・運炭・貯炭など石炭を取

り扱う時に粉じんが飛散しないよう密閉式のコンベアや屋

内貯炭場を設置したり、地形や気象条件などの状況に応

じて、遮風・散水などの対策を行っています。

水質汚濁防止 悪臭防止
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調査結果の事例

● 土壌汚染の実態調査

当社は1999年に施行された環境影響評価法（それ以

前は1977年の通商産業省（現経済産業省）の環境アセ

スメント制度）や地元自治体の指導要綱などに基づき、従

前より発電所等の建設に先立って環境アセスメントを実

施しており、その中で建設用地内等の土壌汚染実態調

査を実施し汚染のないことを事前に確認しています（「環

境アセスメントとモニタリング」P.32参照）。

土壌汚染防止

・地点名　：橘湾火力発電所（徳島県阿南市）

・調査時期：1992年1月

・調査場所：発電所の建設予定地内の3地点

・調査項目：水銀、カドミウム、鉛、PCB等、「土壌の汚染に係る環境基準」に定める有害物質

・調査結果：いずれの項目とも「土壌の汚染に係る環境基準」を下回っており問題のないことを確認しています。

● 土壌汚染の予防

発電所の建設に際しては、重油や薬品類のタンクおよ

び配管等の周辺に防液堤を設置したり、分離して構内の

排水処理装置で処理する設計とするなど、万一漏洩が

あっても海域や周辺地域に流出しないよう、消防法等、各

種法令に則った設備設計を行っています。

一方、発電所の運用に関しては使用する薬品類や有

害化学物質の環境への漏れがないよう、EMSにより取り

扱い方法や緊急時対応などを定めて厳重に管理し、また

必要に応じて所員を対象とした教育訓練を実施するなど

の対策により土壌・地下水の汚染発生を防止しています。

また、PCB廃棄物保管にあたっては、PCB使用機器

や保管容器から漏洩がないよう厳重に管理するとともに、

万一漏洩があっても土壌に浸透する恐れがないようコン

クリート壁・床で遮水された屋内施設で保管しています。

● 周辺土壌や地下水の監視

橘湾火力発電所では地元自治体との環境保全協定

に基づき、排ガスの影響を調査するために発電所周辺土

壌中の有害物質の測定を継続的に行っています。

また、石川石炭火力発電所（沖縄県）などでは敷地内

の産業廃棄物処分場（石炭灰処分場）において、法令に

基づき周辺で定期的に地下水の水質を測定しています。

● 法との関係

土壌汚染による健康影響の懸念や対策の確立への

社会的要請が強まっている状態を踏まえ、2003年2月に「土

壌汚染対策法」が施行されました。

同法では土壌汚染の状況を把握するため、汚染の可

能性のある土地について一定の機会を捉えて調査を行い、

対象となる土地として、使用廃止された有害物質使用特

定施設にかかわる工場等の敷地が規定されています。

当社においては現時点で法の対象となる事業場（土地）

はありません。

土壌汚染調査状況



PRTR制度とは「化学物質の環境への排出量と廃棄

物に含まれた形で移動する化学物質の量を登録して公

表する仕組み」のことで1999年に法が制定され、2001年

度から対象化学物質の把握が開始されました。

当社は塗装や火力発電所の給水処理などに化学物

質を使用していますが、従来から購入量・使用量などを把

握・記録するなど適正な管理を行ってきました。

2002年度の実績は以下の通りです。

これら化学物質については、極力使用量の削減に向

けて取り組むとともに、使用に際しても決められた手順を

遵守するなど適正管理に努めています。また、ダイオキシ

ン類についても設備の適正管理等により排出抑制に努め

ています。
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PRTR（環境汚染物質排出移動登録）法

当社では、流木処理等のためにダイオキシン類対策特

別措置法で規定された特定施設に該当する焼却炉を6

カ所保有しています。これらの特定施設では、流木等の

事前分別処理を行うとともに燃焼温度管理等の適切な

維持管理を行っています。

法では排ガス中のダイオキシン濃度等の年１回以上の

測定、自治体への報告を規定していますが、2002年度は、

全ての焼却炉で、排出基準以下でした。

また、ダイオキシン類の排出を抑制するには、廃棄物の

有効利用を促進し、廃棄物発生量を低減させることも重

要です。

PCBは耐熱性、絶縁性にすぐれているため、絶縁油と

して変圧器などの電気機器に広く使用されてきましたが、

有害性が問題となり、1974年に製造・輸入が禁止されると

ともに、保有者は厳重に保管・管理することが義務付けら

れました。当社では、PCBを含む電気機器について保管

倉庫などを設置して厳重に保管・管理しています。

2002年6月時点での絶縁油保管量は約182klであり、

保管場所は次の通りです。

また、2001年7月にはPCB特別措置法が施行され、事

業者にPCB廃棄物の適正な処理が義務付けられました。

　

当社は、PCBを確実かつ適正に処理するための基本

方針の検討を進めていましたが、

○負の遺産であるPCBの処理を早期に実施し、環境リ

スクの回避を図る。

○当社保有のPCB処理は国の広域処理計画に基づ

き行うこと。

の基本方針を2003年3月に決定しました。

Ⅱ
・ 

環
境
活
動
状
況

   ４０：エチルベンゼン    ２.３１ｔ／ｙ   ２,４００kg／ｙ   ０.０kg/y
   ６３：キシレン   １４.４０ｔ／ｙ １４,１００kg／ｙ   ０.０kg/y
 １７７：スチレン    １.１６ｔ／ｙ   １,２００kg／ｙ   ０.０kg/y
 ２２７：トルエン    １.３０ｔ／ｙ   １,３００kg／ｙ   ０.０kg/y
 ２５３：ヒドラジン    ２.５０ｔ／ｙ            ０．０kg／ｙ   ０.０kg/y
 １７９：ダイオキシン類  　－       １１mg-TEQ/ｙ １２mg-TEQ/ｙ

PRTR排出量・移動量の集計結果（２００２年度）

・特定化学物質を年間1ｔ以上取り扱う事業所を対象に集計しました。
・ダイオキシン類は廃棄物焼却炉からの排出量を集計しました。
・数値は法に則り、各事業所ごとに届け出た値の合計です。

物質名 用　途 取扱量 環境への排出量 廃棄物としての移動量

　有害化学物質の管理

東日本支店　　田子倉電力所（福島県）

東日本支店　　小出電力所（新潟県）

中部支店　　　佐久間電力所（静岡県）

西日本支店　　高知電力所（高知県）

橘湾火力発電所（徳島県）

松島火力発電所（長崎県）（注）

（注）松島火力発電所においては、２００２年１１月に

焼却炉を廃止しました。

ダイオキシン類対策 PCBの管理

火力発電用のボイラー水の水質調整用

機器や装置などの塗装用の
塗料の薄め液

廃棄物の焼却

｝

石炭火力発電所

水力発電所（含変電所）

その他

３

３５

２

保管場所 地点数

焼却炉保有事業所
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● 奥只見・大鳥増設工事　－イヌワシ

● 佐久間東幹線一部建替工事　－クマガイソウ

● 沖縄海水揚水発電実証試験　－環境創生地

巣立ちから３０日目の幼鳥

クマガイソウ

環境創生地

　自然環境の保全

生物の多様性確保などの面で、希少動植物との共生に向け、綿密な調査・計画と建設･運用に取り組んでいます。

希少動植物との共生

1999年7月以来鋭意工事を進めてきた奥只見･大鳥

増設発電所が2003年6月に運転を開始しました。

日本一の貯水量を誇る奥只見ダムとその下流にある

大鳥ダムを利用して、新たな水路と発電所を地下につく

ることにより、あわせて約29万kWの出力アップを図ったも

のです。

環境保全対策を確実に実行するため、ISO14001認証

を建設現場として日本で初めて取得し、その取り組みをホ

ームページおよび環境報告書で公表してきました。また、所

員および工事関係者の環境保全への取り組み意識と環

境管理レベルの向上、継続的な環境負荷の抑制に努めま

した。

具体的には以下のような環境上の配慮を徹底しました。
・ 改変面積の最小化、既設ダムの利用
・ 騒音、振動の最小化、照明、色彩の配慮
・ 建設副産物の有効利用、廃棄物適正処理の徹底
・ 河川等の水質保全

イヌワシの営巣期（11月～翌年6月）には、営巣地から

1.2kmの範囲内での地上部の工事を休止するなどのイヌ

ワシ保護対策を実施しました。当社は猛禽類等に詳しい方々

で構成される委員会を設置し、希少鳥類調査、および保

護に関する指導・助言を踏まえモニタリングを行うとともに

各種の保護対策を実施しました。このほか、湿地環境の

復元など、自然との共生に向けた種々の取り組みを実施

しました。

現地事前調査で、工事区域に「クマガイソウ」（環境省

の植物版レッドリストで絶滅危惧Ⅱ類）の生息が確認され

たため、2002年秋に工事区域外に移植を行いました。移

植後の経過は順調です。

環境報告書

沖縄県国頭村で実施している海水揚水発電実証試

験（経済産業省より受託）は、世界初の海水を使った揚

水発電です。サイト周辺には沖縄県特有の希少動物が

生息しているため、実証試験プラント建設にあたって

45,000m2の残土処理場に周辺と同様の山なりの地形を

築造するとともに周辺と同様の樹木を約3万本植栽し、環

境創生地として自然状況の復元を図るなど、周辺自然環

境と調和した発電所をめざしました。

環境創生地を含めた上池周辺の植物の生育状況の

モニタリングを継続しており、これまでのところ、自然環境

の復元も順調であることが確認されており、ここでの成果

が今後の環境保全対策に資するものと期待されています。



水力発電所では、自然と調和した発電所づくりを進めるとともに、河川環境との調和に努めています。
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● 河川維持流量の放流

● ダムの水質管理

ダム湖には、ダム上流域より毎年大量の土砂が流れ込

み堆積します。このため貯水容量の確保などの目的から、

浚渫・湖外搬出、湖内移動等の堆砂対策を実施しており、

2002年度においては、10カ所のダムで約35万m3の堆積

土砂を排除し、その内約6割は骨材や埋立て工事等へ

再利用するなどの有効利用を図っています。

● ダム堆積土砂の処理

当社は、森林の持つ多面性を重視して、自社保有林の

一部を水源林に位置付け保全に努めることを決定し、

2002年12月に「水源林保全暫定指針」を制定し、2003

年度より試験施工等を開始します。

● 森林の保全に向けた取り組み

秋葉ダム堆積土砂の処理作業（静岡県）

池原ダム表面取水設備（奈良県）

大規模貯水池は、台風や集中豪雨時など、上流に土

砂崩れ等が発生した場合、大量の泥土を含んだ河川水

が流入して貯水池内に留まることにより、発電放流による

河川の濁りが長期化することがあります。

そのため、濁水の早期排出を行うほか、濁水が長期化

するおそれのあるダムにおいては、表層の比較的濁度の

低い水を取水できる「表面取水設備」を設置しています。

なお、当社の主要な貯水池・調整池においては定期的

な水質調査により、水質の監視に努めています。

・設置済のダム（池原、風屋、魚梁瀬の各ダム）

・設置予定のダム（坂本ダム：2003年度工事開始）

二津野ダム維持流量放流（奈良県）

水力発電所における河川環境との調和

水力発電所のダム下流においては、ダムから発電所放

水口までの河川流量が減少するため、国土交通省はじ

め関係機関と協議のうえ、その影響緩和のため河川維

持流量の放流を実施しています。

このような取り組みは2003年度末までに29発電所、区

間延長524kmで実施しています。

また、奥只見ダムでは、新たに河川維持流量を放流し、

河川環境との調和を図るとともに、放水設備に発電機を設

置（出力2,700kW）し、水資源を有効に利用しています。
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500

1,000

1,500

2,000

海外研修生受け入れ実績

ヨーロッパ 中南米 中近東・アフリカ アジア・オセアニア

1997

1,775 1,827
1,892 1,908

1998 1999 2000 2001 2002（年度）

（人）（累計）

海外研修生実習状況

● 歴史と実績

海外コンサルタント事業実績

●中国

● ルモンゴル

● 韓民国大韓民民国民国

●フィンランドフィン
●スウェーデンスウェーデン

●ドイツドイツ ●ポーランド
●チェコ
●オーストリア
●ブルガリア

●トルコトルコ
●グルジグルジア

● ワナボツワナ

● ニジアチュニジア

中近東
アフリカ
１３カ国

ヨーロッパ
１３カ国

●エチオピアエチオ

●タンザニアタン

●マラウィマ ウィ

●モーリシャス

●
オマーンオマーン

●●

スリランカ

●イラク

インドド●

ネパール●
ミャンマー● ホンジュラス

●
エルサルバドル●

コスタリカ●
パナマ●●
コロンビビア●

エクアドルル●

ボリビアア●

●カザフスタン
●

ウズベキスタン

ジャマイカジャ
●●

●ブータン
ラオス
●

カンボジアカンボジア● ●●ヴェトナムトナ
● イタイ

ヴ
●●
マレーシアマレーシアマ

●●
インドネシアインド シア

●●●フィリピンフ
ナム ●ハワイ

● ラジルブラ●ペルー

●アルゼンチンアル
●チリ
●パラグアイ

北米
1カ国
1件

アジア・オセアニア
１９カ国

中南米
１３カ国

件数（継続）
件数（終了）

５９カ国　２１２件

１件

件

1,961 1,980

当社の海外技術協力事業は、わが国ODAの始まりで

ある1960年代初頭での「電源開発促進法」改正がその

端緒でした。この法改正は、当時国内で佐久間・田子倉

など大規模ダム建設で得られた当社の先進的な技術力

を組織的かつ有効に活用するとともに、発展途上国に対

する技術、経済協力の推進をめざす国の政策に、国策会

社である当社が協力することを目的とするものでした。

以来40年余り、国内で培った技術と経験を活かし、海

外コンサルタント事業を基軸として、相手国機関への政府

専門家の派遣、発展途上国からの研修生受け入れなど

数多くの海外技術協力事業を展開し、高い評価と信頼を

獲得してきました。

海外コンサルタント事業の実績は、2002年度末現在で

59カ国、累計212プロジェクトに達しています。

● 最近の主な海外プロジェクト

石炭火力における環境保全対策技術の海外移転とし

ては、EU諸国のSOx、NOx低減技術、酸性雨に悩む東

欧諸国への最適なSOx低減対策提案、さらに中国にお

ける高硫黄炭脱硫技術実施試験（通商産業省より受託）

などを実施してきました。

また、京都メカニズムのうち、JIの一環として、ロシアにお

ける既設火力発電所の熱効率修復プロジェクトなどにも

取り組んでいます。

マレーシア国プライガス火力発電所
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 　　プロジェクト名 　国　名 実施期間   　　　　実施概要

プライ火力発電計画 マレーシア ２０００.１０～２００４.０２ 発電所建設の詳細設計および施工管理

ウランバートル第４火力発電所改修計画 モンゴル ２００１.１１～２００６.１０ 発電所改修の施工管理

プルリア揚水発電計画 インド １９９５.１２～２００７.０７ ダム・揚水発電所建設の詳細設計および施工管理

ユンカン水力発電計画 ペルー １９９８.０５～２００４.０２ ダム・発電所等建設の詳細設計および施工管理

元水水力発電計画 中国 １９９９.０５～２００３.０４ 発電所建設の施工管理

ビリビリ水力発電計画 インドネシア ２０００.０１～２００５.０４ 発電所建設の詳細設計および施工管理

ダイニン水力発電計画 ヴェトナム ２００１.０５～２００７.０７ ダム・発電所建設の施工管理

紫坪鋪多目的ダム建設計画 中国 ２００１.１１～２００６.１２ ダム建設の施工管理

水力最適電源化計画 スリランカ ２００２.０３～２００４.０２ 国内水系のマスタープラン作成およびフィジビリティ調査実施

ピリス水力発電計画 コスタリカ ２００３.０３～２００９.０２ ダム・発電所建設の詳細設計および施工管理

アンドラブラデシュ州配電網整備計画 インド ２００２.１１～２００４.０３ 配電網整備のマスタープラン作成

電力技術基準他整備計画 カンボジア ２００２.１０～２００４.０１ 電力技術基準等整備に関する知的支援

太陽光発電地方電化計画 ボツワナ ２０００.０８～２００３.０３ 地方電化計画のフィジビリティ調査

最近の主な海外プロジェクト

中国天石ボタ焚き火力発電所

タイ国バンコック事務所のメンバー

1990年代以降、世界的な電気事業の民営化・自由化

の進展に伴い、IPP事業の市場も拡大してきました。

一方民営化をめざす当社がこうした国際事業環境の

大きな変化に対応していくため、1997年7月国際事業部

内にIPP事業室を設置し、着実にさまざまな事業へ資本

参画するとともに、当該地域の環境に配慮し2002年度末

現在で6カ国／地域、9プロジェクト、12地点の海外IPPプ

ロジェクトに携わっています。

特に9プロジェクトのうち4プロジェクトがタイ国で進めら

れており、2002年9月に設置したバンコック事務所におい

ては、投資案件の円滑かつ安定的な事業運営を図るべ

く現地のスタッフとともに仕事をしています。

今後の事業展開と持続可能な発展への貢献
海外コンサルタント事業については、ODAを巡る困難な

状況の中、ODAを用いた電力分野を中心としつつ水道･

灌漑など当社の技術が活用できる分野への進出に取り

組むほか、民間開発プロジェクトなど非ODA分野への事

業展開もめざしていきます。またIPP事業については、より

適切なポートフォリオのもとで大規模な海外投資に取り組み、

当社の第2の柱になるよう育成していきます。

こうした海外技術協力を今後もコンサルティングと投資

事業によってますます推進することが、世界の持続可能な

発展の貢献につながると考えています。

中国

インド

タイ フィリピン

台湾

天石ボタ焚き火力発電所
（出力：50,000kW）

嘉恵ガス火力発電所
（出力：670,000kW）ロイエット籾殻火力発電所

（9,950kW）

ガルフ・エレクトリック　ガスコジェネレーション
（出力：107,000kW、127,000kW、122,000kW）

ラヨンガスコジェネーレション
（出力：116,000kW ）

レイテ地熱発電所
（出力：49,000kW）

ラマグンダム石炭火力発電所
（出力：520,000kW）

タイオイルパワー
ガスコジェネレーション
（出力：115,200kW）
ガス火力発電所
（出力：700,000kW）

海外IPP事業実績

モンテ･セイシオ･カンド風力発電所
（出力：24,420kW）
セラ･ド･カンド風力発電所
（出力：24,420kW）
オテリオ･ド･コト風力発電所
（出力：15,370kW）

海外IPP事業の推進
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4. 循環資源の再生･再利用

石炭灰の有効利用量の推移
石炭灰量（万t） 有効利用率（％）
200

150

100 

50 

0
1997 1998 1999 2000 2001 2002（年度）

埋立処分埋

有効利用量有有

効利用率有有

石炭灰の有効利用の内訳（２００２年度）

　廃棄物の低減

セメント・コンクリート

土木・建築資材

農林水産用資材

自社処分場への搬入

その他

９３.８万ｔ

４.６万ｔ

３.０万ｔ

４６.２万ｔ

３.１万ｔ

有効利用
１０１.４万ｔ

埋立処分
４９.３万ｔ

石炭灰発生量
１５０.７万ｔ

セメント原料・コンクリート混和材
など

外装材・埋戻し材・充填材
など

けい酸加里肥料
など

100 

50

25

0

海域環境創造技術に関する新会社
㈱アッシュクリートを設立

石炭灰を利用した人工湧昇流漁場（イメージ）

61.8

80.8

57%

29.3

72.3

71%

30 5

90.0

75%

48.0

96.3

67%67%

55.1

98.8

49.3

101.4

64% 67%

※2003年4月より出資会社に東京電力㈱・出光興産㈱が加わり5社となりました。

※2002　土木学会「環境賞」

当社が排出する廃棄物のうち、最もその量が多いのは

石炭灰です。石炭灰は石炭火力発電所で石炭を燃焼

するとき、その残さとして発生するものです。

2002年度における石炭灰の発生量は150.7万tであり、

このうち、67％にあたる101.4万tを有効利用しました。

有効利用の分野は、セメント原料やコンクリート混和材

としての再資源化を中心に、土木・建築資材や農林水産

用資材となっています。特に農林水産用資材では、グル

ープ会社が経営する肥料工場でけい酸カリ肥料を生成し、

販売しています。

なお、有効利用できなかった分の大半は、4カ所の自社

処分場（茅ヶ崎市、北九州市、松浦市、石川市）で埋立

処分しています。

アッシュクリート（石炭灰硬化体）を利用した人工海

底山脈などの海域環境創造技術に関する総合エン

ジニアリング活動を行う「株式会社アッシュクリート」を、

2002年7月当社とハザマ㈱、西武建設㈱の3社※で設

立しました。

人工海底山脈は、水深100m前後の海底に十数

メートルのマウンドを構築し、海底に分布する栄養塩

を水深30m前後以浅の光合成が可能な水深まで持

ち上げる流れ（湧昇流）を作り出すことによって、「栄

養塩→植物プランクトン→動物プランクトン→魚類→

栄養塩」の食物連鎖を海底に創造するという、全く新

しい海域環境創造技術です。マウンドには、構築材

料としてアッシュクリートブロックを利用し、石炭灰有効

利用方策の一翼を担うことが期待されています。

石炭灰の有効利用



当社は、水力発電所のダムに流れ込む流木を回収し、

木炭の製造や木酢液の採取に利用したり、チップ化して

建築用材料や肥料として再利用しています。

2002年度は道路法面吹付材などへの需要が多く、前

年度に回収・貯蔵していた流木も加工し、15,000m3を有

効利用しました。
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当社は、石炭火力発電所の湿式排煙脱硫装置の運

転により副産物として発生する石こうを、石こうボードやセ

メントの原料としてその全量を有効利用しています。2002

年度の有効利用量は約33万tとなり、有効利用率は100％

を維持しています。

石こうの有効利用

当社は、電力設備の新設や補修などで発生する建設

副産物について、コンクリート塊、伐採木の再資源化や建

設発生土の構内での活用などを請負業者等と一体となっ

て推進しています。

佐久間東幹線一部建替工事において発生する伐採

木について、

①用材として使用可能な幹は、市場へ搬出

②シガラ杭として使用可能な幹は、土留めシガラ等に

利用

③上記以外の幹・枝葉・根については、チップ化し緑化

材混合、雑草繁茂防止、マルチング

として全量を有効利用しています。

また、生産された緑化混合材を利用し法面緑化工事

を実施しています。

一方、奥只見・大鳥増設建設所（新潟県）は、2002年

度には工事で発生した掘削岩をコンクリート用骨材として

約4.0万t有効利用しました。

また建設汚泥の脱水ケーキについても、リサイクルプラ

ントにより約4,800m3を土壌化資材として有効利用しました。

流木の有効利用

農業・園芸用

水道水脱臭材　「みずすまし」

健康寝具　　　「快康炭クッション」
　　　　　　　「快康炭マット」
　　　　　　　「快康炭まくら」
　
調湿建材　　　「炭シート」
　　　　　　　「床下調湿材」

化粧品　　　　「フレッセ」
　　　　　　　「モクシィ」
　　　　　　　「湖樹の精Ⅱ」

チップ化

炭　化 流木炭 流木炭粒

用　途 商品名

流木木酢液 精製木酢液

堆肥材料

茸床材

建築資材用材料

燃　料 土壌改良材

流　木

「幹等のチップ化および法面緑化工事」佐久間東幹線建替工事所（静岡県）

流木の有効利用

建設副産物の有効利用



当社では、衛生紙やコピー紙の再生紙使用、パソコン、

複写機などのOA機器の省エネルギータイプ採用をはじめ

とするグリーン物品の購入に取り組んでいます。2001年度

にはグリーン購入法の全面施行に伴い、社内で「グリーン

製品購入指針」を策定、グリーン物品の優先購入をさら

に推進しています。2002年度は12分野で購入実績があり、

コピー用紙の再生紙購入率は98％となりました。
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グリーン物品の購入

当社では社有車についても「グリーン購入指針」で対

象品目に定め低公害車の導入を進めています。

2002年度末現在の導入車両数は全社で6台ですが、

今後は更新時や新規導入する際は原則的に低公害車（注）

への切り替えを順次行っていくことを決定しています。

低公害車の導入

 分　野

紙類

納入印刷物

文具類

OA機器

公共工事

 品　　目

コピー用紙、衛生用紙（トイレットペーパー）

印刷物（報告書類など）

シャープペンシル、事務用（社名入）封筒、ボール

ペン、蛍光ペン、ファイル、リサイクルボックスなど

電子計算機（パソコン、プリンタ）、複写機

低騒音型建設機械（バックホウ、ブルドーザなど）

２００２年度購入した主なグリーン物品

　グリーン購入

オフィスでの取り組み

電源開発本店

天然ガス車

当社では全社で古紙の裏面利用、紙類、ビン、カン、プ

ラスチックの分別収集、封筒の再利用などの取り組みによ

り一般廃棄物の低減に努めています。2002年度の本店

ビルからの紙くず等の一般廃棄物については本店EMS

に基づき分別方法を周知して取り組んでいます。2002年

度発生量はミックス紙の分別回収リサイクルにより、48.9tと

なり、前年度比20%削減しました。

（注）ハイブリッド車、天然ガス自動車、電気自動車、メタノール自動車、低
燃費かつ低排出ガス認定を受けたガソリン車



焼却処分せざるを得ない廃棄物の持つエネルギーの有

効利用は、化石燃料等の削減や地球温暖化防止対策面で

も重要です。

当社は、1999年1月に福岡県、大牟田市等との共同出

資により「大牟田リサイクル発電株式会社」を設立し、一

般ごみを原料とした「廃棄物固形化燃料（RDF:Refuse 

Derived Fuel）」発電所の建設に取り組み、2001年4月より

工事を開始し、2002年12月に運転を開始しました。

本事業は、福岡県および熊本県の28市町村の一般家

庭から出る約60万人分の一般廃棄物をRDF化して広域

収集し、これを焼却処理し、最大出力2万600kWの発電を

行うものです。発電効率は約30％で、従来のごみ発電効率

約15％を大きく上回る最高レベルです。

なお、同発電所は、2002年度「新エネ大賞」において、「新

エネルギー財団会長賞（導入事例の部）」を受賞しました。
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当社は、廃棄物の適正処理、環境対策、未利用エネル

ギーの利用促進等の面から社会貢献をめざしています。

特に、長年にわたる地域電力会社との契約に基づき、発

電（送電）設備等のインフラにかかわる設備投資、設計、

建設、保守、管理を一括で実施してきました。これらの経

験を活かし、PFI/PPP（注）による環境リサイクル分野におけ

る公共インフラ整備運営事業に積極的に取り組んでいます。
（注）PFI(Private Finance Initiative)/PPP(Public Private Partnership)と

は、公共施設等の建設、維持、管理、運営等を民間の資金、経営能力、
技術能力を活用して事業実施する手法です。

当社は、㈱電発環境緑化センターと共同でダイオキシン

類の簡易測定法の開発に取り組んできました。その結果、

焼却炉の排ガス中の有機ハロゲン化合物を測定すること

により、ダイオキシン類濃度を間接的に連続自動測定する

ことに成功しました。当社は、この簡易測定法を製品化し

2002年1月より発売していま

す（商品名OHC-201）。この

装置は、ダイオキシン類の排

出量抑制等に寄与するもの

と期待されます。

　環境リサイクル事業

大牟田リサイクル発電所

OHC-201

大牟田リサイクル発電所の運転開始

環境リサイクル事業

ダイオキシン類簡易連続測定法の開発

PFI/PPP型　環境リサイクル事業イメージ

電　力

焼却灰・スラグ
溶融飛灰溶融飛灰

建設工事
公共工事等公共工事等

焼却・溶融
施設・発電施設

リサイクルプラザリサイクルプラザ
灰有効利用施設灰有効利用施

パッカー輸送

粗大ごみ
リサイクル施設
（自治体施設）

破砕残さ

可燃ゴミ

自治体事業範囲
SPC事業範囲

ごみ収集事業

一般廃棄物収集
（市町村）

直接搬入
粗大等一廃

産業廃棄物
建設混合廃棄物

SPC

中間処理事業（PFI/PPP）
焼却・溶融・発電事業

マテリアル・リサイクル事業



当社は、大規模かつ開発困難な電源の開発を可能とし、また開発に伴う環境影響を極力小さくするため、多種多様な研

究開発を行ってきました。また、当社の総合的なプロジェクト推進力が評価され、国等から種々の研究開発を受託し実施して

きました。現在、「エネルギー」と「環境」をキーワードとし、オンリーワン・ナンバーワンをめざして新たな研究開発に取り組ん

でいます。

各種の技術研究開発について以下のホームページの各サイトにて紹介しています。

http://www.jpower.co.jp/　“研究開発およびビジネス”

石炭中に含まれる硫黄の燃焼により大気中にSOxが排

出されるのを抑えるため、大量の工業用水を使用していま

す。1980年以降国の支援を得て乾式脱硫の研究開発を

推進し、敷地制約のある磯子新１号機に国内で初めて

導入することにより、SOx排出量、用水・排水量、消費電力

の削減、設備のコンパクト化など多くの面で環境改善を図

ることができました。
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石炭火力発電分野

工業用水の大幅削減

既設ダムの再開発

世界最高レベルの発電効率

5. 技術研究開発

火力発電の発電効率向上をめざしボイラー・タービン用

の耐熱合金材料の信頼性、安全性、経済性などの確立

を図りながら、蒸気条件（温度・圧力）を段階的に向上させ、

松浦火力2号機以降の当社発電設備に導入、世界最高

レベルの発電効率を達成しました。

これにより、石炭使用量等の削減、環境負荷物質の排

出抑制等、環境に与える影響をより少なくするとともに経

済的な電力供給にも役立っています。

　研究開発成果の導入

「エネルギー」と「環境」分野における近年の主な技術研究開発の成果とその導入状況を紹介します。

水力発電分野

奥只見ダム仮締切工

※共同研究企業（タービン）三菱重工業、日立製作所、東芝
　　　〃　　（ボイラー）三菱重工業、バブコック日立、石川島播磨重工業
※1999　日本機械学会賞

※共同開発企業　鹿島建設、東洋建設

既設ダムを再開発するダム機能の維持と周辺地域へ

の影響を最小限にするため、貯水位を下げずにダム本体

に新しい取水口をあける大水深新型仮締切工法を開発

し、日本一の貯水量を誇る奥只見発電所増設工事に適

用しました。新規開発中心のダム整備に新たな選択肢を

提示するものであり、国も既設ダムの活用を徹底する方針

としていることから、今後この技術の適用ニーズの増大が

予想されています。

磯子火力発電所乾式排煙脱硫装置（脱硫塔）

グリーンガス

排ガス

ガス

活性炭

松浦2号機USCタービン
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ごみ発電分野

海を利用する揚水発電

海水揚水発電技術実証試験

世界初の海水揚水発電技術実証試験（最大出力

3万kW)を沖縄本島において国からの委託を受け実施し

ています。

海水揚水は立地上の多くの利点を有するものの、海水

であることから種々の課題があり、その克服に向け、ゴムシ

ートの海水遮水と漏水検知復水システム、FRP製水圧管路、

特殊ステンレス鋼ポンプ水車などの新技術を開発導入し

ました。2003年度までの5年間の実証運転を通じて海水

揚水システムの最終的な評価を行う予定であり、その成

果の活用が期待されます。

廃棄物を利用する発電
一般ごみを原料とした「廃棄物固形化燃料（RDF）」を

使用して、経済性・環境特性に優れた廃棄物発電システ

ムを構築し、大牟田リサイクル発電所にその技術を導入

しました。実証試験ではRDFの燃焼によるボイラ腐食を抑

えつつ、ごみ発電としては35%という高効率発電が可能

であることを確認するとともに、ばいじん・SOx・NOxに加え

ダイオキシン類や重金属類の除去も可能な高度排煙処

理技術を開発しました。

リサイクル・環境分野

● 土木工事への利用

石炭灰の有効利用

● 緑化コンクリートへの利用（製品情報 P.70　参照）

● 漁業への利用（新会社情報 P.41　参照）

※1999　土木学会「技術賞」

※1999　地盤工学会「技術開発賞」
※2002　電力土木技術協会「技術奨励賞」

RDF利用発電技術試験装置全景

FGC深層混合処理工法

当社は国内最大の石炭火力発電事業者であり、過去

30年以上にわたり発電所を運転しています。石炭には約

10％の灰分が含まれ、年間150万t程度の灰が発生して

います。これを主にセメント原料等に有効利用しリサイク

ルに努めており、それ以外への利用促進の研究開発にも

積極的に取り組んでいますのでその主な成果を以下にご

紹介します。

当社は発電所の新設工事等への適用を通じて石炭

灰の有効利用技術を開発してきました。現在、調査、設

計から石炭灰の供給、施工管理まで一貫したエンジニア

リングを提供しています。

● 農業への利用（製品情報 P.71　参照）
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エネルギー分野

ダム貯水池の上流より流入する土砂は徐 に々池内部に

堆積し、発電運用のための貯水池容量の減少、水質悪化

等種々の問題を発生させる恐れがあるので、その処理が

大切です。処理方法の一つとして、平常時にダム下流に

仮置きした土砂を洪水時のダム出水により流下させる掃

砂技術の研究開発を海外の研究機関と共同で行ってい

ます。また、水理模型実験、数値解析および現地観測によ

り環境に与える影響なども調査しながら検討を進めています。

環境分野

ダム貯水池において魚道の設計や取水口部の迷入魚

防止装置の性能評価において、魚の遊泳行動等をより

正確に予測する必要があります。

当社は生物特有の行動をコンピュータで再現し、これを

理論化した人工生命理論を使って生物の行動予測手

法を開発しています。

本研究は、燃料電池、ガスタービン、蒸気タービンの3つ

の発電形態を組み合わせた石炭ガス化燃料電池複合

発電（IGFC）の実現をめざし、燃料電池供給用に最適な

ガスを生成する石炭ガス化炉技術、および生成ガス中の

ダストや硫黄分を除去精製するガス精製技術を開発する

ものです。当社は2002年2月よりパイロットプラントの試験

運転を開始し、今後2006年度までの約5年間、ガス化・ガ

ス精製性能、連続運転性能、多炭種対応性能等につい

て研究します。

当社は、石炭ガス化ガスを利用できる固体酸化物形燃

料電池の開発に取り組み、上述の石炭ガス製造と結び

ついた発電システムとして、高温の排ガスを利用したガス

タービンと複合発電システムを構築する燃料電池の加圧

化に着手し、2001年に加圧型10kW級モジュールの試験

を完了しSOFCの早期実用化をめざしています。

石炭ガス化燃料電池複合発電パイロットプラント

石炭からガス製造（EAGLE）

石炭ガス利用の燃料電池（SOFC）

貯水地堆砂の掃砂技術

魚の行動予測

※共同研究企業　三菱重工業

※共同研究機関　蘭国デルフト水理研究所
英国HRウォリングフォード水理研究所

加圧型10kW級モジュール

　研究開発推進中の技術

「エネルギー」と「環境」分野における近年の技術研究

開発テーマのうち代表的なものを紹介します。バイオマス

燃料についてはP.26、CO2の吸収・固定技術については

P.30に紹介していますのでご覧ください。

水理模型実験

魚の行動予測（あゆ）
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　特許等の工業所有権

どんな有機物もほぼ最終的には水と炭酸ガスに分解す

ることができる高温・高圧状態の超臨界水を利用したダイ

オキシン等の難分解性有機汚染物質の分解処理や廃

棄物からの有用物抽出・リサイクル化が期待されており、

当社はこの技術開発に取り組んでいます。

木材廃棄物からのプラスチック製造プラント

超臨界水試験装置

食品加工工場やホテル、デパート等から排出される食

品廃棄物を発酵処理させて、石油代替の生分解性プラ

スチック原料「ポリ乳酸」の生産プロセスを実証する研究

開発が2001年度から農水省補助事業としてスタートし、

現在「北九州エコタウン」地区にて実証プラントを建設、

試験中です。

食品廃棄物からのプラスチック製造プラント

製材過程での廃材や河川流木の多くは廃棄物として

処理されたり、間伐材の多くは山林に放置されたりなど有

効利用が進んでいません。この研究開発は、これら未利

用の木質資源からプラスチック代替の木質系新素材や

プラスチック等石油代替の化学原料となる有用成分を分

離・抽出する技術の検証とその用途開発を行うことをめざ

しています。当社は現在、技術研究組合に加入し、研究

活動を行っています。

単独出願

共同出願

海外出願

計

発電技術分野 リサイクル技術分野 環境技術分野 その他 計

５件

１９件

－

２４件

－

５件

－

５件

２件

１０件

－

１２件

９件

１０３件

１５件

１２７件

１６件

１３７件

１５件

１６８件

超臨界水利用技術

木材廃棄物からプラスチック製造

食品廃棄物からプラスチック製造

※技術研究組合構成員：荏原製作所、大成建設、東洋樹脂、コクヨ、マ
ルトー、コスモスエンジニアリング、名古屋港木材倉庫

※共同試験事業者：荏原製作所、オルガノ、武蔵野化学研究所、環境テ
クノス

これまで技術研究開発を通じて各種分野においてい

ろいろな特許等を取得しています。

これらの知的財産の活用・管理および知的財産戦略を

検討し、新技術による事業創造を図っていくため、2003年

4月、技術開発センターに知的財産グループを組織しました。



電源開発

エネルギーと環境の新しい開拓者。

創立

周年

■沖縄やんばる海水揚水発電所（経済産業省の委託事業）
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上池
ビオトープ

海（下池）
発電所

昼間（発電時）

深夜（揚水時）

放水口

消波ブロック
遮水シート

私たちJ-POWERは、電源開発株式会社として50年前に出発しました。社名の通り、資源の少ない日本で多様な電源を開発する

ことが目的です。設立当初は、純国産のエネルギーである水力でした。次に、石炭火力に移り、オイルショックから海外炭へと主役

は変わりました。地熱発電、そして風力発電、廃棄物発電なども事業化。さらに、世界初の海水を利用した揚水発電。それは太

平洋をダムに見立てた発想でした。すべては、私たちの創造性の賜物から。J-POWERのエネルギーは、これからも無尽蔵です。
電源開発

エネルギーと環境の新しい開拓者。

創立

周年

電気をつくり、送る仕事で、最も大切なことは何か。私たちJ-POWER/電源開発は、信頼だと考えています。北海道から沖縄まで全国66

カ所の水力・石炭火力・地熱発電所で電気をつくり、ゆるぎない信頼を得ることができました。それは50年間、日本全体に電気を安定

供給し、全国をひとつに結ぶ基幹送電網をつくりあげてきた使命感からです。その技術は海外の発電事業にも生かされています。もっと

多くの人々にパワーを届けたい。J-POWERのエネルギーは、これからも日本と世界に向いています。

水力発電所（58カ所）　

石炭火力発電所（7カ所）

地熱発電所（1カ所）

建設中・建設準備中（6カ所）

■J-POWERの発電所

電源開発

エネルギーと環境の新しい開拓者。

この広告へのご意見ご感想は、弊社広報室宛にハガキで、またはホームページで。http：//www. jpower.co.jp  〒104-8165 東京都中央区銀座6-15-1  電源開発株式会社

創立

周年

CO2を出さないクリーンエネルギーの風力発電。家庭から出るゴミを使った廃棄物発電。もみがらを使ったバイオマス発電など。新エネ

ルギーは採算ベースにのせるのがむずかしい事業です。私たちJ-POWER／電源開発は、これまで水力、石炭火力で50年間培った発

電技術や環境保全技術を新エネルギーにも応用し、スケールメリットを生かした大規模風力発電所を成功させました。次の50年も自

然エネルギーのトップランナーとして走り続けます。J-POWERのエネルギーは、これからもダイナミックです。

※J-POWERは、電源開発株式会社のコミュニケーションネームです。※平成15年を目途に、電源開発（株）を完全民営化する法案が上程される予定です。この広告へのご意見ご感想は、弊社広報室宛にハガキで、またはホームページで。http：//www. jpower.co.jp  〒104-8165 東京都中央区銀座6-15-1  電源開発株式会社※J-POWERは、電源開発株式会社のコミュニケーションネームです。※平成15年を目途に、電源開発（株）を完全民営化する法案が上程される予定です。この広告へのご意見ご感想は、弊社広報室宛にハガキで、またはホームページで。http：//www. jpower.co.jp  〒104-8165 東京都中央区銀座6-15-1  電源開発株式会社※J-POWERは、電源開発株式会社のコミュニケーションネームです。※平成15年を目途に、電源開発（株）を完全民営化する法案が上程される予定です。

苫前ウィンビラ発電所

仁賀保高原風力発電所

グリーンパワーくずまき（03年12月運転開始）

ジェイウィンド東京（03年3月運転開始）

■J-POWERが事業化している風力発電所

当社では、「環境行動レポート」

を1998年度より毎年発行しており、

本報告書で6年目の発行となりま

した。また、2002年度より英語版も

発行開始しました。

当社ホームページ上でも公開し

ています。

http://www.jpower.co.jp
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広告

6. 環境コミュニケーション

当社は環境方針で「社会とのコミュニケーション」を掲げ、電気事業としての説明責任のため、環境保全への取り組み

状況を公表するとともに、地域社会の一員として信頼され、親しまれ、地域とともに生きる存在となるため、コミュニケーショ

ンを大切にし取り組んでいます。さらに、卸電気事業が主体である当社は、電気の最終消費者の方々と直接接することが

なく、社会になじみがうすいため、知名度向上のための広報活動を推進しています。

知名度向上・事業理解獲得のため、1998年より新聞、

経済誌、週刊誌、交通機関などに企業広告をはじめ多数

の広告を掲載しています。こうした広告の中にも「環境」

が大きなテーマの一つになっています。

2002年度に実施した企業広告に対し、400件を超える

ご意見・ご感想をいただきました。これらのご意見等につ

いては、社内情報ネットにより全社に周知するとともに、今

後の事業推進に向けての広報戦略等の参考にさせてい

ただきました。

　環境報告書の発行

　広報活動

3,000

4,000

5,000

1998

（部）

2,500

3,500 3,500

4,000

5,000

1999 2000 2001 2002（年度）

環境行動レポート　発行部数

５０周年記念広告

新コミュニケーションネーム
お披露目広告

エネルギーと環境の新しい開拓者。

※J-POWER（ジェイ・パワー）は、電源開発株式会社のコミュニケーションネームです。

※※平成１５年を目途に、電源開発（株）を完全民営化する法案が上程される予定です。

このたび、私たちJ-POWER※は、

おかげさまで創立50周年を迎えました。

J-POWERは、時代の要請にこたえ近い将来、完全民営化※※。

エネルギー市場の自由化に対応し、新しい事業展開を追求します。

そのために事業部制の導入、更なるコストダウン、

財務体質の強化など、大胆な自己改革を進めます。

また、すでに風力発電、ゴミ発電、PFI事業、

海外IPP事業などに取り組みはじめています。

未来のエネルギー資源の問題。地球環境問題。

これらは、21世紀の人類に課せられた大きな課題です。

J-POWERは、日本で、世界で、発電事業に取り組んできた

50年の実績と技術をベースに

エネルギーと環境の両立という課題解決に挑み、

新たな事業をつくりだしていきます。

今日のビジネスのために、というだけでなく。

日本の元気な明日のために。地球の明るい未来のために。

これからも新しい開拓者として、多くの人々にパワーをもたらす

J-POWERをよろしくお願いします。

電源開発創立

周年

資料のご請求は弊社広報室宛にハガキで、またはホームページで。http：//www. jpower.co.jp  〒104-8165 東京都中央区銀座 6-15 -1  電源開発株式会社



創立

周年
電源開発

エネルギーと環境の新しい開拓者。
※J-POWERは、電源開発株式会社のコミュニケーションネームです。

春一番、いいニュースです。お台場から見える、風力発電所が誕生します。東京ベイエリア初の、

本格的な風力発電所です。地上から羽根の頂点までは、なんと70m。デンマーク製の大型風車

2基で、平均風速5m以上の安定した風を受けて、1年間に約800世帯分が使う電気を発電す

る予定です。CO2を発生しないクリーンエネルギーですから、規模は小さくても、地球温暖化対

策には大いに役立ちます。東京の新しい風物詩。私たちJ-POWER※/電源開発は、エネル

ギーの未来を見つめています。

■J-POWERが事業化している風力発電所

苫前ウィンビラ発電所

仁賀保高原風力発電所

グリーンパワーくずまき（03年12月運転開始）

東京臨海風力発電所（3月運転開始）

※本事業は、東京都・J-POWER・
　豊田通商（株）の共同事業です。

白波が現れる風速4mから発電します。

お台場から見える風力発電所/イラスト：宮内ハルオ　

この広告へのご意見ご感想は、弊社広報室宛にハガキで、またはホームページで。粗品をさしあげます。 http：//www. jpower.co.jp  〒104-8165 東京都中央区銀座6-15-1  電源開発株式会社

電源開発

エネルギーと環境の新しい開拓者。

この広告へのご意見ご感想は、弊社広報室宛にハガキで、またはホームページで。粗品をさしあげます。 http：//www. jpower.co.jp  〒104-8165 東京都中央区銀座6-15-1  電源開発株式会社

創立

周年

■J-POWERが事業化している風力発電所

※J-POWERは、電源開発株式会社のコミュニケーションネームです。

苫前ウィンビラ発電所

仁賀保高原風力発電所

グリーンパワーくずまき（12月運転開始）

風が歌い、光が舞う幻想的な世界。ここは夜を迎えた東京臨海風力発電所です。お台場からも見える大型風車2基が、東京湾からいい風をいっぱい

受けて発電しています。地上から羽根の頂点までは70m。年間平均風速5m以上の安定した風により、1年間に約800世帯分が使う電気を発電する予

定。規模は小さくても、CO2を発生しないクリーンエネルギーですから、地球温暖化対策に有効です。私たちJ-POWER※／電源開発は、半世紀の実績

で培ってきた技術で、地球の未来に明るい灯をともしていきます。
東京臨海風力発電所

※本事業は、東京都・J-POWER・
　豊田通商（株）の協働事業です。

所在地／東京湾中央防波堤内側埋立地
発電所出力／1,700kW（850kW×2基／デンマーク製）
年間発生電力量／約250万kWh（約800世帯分の年間消費電力量）
羽根の回転直径／52m

東京臨海風力発電所

風、光る。
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経営の意思伝達ならびに経営動向に関する情報の共

有化、社員間コミュニケーションの促進等を主な目的として、

1956年6月より毎月発行しています。この社誌は、社員・関

係会社のほか、社外の方 に々も配布しています。「環境月

間」や「環境行動レポート」発行の時期には、特集を組ん

で社内外にその取り組みを広めています。

「会社案内」「アニュアルレポート」を毎年発行し、社外

の方 に々配布・説明しています。この中でも、当社環境保

全の取り組みを掲載しています。また、一般になじみの薄

い当社事業を分かりやすく編集した「おしえて！「Jパワー」

って？」や子供向けのパンフレット「J-POWERは力もち」を

発行し、発電所や各種イベント実施の際配布しています。

事業紹介広告

「会社案内」 「アニュアルレポート」

「おしえて！「Jパワー」って？」

社誌　１９５６年６月号 社誌　２００３年５月号

「J-POWERは力もち」

主なパンフレット

社誌「電源」
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● 開放型発電所

当社では現在16カ所のPR施設があり、2002年度は約31万人の方 に々見学していただきました。

奥清津第二発電所（新潟県）は、水力発電所の発電

機や配電盤など実物の設備を見て触って見学できる開

放型発電所で、展示施設「OKKY」が併設されています

（2002年度見学者：19,089人）。

● Jパワー・よんでんWaンダーランド

2000年12月に橘湾火力発電所（徳島県）の対岸に、「J

パワー・よんでんWaンダーランド」がオープンしました。この

施設は発電所建設に利用した土捨場の跡地を四国電

力と当社が共同で地域の方々が憩える場所として整備し

たものです（2002年度見学者：68,709人）。

● MIBOROダムサイドパーク

2001年4月に「MIBOROダムサイドパーク」がオープンし

ました。御母衣ダム（岐阜県）の建設の歴史や「荘川桜」

誕生にまつわるドラマを紹介するPR施設や、御母衣ダム

を眺めながら食事ができるレストランがあります（2002年度

見学者：106,928人）。

　　　　　
①鬼首展示館
②奥只見電力館
③奥清津展示施設OKKY
④只見展示館
⑤下郷展示館
⑥沼原展示館
⑦佐久間電力館
⑧手取川ダム展示館
⑨九頭竜ダム展示館
⑩MIBOROダムサイドパーク1
⑪竹原火力展示館
⑫Jパワー・よんでんWaンダーランド
⑬MATSUURAエネルギープラザ
⑭松島火力PR室
⑮J-POWERふれあい館
⑯てぃだホール

〒989-6941 宮城県玉造郡鳴子町鬼首字荒雄岳2-5
〒946-0082 新潟県北魚沼郡湯之谷村大字芋川字大鳥1317-3
〒949-6212 新潟県南魚沼郡湯沢町大字三国字土場山502
〒968-0421 福島県南会津郡只見町大字只見字後山2476-230
〒969-5208 福島県南会津郡下郷町大字小沼崎字半丈乙847-1
〒352-0111 栃木県黒磯市板室字滝ノ沢897-6
〒431-3901 静岡県磐田郡佐久間町佐久間2252
〒920-2336 石川県石川郡尾口村東二口ホ18-1
〒912-0214 福井県大野郡和泉村長野33字長平1
〒501-5505 岐阜県大野郡白川村大字牧140-1
〒729-2311 広島県竹原市忠海町西長浜3035-13
〒779-1620 徳島県阿南市福井町舟端1番地
〒859-4506 長崎県松浦市志佐町白浜免字瀬崎458-1
〒857-2531 長崎県西彼杵郡大瀬戸町松島内郷2573-3
〒859-2101 鹿児島県薩摩郡鶴田町神子字打込3985-9
〒904-1103 沖縄県石川市字赤崎3-4-1

⑦

③

⑪⑬

②

①

⑯

⑮

⑥⑧

④

⑨
⑩

⑭
⑫

⑤

PR施設一覧

Jパワー・よんでんWaンダーランド

奥清津展示施設OKKY

MIBOROダムサイドパーク

PR館の運営

名　称 所在地
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御母衣湖畔中野展望台に立っている二本の巨桜は、

樹齢450余年といわれ、いずれもアズマヒガンです。い

まは湖底に沈む中野地区の照蓮寺および光輪寺の

境内にあったもので、村民に長く親しまれてきました。

1959年の晩秋、ダム建設中のこの地を訪れた当社初

代総裁が、この巨桜が湖底に沈むのを愛惜し、「桜博

士」といわれた桜研究の第一人者、故笹部新太郎氏

に依頼し移植が実行されました。多くの専門家をして「不

可能」といわしめた世界に例を見ない大規模な移植

工事は1960年12月に完了し、荘川桜と名付けられ現

在も当社が管理し、毎年見事な花を咲かせています。

●荘川桜

現在の荘川桜

移植作業

毎年6月は国が定める環境月間です。これまでの社会

や企業のあり方を見つめ直し、職場や地域においてどうし

たら環境に貢献する行動ができるかを考え、行動していく

ため2002年度もこれに呼応した行事を計画し、本店や事

業所において講演会を開催したり、地域の海浜・道路清

掃活動や自治体主催の植樹祭に参加するなどさまざまな

行事を実施しました。

当社では環境月間にあたり、社長メッセージおよび環境

省ポスターを全事業所に掲示し、従業員の環境意識の

向上を図っています。

実施内容および実施事業所数

講演会主催：６、訓示･訓話：１１、勉強会：２、講演会公聴：4、地域が主催する環境講演会への参加

グリーンフェア：１、環境パネル展示：３、環境フェア出展：１

環境写真展：本店ロビーにて一般公開、環境標語募集：２

環境商品の展示･即売会開催：１、横浜市環境パネル展出展：１

１０「ストップ！地球温暖化」など

社長メッセージ、環境省ポスターの掲示：国内全機関

森林ボランティア：1、自然観察会：３、工作教室：1

海浜清掃：６、近隣地域清掃：４１、職場環境整備：３１、植樹･植栽、花苗配布等：２９

リサイクル推進活動：１２

省エネ推進：１２、アイドリングストップ運動：１４、ノーカーデー実施：２

１２「照度測定」など

１３「ゴミ処理施設見学」など

施設開放イベント、禁煙タイム実施等

　環境保全活動の展開

行 事 区 分

講演会、訓示･訓話等

環境フェア、環境パネル展 

環境保写真展、標語募集 

環境活動展の開催、出展

環境教育ビデオ上映

ポスター掲示、情報提供等

森林ボランティア、等

環境美化運動など

リサイクル推進活動

地球温暖化防止活動

事務所環境測定など

環境関連施設見学

その他

環境月間行事の実施

● 社長メッセージおよび環境省ポスターの掲示
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地域の皆さまとの植樹活動

2002年度は6月と10月の2回、当社本店正面玄関前に

おいて、発電事業で発生する副産物を利用した環境配

慮型商品の展示即売会「グリーンフェア」を開催しました。

この催しでは、一般の方々に、グループ企業が製造販

売している環境配慮商品を実際に見て触っていただき、

環境保全活動への理解を深めていただくとともに、地域

特産品の販売を通じて、当社の発電所が所在する地域

の紹介を行いました。

グリーンフェアの開催

グリーンフェアの開催

２００２．６

２００２．１０

８５９ ２５,３２１ 全額：地球環境基金（環境事業団）

６９７ ４２,０１８ 全額：緑の募金（国土緑化機構）

「地域清掃活動」佐久間電力所（静岡県）「環境講演会」東和電力所（岩手県）

尾鷲市の植樹祭尾鷲市の植樹祭　作業状況

環境月間行事の実施状況

「東通村植樹祭」大間幹線立地所（青森県）

「グリーンフェア」（本店）

尾鷲電力所（三重県）では尾鷲市、尾鷲漁協関係者、

三重県漁連の皆さまとの共催により2003年3月に植樹祭

を開催しました。

この植樹祭は、地元漁協関係者との地域交流の中で、

皆さまからの「山の荒廃が進んでいるので少しでも山を復

活させたい」との意見がきっかけとなり実現したもので、今

年で3年目となりました。2002年度は当社から約50人が参

加し、又口川上流にある柳の谷地点に、サカキの苗木

1,500本を植栽しました。

開催日 来場者数（人） 募金金額（円） 寄付先
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北本連系電力所（北海道）では、地元町内会主催の「花

いっぱい運動」に参加して、1991年から毎年6月に地元の

小学生とともに、七飯町の国道5号線沿いにサルビアを植

えてきました。

2002年度も当社から約30人が参加し、約3万本を植え

ました。

花いっぱい運動への参加

沼原電力所（栃木県）では、黒磯市環境課

主催の自然観察会において、地域の方 を々対

象として当社施設の現地案内・説明等を実施し

ています。

2002年度は、60人の方々が参加し、当社沼

原ダム周辺・沼原湿原周辺を観察されました。

自然観察会

当社グループ社員の環境意識の向上を目的

として全グループ社員を対象に環境写真を募集

し、自然景観、野生動植物、当社環境保全活動

などあわせて約100点の応募がありました。

優秀作品については、2002年6月の環境月間

に本店1階ロビーに展示し、当社来客者や社外

の多くの方 に々もご覧頂きました。

環境写真展

2003年3月30日、フェスティバルが開催され、松浦火力

発電所員を中心とするJ-POWERグループでブース出展し、

紙すき体験やパネル展示、パンジーの苗の配布などを通

じて環境への取り組みをPRしました。

当ブースには250組以上の親子連れが訪れ、子どもた

ちは紙すき体験を通じ、紙原料となる木材資源の重要性

やリサイクルの大切さを感じていました。

「こどもエコクラブ全国フェスティバルinさせぼ」に参加

環境写真展（本店） 特選の写真

国道５号線のサルビア

「自然観察会」沼原電力所（栃木県）

「こどもエコクラブ全国フェスティバルinさせぼ」松浦火力発電所（長崎県）
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環境座談会

第三者意見の必要性経緯と今後の予定

Ⅲ. 当社への意見

1. 第三者提言

当社は、環境経営ビジョン策定に向けた検討を進めています。そのプロセスとして、当社の取り組みに対し第三者の方

からご意見を得ることが大変重要であると捉え、2003　環境・社会行動レポートへのご意見も含め、今回5名の方々へご

意見・ご提言をお願いしています。

当社は、卸電気事業者であるため電気の最終消費者

の方 と々直接接することがなく、また特殊会社として一般

投資家に株式が公開されていなかったことなどから、発電

所立地地域などを除き社会から多様な評価を受ける機

会が極めて少なかった会社です。

本年6月に完全民営化が法律的に確定し、株式公開

に向けた準備に入ったことを踏まえ、より広く社会に当社

の事業活動と環境とのかかわりを知っていただき、当社が

社会に期待されていることは何かをしっかりと見極め、民

間企業としての成長と発展を期していきたいと思っていま

す。そのため、当社と社会との通訳として、また、当社の姿

を社会の目で映し出していただく鏡として、環境経営分野

もしくは当社の事業分野に詳しい有識者の方 に々ご意見・

ご提言をお願いしました。

なお、このレポートの内容に対してもいろいろなご意見を

得て、できるかぎり反映しました。

長期的な視点で環境経営ビジョンを策定するこ
とを決定

環境経営もしくは当社事業分野に詳しい有識者
の方々にビジョン策定に向けたご提言を要請

当社事業活動の実際をご理解いただくため、発電
所見学等実施

２００２・２００３　レポート案に対するご意見をいただ
くとともに「環境座談会」を開催

２００３年５月～６月

２００３年４月～５月

川村雅彦さん

筑紫みずえさん

崎田裕子さん

猿田勝美さん

玉井信行さん

㈱ニッセイ基礎研究所上席主任研究員
環境経営格付機構格付委員
日本環境経営大賞事務局員

㈱グッドバンカー代表取締役社長
経済産業省産業構造審議会環境部会委員
環境省中央環境審議会委員

ジャーナリスト･環境カウンセラー
NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット理事長
環境省中央環境審議会委員

神奈川大学名誉教授
環境省中央環境審議会臨時委員
横浜市環境審議会会長

金沢大学教授、東京大学名誉教授
国際水工学会第一部会議長
河川環境展2003実行委員長

２００２年８月～２００３年３月

２００３年６月～７月

主な経歴お名前

お名前と主な経歴

（注）掲載順不同

環境経営ビジョンへの意見・提言

２００３年１０月
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環境座談会

環境座談会

2003　環境・社会行動レポートをテーマに5人の有識者

による座談会を開催しました。

当社からひとこと

当社への期待を込めた2時間以上に及ぶ熱心な意見

交換、ありがとうございました。

皆さまの貴重なご意見を真摯に受け止め、これからの

環境経営に活かしていきたいと思います。

［要約］

 情報開示のあり方　誰に読んでもらいたいのでしょう？
（川村さん）　まずは、レポートを読みたい人、つまり環境

経営に関心のある人や評価する人を意識し

て作ると良い。企業の社会的責任の観点か

らは、従業員自身にしっかりと読んでもらうこと

も不可欠です。

（筑紫さん）　会社が誰のためのものかを考えると、全ス

テークホルダー向けに作るべきと思います。女

性や学生なども読み手の一人であることを忘

れてはいけません。また、このレポートは社会

的責任投資の視点を持つ投資家にとってア

ニュアルレポートと同様に重要です。

（崎田さん）　これまで使うことが当たり前と思われ、目に

見えない電気エネルギーの大切さを再認識し、

社会全体が生活や事業のあり方を見直す時

期に来ています。その意味で全ステークホル

ダーに発信する姿勢がよいと思います。エネ

ルギーにかける思いを社会に伝えてください。

（猿田さん）　報告書の読者は限定できない。誰に読ん

でもらっても、信頼される情報の「正確さ」「わ

かりやすさ」が非常に大切です。

（玉井さん）　誰に読んでもらいたいのかを見出すには、

自分がどうありたいかを決めることです。地球

温暖化問題への対応を含む中長期的な目標

を定めた「環境経営ビジョン」を明確にするこ

とです。

［要約］

 J－POWERへのメッセージ　これからに期待すること！

（筑紫さん）　デビュー（株式公開）にあたり、ロードショウ（投

資家への説明）を成功させるためレポートは

大切なシナリオで、他社にはない取り組みと情

報開示に努め、独自性を出して下さい。

（玉井さん）　今後はJ-POWERとしての主体性をはっきり

と示すべきです。自分の取り組みの何が優れ

ているのか、何が一番なのかを知ることからマ

ネジメントを充実させて欲しい。

（崎田さん）　地域で環境報告書を読む会などを実施し、

きちんと説明する会社であることを示すべきで

す。サイト情報や働いている人の汗や顔が見

える情報の公開が必要です。

（猿田さん）　地域住民と海外に向けた発信の両方が重

要です。J-POWERが、地球温暖化対応も含め、

高い技術力を使って、発展途上国に貢献す

るためにも、積極的な姿勢を表して欲しい。

（川村さん）　ビジョンの明確化とこれまでの実績、課題が

環境報告の大事なテーマ。これをわかりやす

く工夫して書くことが信頼性・透明性を高めて

いきます。これからの「環境経営」に期待します。

○ 開催年月日　　　2003年7月16日(水)　13：45～16：10

○ 場所　　　　　　当社本店会議室

○ 当社出席者　　　大野常務、北村取締役

　　　　　　　　　（環境行動推進会議議長、副議長）

大野議長 北村副議長
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株式上場を控え、環境・社会行動レポートから環境経営報告書へ

の脱皮を期待します。「連結環境経営」導入と信頼性向上のためには、

記載内容とりわけ数値データの報告範囲を編集方針で明確にすべ

きです。

エネルギーと環境という経営のテーマがビジュアルで、わかりや

すくまとめられている。

グリーンインベスターの視点を意識し、環境経営が競争力につな

がる仕組みが見える報告書をめざすこと。環境関連知的財産を戦略

性と技術的優位性の面から評価し、環境会計に位置付けること。海

外への技術移転実績も、情報公開し、経営戦略的な優位性を見せる

ことが必要。

企業理念の実現に向け、企業の社会的責任（CSR）も踏まえ、グ

ループ企業を含めて環境方針に基づくPDCAを着実に推進し、蓄積

された技術やノウハウを国内外に提供（情報公開、技術移転など）し、

信頼性向上に努めてもらいたい。

私たちのくらしを支える事業の重要性とともに、火力発電による

CO2排出、水力発電での環境影響等を抑える取り組みなど、具体的

に納得いたしました。

今後は「レポート」を読む会や自然体験活動など、地域や消費者

との積極的コミュニケーションで、顔が見える信頼構築に努めて下

さい。

J-POWERとしての主体性を明快に示すことが重要。例えば、何

が日本一、世界一であるのかという観点から見直すことがよい。

CO2排出量に関しては、企業、業界、国を通しての総合的な位置付

けが求められる。

座談会の意見交換後に、5人の方々から個々のご意見

をいただきました。当社は、座談会や個々の意見を今後の

環境経営ビジョンや来年度レポート編集の中で活かして

いきます。

川村　雅彦　さん　
・環境経営アナリスト
・環境経営格付機関
・CSR研究者

お名前・主な視点 ご意見

筑紫　みずえ　さん　
・株主・投資家
・国際社会

崎田　裕子　さん　
・市民
・生活者

猿田　勝美　さん　
・大気環境専門家
・地域社会

玉井　信行　さん
・河川環境専門家
・国際社会

ご意見

（注）掲載順不同



58

Ⅲ
・ 

当
社
へ
の
意
見

　　　　　　　　　主なご意見

準拠しているガイドラインの記載。

環境方針に対する実績とその評価の充実。

ケナフとはいえ、用紙の厚さに疑問。

字が少し小さい。データ類が少ない。

定量目標と実績の関連で不明な点あり。（本店ビル電

灯と紙くず発生量。）

リスク管理・環境事故について記載。

京都議定書･メカニズム活用に関する標記の充実化

　　　　　　　　　反映内容

編集方針に記載しました。

２００２年度実績の中に評価も加えました。

ケナフ紙の厚さを、薄いものに変えました。

字を大きくし、廃棄物等のデータ数を増やしました。

削減目標を％で表示していました。具体的な数量で表示

いたしました。

日常管理および緊急時対応、法令遵守で記載しました。

記載内容を充実させました。

中長期的な目標策定と取り組み（兵庫５６才男性他）

国内外での自然保護･植林事業･緑化推進（埼玉３５才

男性他）

CO2固定対策の研究推進（東京４６才男性）

京都メカニズム活用（４６才男性他）

温暖化防止における国内対策の重視（兵庫６０才男性）

機器のエネルギー効率改善（福岡４７才男性）

資源の再生･再利用の推進（広島４１才男性他）

環境技術･設備の国内外への移転と協力（東京２３才男性他）

再資源化によるコスト増対策検討（沖縄４３才女性）

見学会等による啓蒙活動の推進（４８才男性他）

各種発電方式の長短所等の情報提供（青森女性）

Q4．環境保全活動での関心項目

貴重なご意見、どうもありがとうございました。

今後のJ-POWERの環境・社会活動と報告書の改

善に役立ててまいります。

1.温室効果ガスの排出抑制
2.CO2ガスの吸収･固定、回収
3.資源の再生･再利用
4.京都メカニズムに向けた準備
5.環境負荷の排出抑制
6.自然環境の保全
7.有害化学物質の管理
8.定量目標
9.環境管理の充実
10.社会とのコミュニケーション
11.グループ企業のエコ商品

0
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（人）

（人）

Q1. レポート所感（わかりやすさ）

　　大変評価できる
　　評価できる
　　あまり評価できない
　　まったく評価できない
　　回答無し

Q2. 環境問題への当社の取り組み Q3. レポートをどのような立場で読んだか
　 （複数回答あり、延べ回答数：63人）

投資家
2％

政府・行政関係
8％

当社との
取引関係者
3％

報道関係者　0％

環境NGOなどの関係者
10％

調査・
研究機関関係者

8％

学生　5％

　　
　　非常にわかりやすい
　　わかりやすい
　　わかりにくい
　　非常にわかりにくい
　　回答無し

 アンケート集計結果（2003年6月末時点：回答者計59名）

企業の環境関係
31％

市民
19％

その他
14％

関心が高い
関心がある
少し関心がある
まったく関心がない
回答無し

2. 読者意見

主なご意見

0 10 20 30 40 50 60

2002　環境行動レポート（2002年8月発行）に対し、読者の方々よりご意見をいただきました。

当社は、これらのご意見を今後のレポート作成や環境経営推進への大切なメッセージとして受け取りました。既にその

一部については参考とさせていただきましたが、長期的に取り組むべき課題についても、今後の業務に役立ててまいります。

 環境行動レポート

 当社の環境保全活動



当社は、1992年より現在まで全国各地で約80回にのぼ

る「J-POWERふれあいコンサート」を開催しています。当

社施設のある地域を中心に本格的なクラシックコンサート

を開催しており、地域住民を招待し、音楽を通じた地域と

のコミュニケーション活動による地域広報、地域対応への

支援や当社の企業イメージの理解促進を図ることを目的

としています。

2002年度は以下の通り7地点で開催しました。

59

J-POWERふれあいコンサート

当社では、資源の大切さや、電気の仕組みなどを地域

の方 と々体験・学習していくことを目的に、各地で工作教

育を実施しました。その一部を紹介します。

 ・ 松島火力発電所（長崎県）では、11月、大瀬戸町主催の

ふれあい祭りに、J-POWERグループとして紙すきコーナー

等を出展しました。発電所で育てたケナフを使っての紙

すきに、小学生や幼稚園児が多数挑戦し、盛況でした。

 ・ 高砂火力発電所（兵庫県）では、発電所見学で来訪され

た小学生等と一緒に、「電池」や「石けん」を作るなど、工作

を楽しんでいただくとともに、知識の普及を図っています。

 ・ 川越電力所（埼玉県）においては、例年、電力所近傍の

こども会を対象とした電気工作教室を開催しています。

2002年度においては、杉なみ育成会の児童62名が参

加し、「ベル」「シグナル」「モーター」作りに挑戦しました。

最後には全員、うまく作り上げました。

 松島火力発電所自衛消防隊が表彰
松島火力発電所（長崎県）の自衛消防隊が、2003年3

月、大瀬戸町長より表彰されました。

この表彰は、1月22日に松島島内で発生した住宅火災

において、発電所自衛消防隊約30名が体制を整え、迅速

果敢な消防活動を行ったことに対し、贈られたものです。

工作教室

松島火力発電所（長崎県）

J-POWERふれあいコンサート

高砂火力発電所（兵庫県）

川越発電所（埼玉県）

松島火力発電所自衛消防隊

1．社会とのかかわり

開催機関　

橘湾火力発電所

桂沢電力所

松島火力発電所

松浦火力発電所

川越電力所 

紀和電力所

磯子火力発電所

場　所　　

阿南市文化会館

三笠市民会館

大瀬戸コミュニティーセンター

松浦市文化会館

川越市民会館 

西吉野コミュニティーセンター

磯子公会堂

入場者（人）

４３０

３５０

１７０

３６０

８３０

３００

４３０

開催日 　

２００２．  ４．２０

２００２．１０．  ５

２００２．１１．  ６

２００２．１１．１５

２００２．１１．２８

２００２．１２．１５

２００３．  ２．  １

当社は、顧客、株主、従業員、地域の方々、取引先などによって支えられ信頼されてはじめて生きていくことができる社会

的存在です。こうした基本的な認識のもと、さまざまな施策に基づき、社会とともに活動を展開しています。

Ⅳ. 社会・従業員とのかかわり



石炭火力発電所では、「発電所開放デー」を開催し、

地域の方 と々のコミュニケーションを図っています。

当日は、発電所の見学をメインに、それぞれの発電所で

多様な催しが実施され、多くの方 に々参加していただきま

した。

参加者からは、「日頃見る事のできない発電所の見学は、

良い経験ができた」との意見が多く、今後とも地域の方々

に対する発電所の理解促進と、コミュニケーションの場と

して推進していくこととしています。
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発電所開放デー

石川石炭火力発電所（沖縄県）では、2003年2月にJ-

POWER創立50周年記念「金武湾さわやか駅伝大会」

を初めて開催しました。

同大会には17チーム、133選手（17市町村）が参加し

熱戦が繰りひろげられ、J-POWERグループから109人のス

タッフが準備にあたりました。

駅伝大会の開催

J-POWERグループ社員で構成するボランティア組織「J-

POWERフォレストクラブ」（会員30余名）は、日本山岳会

自然保護委員会「高尾の森づくりの会」の活動に賛同し

会員として森林ボランティア活動に参加しています。

同会は、東京都八王子市裏高尾の小下沢国有林の

森づくり活動を実施しており、J-POWERグループ社員も環

境保全と健康づくりをテーマにして取り組んでいます。

森林ボランティア活動

磯子火力発電所（神奈川県）高砂火力発電所（兵庫県）

２００２年度　発電所開放デー開催一覧

石川石炭火力発電所（沖縄県）

　　開催日

２００２.５.２６

２００２.８.１５-１６

２００２.１０.２７

２００２.１１.２３

２００２.１１.２７

　　　開催機関

竹原火力発電所

松浦火力発電所

石川石炭火力発電所

高砂火力発電所

磯子火力発電所

　　　　　名　称

ふれ愛upたけはら

夏休みJ-POWERデー

J-POWER創立50周年感謝デー

わくわく感謝DAY

発電所オープンDAY

参加者（人）

２,５００超

約３００

３,０００超

約１,５００

約１,１００

松浦火力発電所（長崎県）

金武湾さわやか駅伝大会

森林ボランティア活動
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3．社内提案制度

2．コンプライアンス

社内提案制度としては、総務部主管の「業務改善提案」

および「アイデア提案」と、新事業部主管の「新事業提案」

の3提案制度があります。

業務改善提案は「広く従業員から担当する業務の効

率化および改善に関する自由な提案を求め、業務の活性

化と合理化の推進を図ること」という目的で1965年から行

われています。アイデア提案は、「自分の担当業務に限ら

ず積極的に、業務全般にわたる改善・効率化に関する自

由なアイデアを提案」、また、新事業提案は「社員自らが

事業主体となる前提で会社に新たな事業を提案」する制

度で、それぞれ2000年度より実施しています。

2002年度の業務改善提案は、提案件数が216件、提

案者が延べ562名にのぼり、優秀賞には「熊追発電所土

砂流入防止対策による経費の削減について」をはじめ16

件が選ばれ表彰されました。

一方、アイデア提案の応募件数は212件で、審査の結果、

「社内封筒の作成印刷について」が金賞として表彰され

ました。

当社は、1998年9月に「企業理念」を制定するとともに、

2001年1月には「企業行動規範」を制定するなど、従前よ

りコンプライアンス経営に力を注いでおり、2003年4月には、

コンプライアンス活動を強化するための諸施策の一環とし

て、役員と社員個々人の業務活動に際しての、より具体

的な行動の判断基準として、「コンプライアンス行動指針」

を制定しました。

役員をはじめ社員の一人ひとりが、この行動指針に示

されているように、法令や社内規程に定められたことを守り、

社会常識に則った行動を心がけることにより、健全な企業

活動を推進していきます。

「企業理念」、「企業行動規範」、「コンプライアンス行

動指針」については、「コンプライアンス・ガイドブック」とし

て全員に配布し、周知を図っています。

コンプライアンス・ガイドブック

業務改善提案表彰式



当社では、1993年1月に制定した安全衛生管理規程に基づき、安全衛生管理体制、安全衛生教育、業者災害および

公衆災害の防止、健康保持増進、労働安全衛生マネジメントシステム等の細則を定め、安全衛生管理に取り組み、労働

災害の防止等に努めています。

従業員の健康面については、2002年度安全衛生業務計画で「健康の確保と増進は自分から」を基本目標に、「健康

診断と生活習慣の見直しによる健康づくりの推進」と「快適職場環境づくりの推進」を重点推進項目に掲げ、健康増進

に向けた指導の強化、衛生的で快適な職場環境の整備に努めました。
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 安全衛生管理体制

当社の安全衛生管理体制は本店の安全衛生所管部

（人事労務部）が安全衛生全体を総括し、現場機関は

各事業部の統括の下に管理しています。

【本店部門】

【水力流通部門】 【火力、原子力部門他】

安全衛生所管部長
（人事労務部長）

安全衛生所管部
（人事労務部長）
・安全担当（安全衛生G）
・衛生管理者
・産業医

総括安全衛生管理者
（安全衛生所管部担当役員）

安全担当

安全担当

安全担当

安全担当

社　長
副社長

常務取締役、担当取締役

安全管理者

支店長、建設所長
（総括安全衛生管理者）

所長（火力発電所等）
（総括安全衛生管理者）

所長（電力所、送電所等）
（総括安全衛生管理者）

各部長

各事業部長

・安全管理者
・衛生管理者
・産業医

・安全管理者
・衛生管理者

・安全管理者
・衛生管理者
・産業医
・安全担当

水力流通事業部長
（総括安全衛生管理者）

4．安全衛生の取り組み
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 安全教育研修

研修内容

階層別・職能別研修

災害模擬体験学習会

安全衛生教育トレーナー講座 他

実施主体（主催者）

人事労務部

同　　　上

中央労働災害防止協会

実施回数

１１

１

２１

延参加者数

２７５

８２

４０

当社では、社員の安全技術レベル等の向上を図る目

的で、社内での階層別・職能別研修を実施するととも

に中央労働災害防止協会等が実施する外部研修に積

極的に参加しています。

また、労働災害の悲惨さ・恐ろしさを実際に体験する

ことを目的とした災害模擬体験学習会を年1回実施して

います。

2002年度の主な研修の実績と参加者数は次の通りです。

階層別・職能別研修 災害模擬体験学習会

 安全パトロール
当社では、労働災害の防止を目的に大規模工事、定

期点検工事を中心に人事労務部長および支店長による

安全パトロールを実施しています。また、重傷災害等発生

機関については、災害の発生に至った要因・背景等の特

別調査を行い、結果については全社および関係事業者

に水平展開し再発防止に努めています。

 安全衛生委員会等
当社では、全社の安全衛生管理に関する意見を聞く

機関として、安全衛生全社委員会を設け従業員代表の

意見を安全衛生業務計画に反映しています。

また、全事業所（10人未満の事業所を含む）に安全衛

生委員会、または安全衛生推進委員会を置くことを義務

付け定期的に委員会を開催しています。

 当社・関係工事等業者の労働災害
2002年度は、「労働安全の最優先を実践する」を安全

の基本目標に、「転落・墜落、挟まれ、飛来・落下の繰り返

し型災害の防止」と「交通災害の防止」を重点推進項目

として災害防止に取り組み、発生件数で16件（死亡＝ゼロ、

重傷＝8人／8件、軽傷＝9人／8件）で、内7件が繰り返

し型災害となりました。

 安全衛生推進協議会の開催
当社業務にかかわり、工事業者の労働災害の防止お

よび衛生管理の推進面から、安全衛生推進協議会を設

け毎月1回定期的に安全衛生に関する情報交換を実施

しています。
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項　目

春季健康診断 

人間ドック

２００１年度

９４

５９

２００２年度

９５

６３

（単位：％）

※対象人員（人間ドックは３５歳以上を対象）に対する受診人員の割合

部　門

火　力

水力流通

原子力

運用状況

２００１年 ４月より運用

２００２年１０月より運用

２００３年 ２月より運用

事業所数

７

４

１

労働安全衛生マネジメントシステム運用状況

安全衛生PDCAサイクル

P　（年度安全衛生計画の策定）

D　（安全衛生計画の実施）

C　（実施内容の点検、監査）

A　（改善・見直し）

 労働安全衛生マネジメントシステムの運用
当社は、労働安全衛生活動における安全衛生水準の

連続的かつ継続的な向上を目的として、2002年4月に安

全衛生管理規程を改正し労働安全衛生マネジメントシス

テムの導入を制度化し、現在、下表の通り運用しています。

安全衛生マネジメントシステムでは、下図の通り、年間

の安全衛生施工業務をＰＤＣＡサイクルにより実施すると

共に安全衛生活動のノウハウの伝承を図っています。

 総合健康管理センター
本店地区の当社社員および関係会社社員の健康管

理を目的に総合健康管理センター（診療所、健康相談室、

歯科診療所）を設けて、医師、保健師、看護師、歯科衛

生士、臨床心理士を配置し、診療所では一般診療・精密

検査、健康相談室では各種健康診断・健康相談（メンタ

ルヘルス、栄養指導、保健指導、運動指導、セクハラ）、歯

科診療所では歯科診療・歯科健康相談を行っています。

 法定健康診断および人間ドックの受診状況
労働安全衛生法で規定している定期健康診断、特殊

健康診断を実施するとともに自主的取り組みとして、人間

ドック、歯科検診の受診を積極的に支援しています。主な

受診状況は、次の通りとなっています。

 メンタルヘルスへの取り組み
仕事の多様化等に伴ない従業員のストレスは多くなっ

てきており、これらに適切に対応するために、総合健康管

理センターの健康相談室に産業医、専門嘱託医、カウン

セラー、保健師を配置し、メンタルヘルスケアに取り組んで

います。

 職場における分煙対策
職場における受動喫煙を防止するため、原則事務室

内は禁煙とする分煙指針を策定し周知徹底を図るとともに、

空間分煙スぺースを確保し、職場の快適環境の保持に

努めています。

 VDT作業の労働衛生
「VDT作業における労働衛生管理のためのガイドライン」

（厚生労働省　2002年4月改訂）に準拠し、VDT作業の

労働衛生啓発ポスターの掲示、定時のJ-POWERリフレッ

シュ体操の推進、眼科検診等の実施によりVDT作業の

快適職場環境整備に努めています。
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5．人事労務制度

人材育成と人材の活用
● 評価マネジメント制度

当社における評価マネジメント制度は、「個人目標管理

制度」と「人事考課制度（行動考課・業績考課）」によっ

て構成されています。

・個人目標管理制度

目標達成に向けての取り組みを通じ、従業員に自

律的業務運営を促すとともに、組織戦略に基づいた

役割分担・相互協働を行うことを通じ、組織戦略の

実現を図ります。

・人事考課制度

（行動考課）

従業員が発揮した能力を、具体的な職務行動要

素に照らして評定することで、人材評価の客観化を

図り、また、その行動要素を指針として提示し、従業

員自身の能力開発と行動努力を促進させるものです。

（業績考課）

前述の個人目標管理制度により把握した成果を

基礎に、期間中の取り組み姿勢を加味して、具体的

な業務成果を評価します。

 能力開発支援
● 自らの意思によるキャリアの形成

従業員の「自律と選択」をキーワードに、自らの能力開

発のためにさまざまなプログラムを用意しています。

  ・ キャリアプラン形成支援

従業員自らの意思での計画的なキャリア形成と将来

にわたる能力開発を実現するため、年代に応じて各種

の「キャリアプラン研修」を実施し、社員の自己実現を

支援しています。

これらの制度はそれぞれ密接に関係し、賞与や基本

給等処遇への反映根拠として活用するとともに、上司と

部下の面談等を通じて、人材育成の観点から次期に向

けた取り組みを促すコミュニケーションツールとしても活用

しています。

● 自己申告制度

人材マネジメントの一環として、「自己申告制度」を設け

ています。年に1度、今後の職務や勤務機関の希望を聴

取することで、従業員個々のキャリア形成、将来設計を主

体的に考える機会を設けるとともに、長期的な人材育成・

人材配置計画に役立てています。

● 人材登録制度

高齢者施策の一環として、満60歳到達後も当社グルー

プで働く意欲のある従業員に対し、必要に応じ就業を斡

旋する「人材登録制度」を設けています。満60歳以降最

長満65歳までの就労を可能としています。勤務形態は、

本人の希望も考慮し、常勤または部分就労（週1日～4日）

を選択できるものとしています。

 
 

  ・ 国内外留学公募制度

公募により国内外の大学院や教育研究機関へ従

業員を派遣し、当社の事業展開に必要な知見や技術

を獲得することで、従業員の自発的な意思に基づく能

力の開発を支援しています。

当社は企業理念の中で、「誠実と誇りを、すべての企業活動の原点とする」、「自らをつねに磨き、知恵と技術のさきが

けとなる」、「豊かな個性と情熱をひとつにし、明日に挑戦する」と謳っています。企業の根幹は人であり、成長し続ける企

業であるためには常に成長する意欲をもった誠実で豊かな個性が必要です。そのような人材を育成するために、さまざまな

施策を実施しています。
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Ⅳ
・ 

社
会
・
従
業
員
と
の
か
か
わ
り

● セクシュアルハラスメントの防止

セクシュアルハラスメントを未然に防止するため、パンフレ

ットやビデオ教材による従業員への周知・啓発活動を行うと

ともに、相談や苦情に対応する窓口を設け対応しています。

通信教育講座パンフレット セクシュアルハラスメント防止パンフレット

職場環境の整備

● ビジネススキルの修得

社会人としての基礎的な能力のほか、各部門で必要と

される専門的な能力の修得を支援しています。

  ・ 新入社員研修

社会人としての基礎的なスキルを身につけることによ

り、職場への円滑な適応を支援しています。

  ・ ビジネススキル研修

法務や財務に関する基礎的な知識の修得や、コミュ

ニケーションなどに関する実践的なスキルの養成を図っ

ています。

  ・ 部門別研修

各部門ごとに必要とされる専門能力や技術力を修

得することにより、実践的な業務遂行能力を養成して

います。

 ● ビジネスリーダーの養成

職場のリーダーとして活躍する従業員を養成するため、

実践的なプログラムを用意しています。

  ・ 創発塾

基礎的な理論の修得と実践的なテーマを題材にし

たグループワークにより、ビジネスリーダーを養成しています。

  

  ・ 国内外機関への派遣

国内外の機関へ従業員を派遣し、実践的で専門

的なスキルを修得することで、即戦力となるビジネスリー

ダーを養成しています。

  ・ 資格取得推進

従業員のビジネススキルを強化し、業務に関連する

資格の取得を推進するため、新たに資格を取得した

者に対して祝金を支給しています。

  ・ 自己研鑚支援

従業員自らの意思で学ぶ機会を提供するため、通

信教育の受講や各種スクールへの通学を奨励し、一

定の条件を満たした学習修了者にはその費用の全額

または一部を補助しています。
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Ⅴ．資料

電力設備（最大出力）

水力

火力

 石炭

 地熱

合計

１９９７年度

　８２６

　５６５

 ５６４

 １

　１,３９１

１９９０年度

７０９

４６５

４６４

１

１,１７４

１９９８年度

　８２６

　５６５

 ５６４

 １

　１,３９１

１９９９年度

　８２６

　５６５

 ５６４

 １

　１,３９１

２０００年度

　８２６

　７７５

 ７７４

 １

　１,６０１

２００１年度

　 ８２６

　７８２

 ７８１

 １

１,６０９

２００２年度

８２６

　７８２

 ７８１

 １

１,６０９

単　位

万kW

万kW

万kW

万kW

万kW

水力

火力

 石炭

 地熱

合計

１９９７年度

　１３,７２９

　３４,０２４

 ３３,９２０

 １０５

 ４７,７５３

１９９０年度

１２,４５１

２９,５５１

２９,４５２

９９

４２,００２

１９９８年度

　１４,４１５

　２６,９９１

 ２６,８９０

 １０１

　 ４１,４０６

１９９９年度

　１２,５９６

　３２,４０６

 ３２,３１２

 ９５

　 ４５,００３

２０００年度

　１２,５５０

　４１,９４５

 ４１,８４０

 １０５

　 ５４,４９５

２００１年度

　 １１,３３３

　４４,５４４

 ４４,４３９

 １０５

５５,８７７

２００２年度

１０,６２４

４８,６７９

４８,５９９

８０

５９,３０３

単　位

百万kWh

百万kWh

百万kWh

百万kWh

百万kWh

CO2

SF6

HFC排出量

１９９７年度

　２,７７１

 ０.６７

 ０.８８

０．６

 －

 －

０．０

１９９０年度

２,４１８

０.６５

０.８９

－

－

－

－

１９９８年度

　２,２０７

 ０.６２

 ０.８９

０．６

 －

 －

０．０

１９９９年度

　２,６２６

 ０.６６

 ０.８８

０．２

 －

 －

０．０

２０００年度

　３,３６０

 ０.６９

 ０.８６

 ０．５

 ４.８

 ９０

０．０

２００１年度

　 ３,５７４

 ０.７１

 ０.８６

０．１

 ５.１

 ９８

０．０

２００２年度

３,９１５

０.７２

０.８６

０.０

４.２

９９

０.０

単　位

万t-CO2

kg-CO2/kWh

kg-CO2/kWh

t

t

%

t

石炭

　使用原単位（石炭火力）

重油

軽油

１９９７年度

　１,１１５

３５４

７

２

１９９０年度

９７１

３５７

１０

１

１９９８年度

　８８９

３５８

４

２

１９９９年度

　１,０５５

３５２

４

３

２０００年度

　１,３３３

３４３

３

５

２００１年度

　 １,４２０

３４３

５

３

２００２年度

１,５６３

３４４

５

３

単　位

万t

t/百万kWh

万kl

万kl

石炭火力平均熱効率（発電端）

１９９７年度

　３９.３

１９９０年度

３９.０

１９９８年度

　３９.１

１９９９年度

　３９.５

２０００年度

　４０.１

２００１年度

　 ４０.２

２００２年度

４０.３

単　位

％

発電電力量

燃料消費量

特定フロン

ハロン

その他フロン等

HFC（代替フロン）

保有量

消費量

保有量

消費量

保有量

消費量

保有量

消費量

１９９７年度

１.６

 ０.０

４.２

 ０.０

６.８

 ０.３

０.３

 ０.０

１９９０年度

３.６

０.７

４.７

０.０

２.８

０.０

－

－

１９９８年度

１.７

 ０.０

４.７

 ０.０

５.９

 ０.０

０.３

 ０.０

１９９９年度

１.９

 ０.０

４.３

 ０.０

８.７

 ０.０

０.３

 ０.０

２０００年度

　１.７

 ０.０

４.２

 ０.０

１０.０

 ０.０

０.４

 ０.０

２００１年度

　 １.８

 ０.０

４.３

 ０.０

１０.７

 ０.１

０.８

 ０.０

２００２年度

　１.６

 ０.０

４.４

 ０.０

９.４

 ０.１

１.１

 ０.０

単　位

t

t

t

t

t

t

t

t

特定フロン等使用実績

温室効果ガス排出量

排出量

排出原単位（全電源）

　〃　（石炭火力）

排出量

取扱量

回収率

石炭火力発電所平均熱効率（発電端）

データは各年度の年間値または年度末時点値です。

水力（揚水発電分を除く）

火力

 石炭

 地熱

合計

１９９７年度

　１０,１１９

３１,５９０

３１,４９６

９４

４１,７０９

１９９０年度

１０,０４６

２７,２９３

２７,２０６

８７

３７,３３８

１９９８年度

　１０,７４１

２４,９０５

２４,８１４

９１

３５,６４６

１９９９年度

　９,７８６

３０,０４１

２９,９５５

８６

３９,８２７

２０００年度

　９,９２９

３８,９８７

３８,８９２

９５

４８,９１５

２００１年度

　 ８,８７３

４１,５２９

４１,４３４

９６

５０,４０３

２００２年度

８,９０２

４５,５２７

４５,４５３

７４

５４,４２９

単　位

百万kWh

百万kWh

百万kWh

百万kWh

百万kWh

販売電力量

0

200

400

600

800

1,000 水力
火力

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2002

（万kW）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000 水力
火力

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2002

（百万kWh）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000 水力
火力

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2002

（百万kWh）

0

500

1,000

1,500

2,000
石炭（左目盛）
重油（右目盛）
軽油（右目盛）

1990

（万t） （万kl）

1997 1998 1999 2000 2001 2002

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2002

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0

38

39

40

41

42
（％）

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2002

1990 1997 1998 1999 2000 2001 2002

（t）

0

2

4

6

8

10

12
特定フロン保有量
　　〃　　消費量
ハロン　　保有量

その他フロン等保有量
　　　〃　　　消費量
HFC（代替フロン）保有量

（万t-CO2） （t）（％）
100

0

50

（kg-CO2/kWh）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

SF6排出量（t）
取扱量（t）
回収率（%）

CO2排出量（万t-CO2）
排出原単位（全電源）（kg-CO2/kWh）
 〃（石炭火力）（kg-CO2/kWh）

　年度別データ
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Ⅴ
・ 

資
料

SOx排出量

排出原単位（石炭火力）

排出原単位（全電源）

NOx排出量

排出原単位（石炭火力）

排出原単位（全電源）

１９９７年度

　１０.８

 ０.３２

 ０．２３

２４.８

 ０．７３

 ０．５２

１９９０年度

９.９

０.３４

０.２４

２６.４

０.９０

０.６３

１９９８年度

　９.０

 ０.３３

 ０．２２

２０.８

 ０．７７

 ０．５０

１９９９年度

　７.２

 ０.２２

 ０．１６

２１.８

 ０．６７

 ０．４８

２０００年度

　９.９

 ０.２４

 ０．１８

２２.３

 ０．５３

 ０．４１

２００１年度

　 １０.２

 ０.２３

 ０．１８

２３.４

 ０．５３

 ０．４２

２００２年度

９.５

０.２０

０.１６

２５.２

０.５２

０.４３

単　位

千t

g/kWh

g/kWh

千t

g/kWh

g/kWh

ガソリン

軽油

天然ガス

車両台数

２０００年度

　５１７

 １８２

 ４

４５９

２００１年度

　 ４５２

 １７６

 １

４１７

２００２年度

４３８

２１７

０.５

３９０

単　位

kl

kl

千m3N

台

海外研修受入人数  計

　　アジア・オセアニア

　　中近東・アフリカ

　　中南米

　　ヨーロッパ

１９９７年度

４７（１,７７５）

 ３５（１,１０８）

 ７（　３９３）

 ５（　２５６）

 ０（　  １７）

１９９８年度

５２（１,８２７）

 ４９（１,１５７）

 ２（　３９５）

 １（　２５７）

 ０（　  １７）

１９９９年度

６５（１,８９２）

 ５３（１,２１０）

 ９（　４０４）

 ２（　２５９）

 １（　  １８）

２０００年度

　１６（１,９０８）

 １２（１,２２２）

 ３（　４０７）

 １（　２６０）

 ０（　  １８）

２００１年度

　 ５３（１,９６１）

 ４７（１,２６９）

 ２（　４０９）

 ２（　２６２）

 １（　  １９）

２００２年度

１９（１,９８０）

１７（１,２８６）

１（　４１０）

１（　２６３）

０（　  １９）

単　位

人（累計）

人（累計）

人（累計）

人（累計）

人（累計）

石炭灰発生量

　〃　有効利用量

　〃　有効利用率

石こう発生量

石こう有効利用率

１９９７年度

　１４２.６

 ８０.８

 ５７

３２.９

１００

１９９０年度

１２５.７

７１.９

５７

－

１００

１９９８年度

　１０１.６

 ７２.３

 ７１

２２.９

１００

１９９９年度

　１２０.５

 ９０.０

 ７５

２３.５

１００

２０００年度

　１４４.３

 ９６.３

 ６７

３３.１

１００

２００１年度

　 １５３.９

 ９８.８

 ６４

３５.４

１００

２００２年度

１５０.７

１０１.４

６７

３３.０

１００

単　位

万t

万t

%

万t

%

オフィス使用電力量（全社）

本店ビル　電力使用量

　　　　　電灯・コンセント分

　　　　　　　〃　　（一人当たり）

１９９７年度

　－

 ８７７

 ２１４

０.１８

１９９８年度

　－

 ９０９

 ２２４

０.１９

１９９９年度

　－

 ８９９

 ２１６

０.１９

２０００年度

　１,７９６

 ８９０

 １９４

０.１７

２００１年度

　 １,７９７

 ８６６

 １９０

０.１７

２００２年度

１,７８１

８８４

１８５

０.１７

単　位

万kWh

万kWh

万kWh

万kWh

コピー紙購入量

コピー紙再生紙購入量　

コピー紙再生紙購入率

２０００年度

　－

 －

 －

－

　－

 －

 －

－

　－

 －

 －

－

　－

 －

 －

－

　－

 －

 －

－

　－

 －

 －

－

－

－

　－

 －

 －

 －

－

　－

 －

 －

－

－

　－

 －

 －

－

－

　－

 －

 －

－

－

　－

 －

 －

－

２００１年度

　 ２,５６０

 ２,３８０

 ９３

２００２年度

２,６１７

２,５６０

９８

単　位

万枚

万枚

%

電気事業営業収益

電気事業営業費用

経常利益

１９９７年度

４７６,２１９

 ３７２,５６３

 １６,６６２

１９９０年度

４１２,６３７

３２５,５１４

１１,８７９

１９９８年度

　４５１,５４３

 ３４５,３６７

 ３２,４５９

１９９９年度

４５０,３３０

 ３４４,４９３

 ３２,９１９

２０００年度

　４９５,３０７

 ３８４,９３７

 ３５,３３４

２００１年度

　 ５４７,７３３

 ４３４,２４１

 ３６,８８３

２００２年度

５４６,２０９

４２１,５４１

２７,２７５

単　位

百万円

百万円

百万円

実施件数

実施国数

中近東・アフリカ
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　グループ企業における取り組み

 環境マネジメント
● 開発電気㈱

● ㈱電発環境緑化センター

2002年11月に環境管理規程を制定し、環境基本方針

を掲げ社長をトップとした品質・環境管理推進委員会を

推進母体とし全社一体となった活動を開始しました。

≪主な活動の手順≫ 

1. 環境基本方針を社長が表明

2. 全社統一の年度環境目標を策定

3. 各機関の年度環境活動計画を策定し、実施

4. 計画通り実施されているか点検

5. 全社、年度環境目標の達成状況を評価

6. 次年度の目標、計画に反映し継続的改善

環境基本方針
開発電気株式会社は、環境保全への取り組みが企業活動

に必須であることを認識し、下記の環境保全活動を継続的に推
進して、持続的発展が可能な社会の実現に向け努力します。

１． 環境に与える負荷に配慮して事業活動を行います。
(1) 廃棄物の発生低減、適正処理に努めます。
(2) 省エネルギー、省資源に努めます。
(3) 大気系、水系等環境に与える影響の低減に努めます。

２． 環境保全関係の法令その他諸規程を遵守いたします。
３． 地域社会と調和を図り、環境維持に努めます。
４． 本方針を全従業員に周知し、教育・啓蒙に努めます。
　

平成14年11月1日
開発電気株式会社

代表取締役社長　 中澤　恒雄

品質・環境管理推進委員会
・委員長　： 社長
・副委員長： 品質･環境管理担当取締役
・委員　　： 副社長、各事業本部長、企画部担当取締役
                  その他委員長が指名する者 

≪主な活動の実績≫ 

○「環境基本方針」をポスターにして配付・掲示、ホームページに掲載

○「環境管理規程説明会」を本店3回、現地機関2回実施

○ 環境月間には多くの事業所がJ-POWERと協調し地域活動に参加　

○「環境講演会」を本店にて2回開催

○「みんなの品質・環境ニュース」を各月発行

○「社誌かいでん」に、環境に関する記事を適宜掲載（計4回掲載）

○「開発電気㈱の環境への取組み」を作成しホームページ等で公表

○「J-POWERグループ環境管理推進協議会」に副議長として参画

現在、グループ各社ではそれぞれ環境保全活動および

環境対応商品の開発・サービスの提供を行っています。

また、今後、J-POWERグループ環境管理推進協議会

を通じグループ各社の環境管理体制の整備を図っていく

こととしています。グループ会社における現在の取り組み

状況の一部を紹介します。

1997年8月、化学生物技術センター（福岡県）にて、

ISO14001認証を取得し、継続して運用しています。

環境管理組織図

地域の清掃活動

社　長

品質・環境管理推進委員会

総務部長

環境管理者 環境管理者

支店長
営業所長
事業所長
工場所長
センター長

安全品質環境管理部長 環境管理小委員会

本社社屋の
環境管理

事業所等の
環境管理

取締役
事業本部長等



発電所の建設、運営において培った技術を活かして、

大気、水質、燃料、作業環境、衛生管理など、生活環境

から自然環境まであらゆる事象の調査データの採取から、

精度の高い解析、予測、評価まで行っています。また緑化、

造園に関する企画調査、計画、設計、工事監理、施工お

よび維持管理など、幅広いニーズにお応えします。

70

● ㈱電発環境緑化センター

「障害者の授産活動支援を支援する会」（略称NPO 

DAWN）の活動支援のため、当社事業の一つであるリー

ス契約が終了後のノートパソコンを定期的に提供してい

ます（2回実施。1回に10台程度）。

● ㈱開発計算センター

長年、電気をつくる建設、保守に携わってきたからこそ、

電気を大事にするお手伝いに力を注ぎたくなります。

今、家庭をはじめ工場、ビル、学校、病院など私たちは

毎日大量のエネルギーを使用しています。ESCO（エスコ）

事業を通じて省エネ化と環境負荷の軽減に取り組み、今

ある設備を上手に利用して、私たちと一緒に地球環境へ

貢献してみませんか？

●開発電気㈱

当社と㈱三菱総合研究所の技術と人材を結集し資源

リサイクルの推進、公共施設の整備（PFI）、新エネルギー・

省エネルギーの推進など、環境とエネルギーに取り組まれ

ている自治体や企業などの皆さまに、メーカー色のない中

立的な立場から最適なソリューションをご提供します。

連絡先：株式会社エコアシスト
TEL　　03-3546-9382
ホームページ  http://www.eco-assist.co.jp/
E-mail：info@eco-assist.co.jp

● ㈱エコアシスト

屋上緑化・特殊空間緑化

磯子火力屋上緑化 特殊空間緑化

天井にファンを設置し、室内温度ムラをなくし、快適環境を図り冷暖房費の削減を図ります。

省エネ型インバータ安定器を採用し、電力量の削減（20～25%）とランプ寿命の延長(2～3倍)
によるランニングコストの低減を図ります。

連絡先：開発電気株式会社 電気事業本部　電気営業部　省エネ・技術グループ
TEL 03-5215-9071 ホームページ http：//www.kaiden.co.jp

エコシルフィ

ネオルック

【エコシルフィ】

【ネオルック】

緑化コンクリートとして石炭灰と廃ガラス
を有効利用した多孔質コンクリートを開発し
屋上緑化工事に採用しています。
電発緑化センターでは、種々の屋上緑化や特
殊空間緑化を手がけており、今後も積極的に
都市緑化などを推進していきます。

連絡先：株式会社電発環境緑化センター
環境緑化営業本部
TEL 03-3237-3313　ホームページ
http：//www.drc.co.jp
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石炭火力発電所環境保全対策設備の運転・保守な

どを担当し、そこから発生・副生する石炭灰や石こうの販

売と、これらを使ったリサイクル製品を開発し、「資源の有

効活用」を図っています。

● ㈱電発コール・テックアンドマリーン

山間地のダムには台風や大雨、雪どけなどによって、大

量の流木が運ばれてきます。こうした流木は、取水口に目

詰まりを起こすなどの障害を発生させるため、回収・撤去

されます。長期間水中に浸った流木をいろいろな視点か

ら有効利用できないものか調査・研究を行った結果、良質

な炭にできることを発見しました。この自然と人間に優しい

「流木炭」を新しい快適な生活の素材として事業を行っ

ています。

● 開発工事㈱

㈱エピュレは、「流木という資源を生かした製品」の販売部門として事業を展開しています。

●㈱エピュレ

「ク溶性けい酸加里肥料」は、石炭火力発電所から発生する石炭灰のユニーク
な活用方法として開発した農業用肥料で、全農(JA)の高い評価を得ており、コシ
ヒカリなどの銘柄高品質米用から畑作、園芸用まで、幅広く販売されています。
　また、家庭園芸用肥料「スーパーブレンド」を発売し、その拡販に努めています。

販売元：株式会社電発コール・テックアンドマリーン
　　　　肥料事業部 TEL 03-3352-6506（直通）

ホームページジ http://www.dct.co.jp/superblend.htm
スーパーブレンド販売代理店：電発産業株式会社
　　　　商事部　　 TEL 03-3352-6691

ホームページジ http：//www.dsk.co.jp

流木を乾留して得られる「木酢液」には優れた成分が豊富に含まれ
ている事は知られていましたが、人体に有害な成分を取り除く事が難
しかった為に、使用は禁じられていました。研究を重ねた結果、優れた
成分はそのまま残し、有害な成分だけを取り除く技術を世界で初めて
開発し、流木から「自然の恵み」と呼ぶにふさわしい「精製木酢液」を
つくり、「健康な肌への夢」を提供する化粧品シリーズを事業化しました。

株式会社エピュレ　お客さま窓口
フリーダイヤル 0120-669-884
ホームページジ http://www.epure.co.jp

ク溶性けい酸加里肥料「スーパーブレンド」

フレッセシリーズ

連絡先：開発工事株式会社 フリーダイヤル 0120-71-6668 ホームページジ http://www.kaiko.co.jp

流木炭 みずすまし 流木木酢液 ピロークッション
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年代 世界の動き 日本の動き 当社の動き

１９５０
１９６０

１９７０

１９８０

１９９０

２０００

１９７２

１９７５

１９８５

１９８８

１９９２

１９９４
１９９５

１９９６

　〃
１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２００１
　〃

　〃
２００２

　〃

国連人間環境会議開催
（ストックホルム）
ワシントン条約発効

オゾン層保護のためのウィーン条約採択

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）設置

｢環境と開発に関する国連会議｣開催（リオデジ
ャネイロ）

気候変動枠組条約発効
気候変動枠組条約第1回締約国会議（COP1）
開催（ベルリン）
気候変動枠組条約第2回締約国会議（COP2）
開催（ジュネーブ）
ISO14001「環境マネジメントシステム」制定
気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP3）
開催（京都）
気候変動枠組条約第４回締約国会議（COP4）
開催（ブエノスアイレス）
気候変動枠組条約第5回締約国会議（COP5）
開催（ボン）

気候変動枠組条約第6回締約国会議（COP6）
開催（ハーグ）

COP６再開会合開催（ボン）
気候変動枠組条約第７回締約国会議（COP７）
開催（マラケシュ）
京都議定書運用ルール決定
「持続可能な開発に関する世界首脳会議」　　
（ヨハネスブルグ）
気候変動枠組条約第８回締約国会議（COP８）
開催（ニューデリー）

１９６７
１９６８
　〃
１９７０
　〃
１９７１

１９７４
１９７５

１９７７

１９８４

１９９０

１９９３
　〃

１９９４

１９９５
１９９７
１９９８

　〃

１９９９
　〃

２０００

２００１
　〃

２００２
　〃
　〃
　〃
　〃
２００３

「公害対策基本法」公布
「大気汚染防止法」公布
「騒音規制法」公布
「水質汚濁防止法」公布
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」公布
「悪臭防止法」公布

「大気汚染防止法」改正公布（総量規制導入）
「振動規制法」公布

通産省省議アセス通達

「環境影響評価実施要綱」閣議決定

｢地球温暖化防止行動計画｣決定

｢再生資源の利用促進に関する法律｣公布
｢環境基本法｣公布

｢環境基本計画｣閣議決定

「容器包装リサイクル法」公布
「環境影響評価（アセス）法」公布
エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エ
ネルギー法）｣改正公布
「地球温暖化対策の推進に関する法律」公布

「PRTR法」公布
「ダイオキシン類対策特別措置法」公布

｢循環型社会形成推進基本法｣公布

省庁再編により環境省発足
「PCB廃棄物の適正な処理の推進に関する特
別措置法」施行

「省エネ法」改正
「地球温暖化対策推進大綱」改定
「地球温暖化対策推進法」改正
「京都議定書」受諾
「自然再生推進法」公布
「土壌汚染対策法」施行

１９５２
１９６０
１９６４
　

１９７３
１９７５

１９７６
１９７７
１９８０
１９８２

１９８６

１９８７
１９８８

１９９０
　〃
　〃
　〃
１９９３
　〃
　〃
　〃

　〃
１９９４
　〃
１９９５
１９９７
１９９８
　〃
　〃

１９９９
　〃
　〃
　〃
　
２０００
　〃
　〃

　〃
　〃

　〃

２００１
　〃
　〃

２００２
　〃
　〃

　〃
２００３
　〃

当社設立
御母衣、荘川桜の移植実施
磯子火力発電所に関する公害防止協定を横浜市と締結（横浜方式）

沼原、運開（湿原の保全）
高砂火力1号機、排煙脱硫装置完成
（わが国初の全量排煙脱硫装置）
十津川第一、取水口を表面取水設備に改造
船明、運開（魚道設置）
魚梁瀬、取水口を選択取水設備に改造
竹原火力1号、排煙脱硝装置設置

磯子火力、神奈川県「公害防止功労」受賞

石川石炭火力、公共の色彩賞環境色彩十選に入選
高砂火力発電所、「資源エネルギー庁長官表彰」受賞（省エネルギー）

｢地球環境問題対策委員会｣設置
西吉野第一、河川維持流量の放流開始（既設発電所で当社初）
田子倉、流木炭の製造開始
竹原火力発電所、「資源エネルギー庁長官表彰」受賞（省エネルギー）
｢環境行動推進会議｣設置
「でんぱつ環境行動指針」策定
流動床（FBC）燃焼技術開発が日本エネルギー学会技術部門賞受賞
流木炭、流木木酢液、流木ダルマが「通商産業省大臣賞」受賞（再資
源化アイデア）
若松総合事業所超高温タービン開発で「平成5年度苅田賞」受賞
熊牛、通産省グッドデザイン賞受賞
中国、高硫黄炭脱硫技術実証試験（黄島発電所）試験運転開始
竹原火力2号機、流動床ボイラ転換
奥清津第二、土木学会技術賞受賞（地域との共生･開放型発電所）
「新でんぱつ環境行動指針」策定
オーストラリア国の植林事業に着手
松浦火力発電所２号機･膜式排煙脱硫排水処理装置が「工業技術院長
賞」受賞（大気汚染防止）
松浦火力、ISO14001認証取得
大間原子力発電計画、国の電源開発基本計画に組み入れ
奥只見･大鳥増設建設所、ISO14001認証取得（建設機関として国内初）
松浦火力発電所２号機タービンが「日本機械学会賞」受賞（燃焼効率
向上等）
「環境管理規程」制定
「電源開発環境方針」制定
沖縄海水揚水、土木学会技術賞受賞（環境創生地）およびエネルギー
広報施設･広報活動表彰「運営委員長奨励賞」（環受賞境問題理解促
進活動）
苫前ウィンビラ発電所運開
石炭灰を利用した深層混合処理工法で「地盤工学会技術開発賞」受
賞（資源の循環利用）
橘湾火力発電所、「土木学会賞」受賞（周辺環境保全･調和対策、海底
浚渫土再利用、石炭灰大量有効利用他）
建設部 ISO14001認証取得
仁賀保高原風力発電所運開
磯子火力発電所、「公共の色彩賞－環境色彩10選」入賞

ISO14001に準拠したEMSの全社導入完了
磯子火力新１号機運開
灰循環型PFBC技術開発で「日本エネルギー学会賞」受賞（脱硫効率･
燃焼効率向上、石炭灰削減等）
大牟田リサイクル発電所運開
東京臨海風力発電所運開
大牟田リサイクル発電所、「新エネ大賞･新エネルギー財団会長賞」受賞

　環境年表
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京都議定書の概要

基本的考え方

京都議定書は、国連気候変動枠組条約に基づき、先進国の温室効果ガス削減目標を定めた国際条約です。

　京都議定書の概要

　地球温暖化対策推進大綱の概要

2002年3月19日、政府の地球温暖化対策推進本部に

おいて、新大綱が決定されました。この大綱は、わが国に

おける京都議定書の約束（1990年比▲6％削減）を履行

するための具体的裏付けのある対策の全体像を明らか

にし、政府を挙げて100種類を超える個々の対策・施策の

パッケージをとりまとめたものです。

地球温暖化対策推進法に規定する京都議定書目標

達成計画は、新大綱を基礎として策定されることになります。

○温暖化対策への取り組みが、経済活性化や雇用創出

などにもつながるよう、技術革新や経済界の創意工夫

を活かし、環境と経済の両立に資するような仕組みの

整備・構築を図る（「環境と経済の両立」）。

○節目節目（2004年、2007年）に対策の進捗状況につい

て評価・見直しを行い、段階的に必要な対策を講じて

いく（「ステップ・バイ・ステップのアプローチ」）。

○京都議定書の目標達成は決して容易ではなく、国、地方

公共団体、事業者、国民といったすべての主体がそれ

ぞれの役割に応じて総力を挙げて取り組むことが不可

欠である。かかる観点から、引き続き事業者の自主的取

組の推進を図るとともに、特に、民生・運輸部門の対策を

強力に進める（各界各層が一体となった取組の推進）。

○米国や開発途上国を含む全ての国が参加する共通

のルールが構築されるよう、引き続き最大限の努力を傾

けていく（「地球温暖化対策の国際的連携の確保」）。

地球温暖化対策推進大綱（新大綱）のポイント

２００４年と２００７年に総点検。必要に応じ経済的措置の導入検討

エネルギー起源　±０％

｛｛
１１億２,６００万t（＋７,３００万t）

（１９９０年レベル）

▲６％
▲７％

▲２％

＋１７％

＋５％ 転換転換

１９９０年 ２０１０年

１,８００万t

３,４００万t

２,２００万t

事業者が自主行動計画達成のため
京都メカニズムの活用が認められる

運輸

民生

産業

民生

産業

燃転

新エネ新エネ

省エネ省エネ

運輸

代替フロン等ガス

非エネ起源

革新的技術開発

森林吸収量

京都メカニズム活用

＋２.０％

▲０.５％

▲２.０％

▲３.９％

残り（▲１.６％）

新大綱　削減目標 エネルギー起源のCO2対策

現行対策

Business as usual

追加対策

１０億５,３００万t

〇対象温室効果ガス（GHG） ：CO2、メタン、N2O（亜酸化

窒素）、HFC（ハイドロフルオロカーボン）、PFC（パーフル

オロカーボン）、SF6（六フッ化硫黄）の6種類のガス
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Ⅴ
・ 

資
料

米国 豪州 カナダ ドイツ イギリス 日本

主要先進国一人当たりのCO2排出量比較（２０００年データ） 主要先進国の２０１０年におけるCO2削減コスト予想

（出典：2003エネルギー・経済統計要覧）

米国 カナダ、豪州
ニュージーランド

欧州の
OECD諸国

日本

（出典：IPCC地球温暖化第三次レポート）
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下図は先進国の国民一人当たりCO2排出量を示して

おり、日本が省エネ先進国であることがわかります。

京都議定書を批准した日本は、さらに一層のCO2削減

に取り組むことを約束しました。

種々のCO2排出削減対策が考えられますが、京都議

定書に規定された削減目標を国内対策だけで達成しよう

とすると、省エネの進んだ日本では下図の通り他の先進

国より大きな経済的負担を負うことになります。
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178

330.5

〇約束期間 ：2008～2012年（第一約束期間）

〇目標：先進国間で（注）約束期間平均の温室効果ガス

排出量を、1990年レベルに比べて少なくとも5％削減す

る。先進国は京都議定書の附属書Ｂで削減目標を数

値で約束し、日本の削減目標は6％。
（注）OECD諸国および旧ロシア、東欧

〇シンク（吸収源）の扱い：土地利用の変化および林業部

門における1990年以降の植林、再植林および森林減少

に限定して吸収量増大を排出枠に計上できる。詳細は

2003年12月のCOP9までに決定される予定。

〇京都メカニズム：削減目標を全世界規模で経済合理的

に達成する手段として導入されたメカニズム

＊ 排出量取引

GHG排出（または削減）量の国際取引。先進国は

他国での温室効果ガス排出削減量を国際取引する

ことにより自国のGHG排出量に削減として算入する

ことが可能。

＊ 共同実施（JI）

先進国間で共同でGHG排出削減の事業を実施し、

削減量を関係国間で配分する仕組み。2008～2012

年の削減量について有効。詳細ルールについては、

京都議定書が発効後検討を開始。

＊ クリーン開発メカニズム（CDM）

先進国が発展途上国でGHG排出削減の事業を実

施し、削減量を関係国間で配分する仕組み。2000

年以降の削減量について有効。詳細ルールはCDM

理事会で検討が進められ、2003年中にはCDMの正

式な登録準備が整う見込み。

最大のGHG排出国である米国が2001年に京都議定

書から離脱したことにより、一度は京都議定書は発効不

可能ではないかと危ぶまれましたが、その後の国際協調

により同年11月にはCOP7で京都議定書の運用ルールを

定める法文書が採択され、京都議定書発効に向けて、世

界が動き始めました。

日本政府は、日本の京都議定書約束達成のために必

要な法改正などを行ったうえで、2002年6月に京都議定書

を批准しました。その後、カナダ、ポーランド政府等も批准

して、現在ロシアが批准すれば、京都議定書発効の条件

が整う状況となっています。

 京都議定書の状況

日本政府　京都議定書を批准（2002.6）

〈京都議定書発効要件〉
・55カ国以上の批准………2003年6月末現在108カ国が批准
・批准した先進国のCO2排出量合計が55％以上…現在：43.9％

ロシアが批准すれば

90日後に

京都議定書が発効

カナダ・ポーランド・ニュージーランド政府
京都議定書を批准（2002.12）

COP7合意（2001.11）
京都議定書の運用ルールを定める法文書採択

日本のCO2削減努力
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6
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電気事業はCO2排出削減に対する目標として、2010年

度における使用端CO2排出原単位を1990年度実績から

20％程度低減（0.34kg-CO2/kWh程度にまで低減）するよ

う努めることとしています。

これにより、2010年度において、使用電力量は1990年

度比で43％増加すると見込まれるのに対し、CO2排出量

は14％程度の伸びに抑えられると試算されます。

「電気事業における環境行動計画」は、地球温暖化

問題等に対する電気事業としての取り組み方針・計画を

まとめたもので、実績や国内外の動向等を踏まえて毎年フ

ォローアップを行うこととしています。

この行動計画は、1997年6月に経団連が策定した「経

団連環境自主行動計画」に組み込まれており、「経団連

環境自主行動計画」およびこれらを構成する産業界の自

主行動計画は、国の審議会等でその進捗状況の点検を

受けています。

また、「経団連環境自主行動計画」（当時）は、政府が

京都議定書における温室効果ガス削減目標6％を達成

するための具体的施策として取りまとめた「地球温暖化

対策推進大綱」の中で、「中核の一つを成すもの」と位置

付けられています。

75

項　　目

使用電力量
（億kWh）

CO２排出量
（億ｔ‐CO２）

使用端CO２排出原単位
（kg-CO２／kWh）

１９９０年度
（実績）

６，５９０

２．７７

０．４２１

１９９９年度
（実績）

８，１７０

３．０７

０．３７５

２０００年度
（実績）

８，３８０

３．１７

０．３７８

２００１年度
（実績）

８，２４０

３．１２

０．３７９

２００５年度
（見通し）

８，６２０

３．１

０．３６

２０１０年度

［見通し］
９,４３０

［見通し］
３.２

［目標］
１９９０年度比２０％程度低減

（０.３４程度）

地球温暖化対策

＊使用端CO2排出原単位　＝　CO2排出量　÷　使用電力量
＊20０5年度、2010年度の見通しは、平成１４年度供給計画をベースに試算したものである。
＊共同火力、IPPなどから購入して販売した電力量、購入した電力の発電時に排出されたCO2を含むが、PPSは含まない。［ ］内の値は、IPP、自家発電などからの購入電力分に相当するCO2排出量を再掲。
＊CO2排出量等は、国の動向を踏まえ、燃料種別CO2排出係数を環境省「温室効果ガス排出量算定に関する検討結果総括報告書」（平成１４年8月）の記載値に変更するなどし、1990年度に遡って再計算した。

　電気事業における環境行動計画

［０.０２］ ［０.０９］ ［０.１１］ ［０.１３］

日本の電気事業における取り組みは、先進国の電気

事業者の中でも高いレベルにありますが、地球温暖化問

題に対してより積極的な対応を行っていく必要があるとの

認識から、以下に示す対策を基本として総合的な取り組

みを進めています。

電気事業におけるCO2排出削減対策を大別すると「電

気の供給面」と「電気の使用面」の二つに分けられます。

「電気事業における環境行動計画」電気事業連合会（2002.9）より抜粋

CO２排出削減目標

CO２排出抑制に向けた取り組み
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● 電気供給面での対策

・発電の際にCO2を排出しない原子力発電や比較

的排出の少ないLNG火力発電の導入拡大と原

子力発電の利用率向上

・水力・地熱・太陽光・風力発電等の自然エネルギー

の開発・普及

・コンバインドサイクル発電や高効率石炭火力の導

入等による火力発電効率の向上と送配電ロスの

低減等電力設備の効率向上

CO２排出原単位（発電端）の各国比較（２０００年度）
（電気事業連合会試算）

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0

20

40

60

80

100

0.07 

78

13

12

60

34

10

24 21 30 22

7
411

0.21

0.33

0.44 0.47
0.52

0.59

フランス カナダ 日　本 イギリス イタリア ドイツ 米　国

CO2排出原単位
（kg-CO2/kWh）

発電電力量比率（％）

出典：Energy Balances of  OECD Countries 1999-2000
 日本については電気事業連合会調べ

原子力発電
水力発電廃棄物等の削減・再資源化

電気事業における廃棄物最終処分量の削減目標

主な廃棄物と副生品の再資源化量等の推移
（万 t）
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136 141 200

750

950

800

1,000
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（見通し）

（年度）2005
（見通し）

2000
（実績）

2001
（実績）

1999
（実績）

1998
（実績）

1990
（実績）

633

774

150

657

807

電気事業連合会資料（2002.9）

電気事業連合会資料（2002.9）＊廃棄物には、有価物も含む。
＊がれき類（建設廃材）と金属くずについては、1990年度は推計値
＊脱硫石こうは副生品として全量売却されている。

＊1990年度は一部推計値を含む。

再資源化量
最終処分量

目標

Ⅴ
・ 

資
料

種　類

燃え殻
ばいじん
（石炭灰）

発生量
再資源化量

（再資源化率）

３４７
１３７

（３９％）

４７９
３６６

（７６％）

５４４
４２０

（７７％）

５８２
４４６

（７７％）

４０
２１

（５３％）

４７
３９

（８３％）

３６
３０

（８３％）

３９
３４

（８７％）

１４
１３

（９３％）

１５
１４

（９３％）

１５
１５

（９６％）

１５
１４

（９４％）

８５
８５

（１００％）

１４７
１４７

（１００％）

１５７
１５７

（１００％）

１５３
１５３

（１００％）

がれき類
（建設廃材）

発生量
再資源化量

（再資源化率）

金属くず
発生量

再資源化量
（再資源化率）

脱硫石こう
発生量

再資源化量
（再資源化率）

１９９０年度 １９９９年度 ２０００年度 ２００１年度

廃
　
棄
　
物

副
生
品

● 電気の使用面での対策

・お客さまサイドにおける省エネルギー方策のPR活動、

ヒートポンプ等、高効率・省エネルギー機器の開発・

普及および未利用エネルギーの活用

・蓄熱システム等の普及・促進による負荷平準化の推進



あ

亜酸化窒素（N2O）
一酸化二窒素ともいう。二酸化炭素、メタン、対流圏オゾン、クロロフル

オロカーボン（CFC）などとともに代表的な温室効果ガスの一つ。温室効

果はCO2の310倍。物の燃焼や窒素肥料の施肥などが発生原因である

といわれている。

アッシュクリート

一般廃棄物
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」では、産業廃棄物以外の廃棄

物を一般廃棄物と定義しており、家庭から発生する「生活系一般廃棄物」

と事業所や飲食店から発生する「事業系一般廃棄物」に区分している。

硫黄酸化物（SOx）
硫黄の酸化物の総称で、SOxと略称される。二酸化硫黄（SO2）のほか、

三酸化硫黄（SO3）、硫酸ミスト（H2SO4）などが含まれる。工場や火力発

電所で石炭、重油を燃焼する際、その燃料中に存在する硫黄分が硫黄

酸化物となり排出ガス中に含まれ酸性雨の原因物質などの一つとして大

気汚染の原因となる。

オゾン層

温排水
火力や原子力発電において、タービンを回した後の蒸気は、復水器で

冷却されて水に戻り、再びボイラーに送られ循環利用されている。この

復水器の冷却用水として、わが国のほとんどの発電所では海水が使用さ

れている。蒸気を冷やした海水は、復水器を通る間に温度が上昇し、放

水口から海に戻されるので、この海水を温排水と呼んでいる。

か

海水揚水発電
海を上部調整池もしくは下部調整池として利用する揚水発電。利点と

しては河川水等の淡水および下池用のダムが不要、海岸に面した立地と

なることから電力需要地近傍に建設できる可能性が広がる。資源エネル

ギー庁は世界初の実証試験を沖縄本島にて実施中である。

化学的酸素要求量
（COD : Chemical Oxygen Demand）
水中の汚濁物質（主に有機物）を酸化するのに消費される酸素量。

海域や湖沼の汚濁指標に用いる。

河川維持流量
河川環境の保全および清流回復への取り組みとして、発電所の減水

区間を解消する目的で、各河川ごとに魚類の生息環境の回復や河川景

観の向上など、良好な河川環境を回復・創出するうえで確保すべき要件

を総合的に検討し設定される河川放流量のこと。

環境アセスメント
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P.28

P.41

P.10,43

P.10,11,12,19,33,68

P.28

P.34

P.37,46

P.10

P.38

P.32,77

1999年6月に施行された環境影響評価法は、規模が

大きく環境影響の程度が著しくなる可能性のある事業に

ついて、その実施が環境に及ぼす影響の調査･予測およ

び評価等を事業者が行うとともに、その方法および結果に

ついて地方公共団体の長（都道府県知事等）、事業の

実施にかかわる免許等を行う者（主務大臣等）、その他

の環境保全の見地からの意見を有する者(住民等)が意

見を述べるための手続きを定め、それによる環境影響評

価の結果を事業の内容に反映させるための措置を講ず

ることなどを定めています。

発電所については、過去20年間、通商産業省（当時）

で省議決定された環境アセスメント制度に基づき環境影

響評価を実施してきましたが、環境影響評価法制定に合

わせて電気事業法改正も行われました。現在はこの二つ

の法律に基づいて環境影響評価が行われています。

なお、当社はこれまで上記法律に基づく対応の他に公

有水面埋立法、地方自治体の条例・要綱等に基づき、環

境アセスメントを実施してきています。

環境影響評価法

（一定規模以上）

事業開始

意見

届出

判定
（アセスが必要か否か）

届出

審査・勧告

送付 意見

意見
意見

意見
意見

都道府県知事

環境大臣

都道府県知事

経済産業大臣 都道府県知事

住民

住民

住民

届出

審査・勧告

届出

審査・勧告

調　査

準備書

評価書

都道府県知事

方法書
（アセスの方法）

経済産業大臣

経済産業大臣

経済産業大臣

事業計画

送付

縦覧

送付

縦覧・説明会会

送付

縦覧覧

国 事業者 住民・地方自治体

　環境影響評価法の概要

ペ ジは、主な記載カ所を表示ページは 主な記載カ所を表示



環境会計
従来は財務分析の中に反映されにくかった企業の環境保全に関する投

資や経費、さらにその効果などを正確に把握し、開示していくための仕組み。

企業にとっては、自社の環境保全への取り組みを定量的に示して、事業活動

における環境保全コストの費用対効果を向上させるメリットがあり、ステークホ

ルダーにとっては、環境報告書などを通して企業環境会計データを得ることで、

企業の環境への取り組みの状況を同じ尺度で比較・検証するツールとなる。

環境監査

環境効率（性）
事業活動で使用される水、電気、原料等の使用量の削減活動や廃棄

物、排水、排ガス等の発生量の削減活動および遵法性、環境汚染防止

等への努力を数値化し、活動状況を比較評価する手法。

環境創生地

環境保全協定（公害防止協定）

環境マネジメントシステム
（EMS : Environmental Management Systems）

気候変動枠組条約
地球の気候系に対し危険な人為的干渉を及ぼすことにならない水準

において大気中の温室効果ガスの濃度を安定させることを究極的な目的

とした条約。1994年3月発効。

京都議定書

京都メカニズム

グリーン購入
製品やサービスを購入する際に、価格や品質、利便性、デザインだけで

なく環境への影響を重視し、環境負荷ができるだけ小さいものを優先して

購入すること。

さ

再生可能エネルギー
地球上で有限である石炭・石油などの化石燃料に対し、太陽、水力、

風力、波力、バイオマスなど、自然現象の中で得られるエネルギーのこと。

産業廃棄物
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚泥、廃油、廃酸、

廃アルカリ、廃プラスチックなどの廃棄物をいう。「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律」により、その適正な処理が図られている。

持続可能性報告ガイドライン
持続可能な発展という観点から、環境面のみでなく社会面と経済面の

報告も統合した報告（サステナビリティレポート）について、国連環境計画や

各国の環境団体、機関投資家、会計士協会、企業などからなる国際的な

NGOであるGRI（Global Reporting Initiative）が策定しているガイドライン。

持続可能な発展／開発（Sustainable Development）
1987年の「環境と開発に関する世界委員会」報告書では、「持続可

能な開発とは、将来の世代が自らの欲求を充足する能力を損なうことなく、

今日の世代の欲求を満たすような開発をいう」と定義している。また、1991

年に国際自然保護連合（IUCN）、国連環境計画（UNEP）、世界自然保

護基金（WWF）が共同で作成した「新・世界環境保全戦略」では「人々

の生活の質的改善を、その生活支持基盤となっている各生態系の収容

能力限界内で生活しつつ達成すること」と定義している。

指定運営機関
（DOE : Designated Operational Entity）
CDM事業の有効化審査、削減量の検証、認定を行う機関としてCDM

理事会の信任と国連事務局の指定を受けた機関。

循環型社会
有限な資源の永続性を確保するため、大量生産・大量流通・大量消費・

大量廃棄の社会のあり方を根本から見直し、人間の生活や企業活動な

どに伴なって発生・消費される物やエネルギーなど全てを資源として循環

し、または繰り返し利用するとともに、廃棄するものを最小限とすることで、

環境への負荷を可能な限り低減するシステムを実現する社会のこと。

シンク（吸収源）

水源林

石炭ガス化燃料電池複合発電
（IGFC : Integrated Coal Gasification Fuel Cell Combined 
Cycle）
燃料電池、ガスタービン、蒸気タービンの3つの発電形態を組み合わせた

トリプル複合発電システムで、石炭火力発電としては究極の発電システム。

石炭灰

た

ダイオキシン類
ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）、ポリ塩化ジベンゾフラン

（PCDF）およびコプラナ－ポリ塩化ビフェニル（コプラナ－PCB）の総称。

通常、環境中に極微量に存在する有害な物質。人の生命および健康に

重大な影響を与えるおそれがある物質であることから、2000年1月ダイオキ

シン類対策特別措置法が施行され、廃棄物焼却炉などからの排出抑制

が行われている。

代替フロン
オゾン層を破壊するフロンガスの代わりとして利用されている物質。代

替フロンは半導体の製造過程や冷蔵庫などに利用されているが二酸化

炭素の数千倍から数万倍もの温暖化作用があるため、1997年12月に京

都で開催された気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）で削減

の対象になった。

地球温暖化

窒素酸化物（NOx）
物が燃える際に大気中の窒素や物に含まれる窒素化合物が酸素と

結合して窒素酸化物（NOx）が必ず発生する。発電所や工場のボイラー、

および自動車エンジンなど高温燃焼の際に一酸化窒素（NO）が発生し、

これはまた酸化されて安定な二酸化窒素（NO2）となり大気中に排出され

る。また窒素酸化物は紫外線により光化学反応を起こし、オゾンなど光化

学オキシダントを生成する。

地熱発電

超々臨界圧技術（USC : Ultra Super Critical）

超臨界水
水は高温・高圧の臨界点（374℃、22.1メガパスカル）を超えると、「超臨

界状態」となり、通常では水に溶けないものでも溶けるようになるとともに、

酸化分解も促進され、有機物を最終的には水と炭酸ガスに分解できる。
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低公害車

電気式集じん装置

電気事業における環境行動計画
電気事業者が自主的かつ積極的に環境保全対策に取り組むため、

電気事業連合会関係12社がとりまとめた自主行動計画。地球温暖化対

策や循環型社会の構築について具体的な目標を設定し積極的な取り組

みを行っているもの。透明性を確保するため毎年フォローアップを行い、結

果を公表している。

電力自由化
1999年5月に改正電気事業法が成立し、2000年3月施行となり、これま

で地域の電力会社（全国の10電力会社）に限って認められていた電力

の小売事業は、他企業も参入できることになった。これにより、対象となる

場合には、電力の供給者を、地域の電力会社も含めた中から自由に選択

できるようになった。

特別管理産業廃棄物
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」では、産業廃棄物の中で爆

発性、毒性、感染性を有するものを特別管理産業廃棄物と定義し、厳重

な管理を図っている。引火点の低い廃油、医療系廃棄物、PCB廃棄物、

廃石綿、重金属を高濃度含有する汚泥等が該当する。

土壌汚染
土壌や地下水が有害物質により汚染されること、または汚染された状態

のこと。原材料の漏出や廃棄物の埋立・投棄等により汚染物質が直接土

壌に混入する場合と、大気汚染や水質汚濁等を通じて間接的に土壌を汚

染する場合があり、いったん汚染されると回復が困難で顕在化しにくい。

な

燃料電池
燃料電池は、外部から水素と酸素を供給しその化学反応によって電

気を発生させる装置で高い発電効率が得られ、排熱も有効利用できるた

め総合エネルギー効率が高く、省エネルギーやCO2排出量の削減にも効

果がある。燃焼工程がないために大気汚染物質の排出が少なく、また、

発電設備に回転部分がないため低騒音等環境特性上優れている。

は

ハイドロフルオロカーボン（HFC）
オゾン層を破壊しないことから、CFCsやHCFCsの規制に対応した代替

物質として1991年頃から電気冷蔵庫、カーエアコンなどに使用されはじめ

た化学物質。人工的温室効果ガス。温室効果はCO2の12～12,000倍。

パーフルオロカーボン（PFC）
1980年代から、半導体製造用として使用されている化学物質。人工

的温室効果ガス。温室効果はCO2の5,700～11,900倍。

排煙脱硝装置

排煙脱硫装置

バイオマス

ばいじん
大気中の浮遊物質の発生源について、大気汚染防止法では、物の燃

焼等によって発生する物質を「ばいじん」、物の粉砕や堆積に伴い発生

または飛散する物質を「粉じん」、自動車の運行に伴い発生するものは

「粒子状物質」と区分している。

発電（熱）効率
ボイラーで発生した熱量のうち、どの位が電気に変わったかを示す指標。

ビオトープ
ドイツ語のBio（生物）とTope（空間、場所）を組み合わせた造語で、野

生生物が共存している生態系、生息空間のこと。元来は広範囲の自然

生態系を意味するもの。最近では人工的に植物や魚、昆虫が共存する

空間として作り出したものを指す事が多い。

風力発電

附属書Ⅰ国
気候変動枠組条約の附属書Ⅰに記載されている将来の温室効果ガス

排出削減を約束した国（本文中では「先進国」と表現）。

附属書B国
京都議定書の附属書Ｂに記載されている、2008年から2012年までの

間の1990年比温室効果ガス排出削減を数値目標として示して約束した

国（本文中では「先進国」と表現）。

プルサーマル
プルサーマルとは原子炉使用済燃料の再処理によって回収されるプル

トニウムをウランと混合した酸化物燃料（MOX（モックス）燃料；Mixed 

Oxcide Fuel)の形で、主として軽水炉発電により利用するものである。

フルMOX-ABWR
これまでの「プルサーマル計画」は、原子炉全体の3分の1程度まで

MOX燃料を使用する計画であるが、これに対して、原子炉全体（フル）で

MOX燃料を利用する計画を「フルMOX」という。

ま

メタン（CH4）
天然ガスの主成分。なお、有機物の腐敗・発酵によっても発生する。温

室効果ガスのうち、二酸化炭素の次に多く排出されており、温室効果は

CO2の21倍。

や

揚水式水力発電

ら

ライフサイクルアセスメント
（LCA : Life Cycle Assessment）
その製品にかかわる資源の採取から製造、使用、廃棄、輸送などのす

べての段階を通して、投入された資源・エネルギーや、排出された環境負

荷およびそれらによる地球や生態系への環境影響を定量的、客観的に

評価する手法のこと。

流木

六フッ化硫黄（SF6）
フッ素と硫黄の化合物で、天然には存在せず工業的に生成される。化

学的に安定で、絶縁性能に優れていることなどから、電気事業では、遮断

器などの絶縁ガスに使用している。温室効果はCO2の22,200倍。
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P.23,70
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P.75
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アルファベット

A

ABWR
（改良型沸騰水型炉：Advanced Boiling Water Reactor）

C

CDM
（クリーン開発メカニズム：Clean Development Mechanism）

E

EAGLE（燃料電池用石炭ガス製造技術：
Coal Energy Application for Gas, Liquid and Electricity）

F

FGC深層混合処理工法
石炭灰・石こう・セメントの混合スラリーを軟弱地盤の改良工事に使用

する工法。

I

IPP（独立発電事業者：Independent Power Producer）
一般電気事業者に電気を供給する事業者のうち卸電気事業者以外

のもの。

ISO14001
国際標準化機構（ISO）が策定している環境管理に関する国際規格

ISO14000 シリーズの一つで、環境マネジメントシステムの要求事項を規

定したもの。

J

JI（共同実施：Joint Inplementation）

 

O

ODA
（政府開発援助：Official Development Assistance）
政府や関係機関が発展途上国の経済発展や福祉向上などを目的に

提供する資金や技術援助のこと。外務省や国際協力事業団（JICA）、

国際協力銀行（JBIC）などが実施する。

P

PCB
（ポリ塩化ビフェニル：Polychlorinated Biphenyl）
1929年に初めて工業製品化された有機塩素化合物。安定性、耐熱性、

絶縁性を利用してさまざまな用途に用いられてきたが、環境中で難分解

性であり、生物に蓄積しやすく、かつ慢性毒性があることが明らかになり、

1974年に化学物質審査規制法に基づき、製造、輸入、新規使用が禁止

された。保管中のPCB廃棄物については、2001年7月に施行されたPCB

特別措置法により、2016年までの無害化処理が規定された。

PDCAサイクル
Plan（計画）Do（実行）Check（点検）Action（行動）からなるサイクル。

環境管理システムにおいても、このサイクルを繰り返し回すことにより継続

的改善を図っていくことが基本となる。

PFI
（民間主導の社会資本整備：Private Finance Initiative）
従来国や地方自治体が行ってきたインフラ整備などのサービスを、民間

資本が代わって提供する手法で、行政の財政負担を増すことなく社会資

本の整備を行う効果と同時に、企業の公共事業拡大の契機としても注目

されている。

PPP
（官民協力： Public-Private and Partnership）

PPS
（特定規模電気事業者：Power Producer Supplier）
特定規模需要（沖縄電力を除く一般事業者が運営する特別高圧電

線路から受電し、かつ、一つの需要地における最大使用電力が

2,000kW以上の需要。沖縄電力にあっては6万V以上の電線路から受

電し、一つの需要地における最大使用電力が2万kV以上の需要）に応

じて電気を供給する事業者。ただし、送電路の運用者である一般電気

事業者を除く。1999年の電気事業法改正で新たに規定された。

PRTR
（環境汚染物質排出・移動登録：Pollutant Release and 
Transfer Register）

R

RDF（廃棄物固形化燃料：Refuse Derived Fuel） 

S

SOFC
（固体酸化物燃料電池： Solid Oxide Fuel Cells） 

SPC（特別目的会社： Special Purpose Company）

P.46

P.47

P.24

P.15

P.15 P.44,46

P.47

P.3,29,30,74

P.40

P.3,29,30,74

P.39

P.36

P.44

P.75

P.44

P.36

P.44
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本店
水力流通事業部管下

建設所他

経営企画部管下

技術開発センター管下

火力事業部管下

原子力事業部管下

エンジニアリング事業部管下

北海道支店　　　
北地域制御所　　　
北本連系電力所
　上北支所　　
上士幌電力所　
　桂沢駐在
北海道送電管理所　
上士幌送電所　　
北海道情報通信所　　

東日本支店　　　
東地域制御所　　　
川越電力所　
沼原電力所　　
田子倉電力所　　　
下郷電力所　　
東和電力所　
小出電力所　
奥清津電力所　
西東京電力所　　　
東日本送電管理所　　
関東情報通信所　　
東北情報通信所　　

中部支店　　
中地域制御所　　　
名古屋電力所　　
佐久間電力所　　
　天竜駐在
九頭竜電力所
　尾口駐在
御母衣電力所　　
中部送電管理所　　
静岡送電所
中部情報通信所　

西日本支店　
西地域制御所
紀和電力所
十津川電力所
北山川電力所　
　尾鷲駐在
高知電力所
　早明浦駐在
南九州電力所　
西日本送電管理所
橋本送電所
福岡送電所
関西情報通信所
四国情報通信所
九州情報通信所　

奥只見・大鳥増設建設所
大間幹線立地所
中四幹線工事所
佐久間東幹線建替工事所　
揖斐川調査所　　
球磨川調査所　　
若松総合事業所
北陸支社
中国支社　
仙台事務所
高松事務所　　　
福岡事務所　　　
技術開発センター
茅ヶ崎研究所　　
若松研究所　
磯子火力発電所
高砂火力発電所　
竹原火力発電所　
橘湾火力発電所
松島火力発電所　
松浦火力発電所
石川石炭火力発電所
鬼首地熱発電所
若松火力センター
大間原子力建設準備事務所
青森事務所
沖縄海水揚水実証試験所

１０４－８１６５　東京都中央区銀座６－１５－１
０６０－０００３　札幌市中央区北三条西３丁目　大同生命ビル
０４１－１１０２　北海道亀田郡七飯町字峠下７０３
０４１－１１０２　北海道亀田郡七飯町字峠下７０３
０３９－２６５４　青森県上北郡東北町字塔ノ沢山１３４－１
０８０－１４０８　北海道河東郡上士幌町字上士幌東２線２２８－３
０６８－２１０２　北海道三笠市西桂沢９２－６
０４１－１１０２　北海道亀田郡七飯町字峠下７０３
０８０－１４０８　北海道河東郡上士幌町字上士幌東２線２２８－３
０４１－１１０２　北海道亀田郡七飯町字峠下７０３
３５０－１１６２　埼玉県川越市大字南大塚１５１番地
３５０－１１６２　埼玉県川越市大字南大塚１５１番地
３５０－１１６２　埼玉県川越市大字南大塚１５１番地
３２５－０１１１　栃木県黒磯市板室字滝の沢８９７－６
９６８－０４２１　福島県南会津郡只見町大字只見字新屋敷１６０４番地　
９６９－５２０８　福島県南会津郡下郷町大字小沼崎字半丈乙８４７－１　
０２８－０１２２　岩手県和賀郡東和町谷内９区１５番地
９４６－００１１　新潟県北魚沼郡小出町大字小出島字坂之下８８９
９４９－６２１２　新潟県南魚沼郡湯沢町大字三国字土場山５０２
１９５－００５１　町田市真光寺２号１６０番地－１
３５０－１１６２　埼玉県川越市大字南大塚１５１番地
３５０－１１６２　埼玉県川越市大字南大塚１５１番地
９８０－０８１１　仙台市青葉区一番町４－６－１　仙台第一生命タワービル
４８６－０８１５　愛知県春日井市十三塚町十三塚３０３０番地
４８６－０８１５　愛知県春日井市十三塚町十三塚３０３０番地
４８６－０８１５　愛知県春日井市十三塚町十三塚３０３０番地
４３１－３９０１　静岡県磐田郡佐久間町佐久間２６９０
４３１－３４２１　静岡県天竜市日明１４３
９１２－０２１４　福井県大野郡和泉村長野３６の１７
９２０－２３３６　石川県石川郡尾口村字東二口子４
５０１－５５０５　岐阜県大野郡白川村牧字横平１６２－１
４８６－０８１５　愛知県春日井市十三塚町十三塚３０３０番地
４２０－００６８　静岡県静岡市田町４丁目６９
４８６－０８１５　愛知県春日井市十三塚町十三塚３０３０番地
５３０－６６９１　大阪市北区中之島６－２－２７　中之島センタービル
７９３－００１０　愛媛県西条市飯岡２８１０
６４８－００１６　和歌山県橋本市隅田町下兵庫６２２－２
６３７－１３３３　奈良県吉野郡十津川村小原５－３
６３９－３８０６　奈良県吉野郡下北山村大字下池原ウノス７５１
５１９－３６６７　三重県尾鷲市大字南浦３２７６
７８１－６４４５　高知県安芸郡北川村長山１７７
７８１－３６１８　高知県長岡郡本山町吉野８０
８６８－００２２　熊本県人吉市願成寺町８６０番地１３
７１１－０９３３　岡山県倉敷市児島通生１６００－１
６４８－００１６　和歌山県橋本市隅田町下兵庫６２２－２
８１２－００１１　福岡市博多区博多駅前３－２－１　日本生命博多駅前ビル
６４８－００１６　和歌山県橋本市隅田町下兵庫６２２－２
７９３－００１０　愛媛県西条市飯岡２８１０
８１２－００１１　福岡市博多区博多駅前３－２－１　日本生命博多駅前ビル
９４６－００１１　新潟県北魚沼郡小出町大字小出島字坂之下９３８
０３５－００３５　青森県むつ市本町１番１０号
７９３－００１０　愛媛県西条市飯岡２８１０
４１２－００４２　静岡県御殿場市萩原５１８－１　ドリームパレス
５０１－０６０３　岐阜県揖斐郡揖斐川町上南方６７５
８６８－００２２　熊本県人吉市願成寺町８６０番地１３
８０８－０１１１　福岡県北九州市若松区柳崎町１番　
９３０－０００４　富山県富山市桜橋通り５－１３　富山興銀ビル
７３０－００１３　広島市中区八丁堀１５－１０　セントラルビル
９８０－０８１１　仙台市青葉区一番町４－６－１　仙台第一生命タワービル
７６０－００２３　香川県高松市寿町１－４－３　ＧＥエジソンビル高松
８１２－００１１　福岡市博多区博多駅前３－２－１　日本生命博多駅前ビル
２５３－００４１　神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎１－９－８８
２５３－００４１　神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎１－９－８８
８０８－０１１１　福岡県北九州市若松区柳崎町１番
２３５－８５１０　神奈川県横浜市磯子区新磯子町３７－２
６７６－００７４　兵庫県高砂市梅井６丁目４番１号
７２９－２３９４　広島県竹原市忠海長浜２丁目１番１号
７７９－１６３１　徳島県阿南市橘町小勝３番地　
８５７－２５３１　長崎県西彼杵郡大瀬戸町松島内郷２５７３－３　
８５９－４５９５　長崎県松浦市志佐町白浜免字瀬崎４５８－１　
９０４－１１０３　沖縄県石川市字赤崎３－４－１
９８９－６８０２　宮城県玉造郡鳴子町字末沢西１６－１０
８０８－０１１１　福岡県北九州市若松区柳崎町１番
０３９－４６０１　青森県下北郡大間町大字大間字大間平２０
０３０－０８０２　青森県青森市本町１－２－２０　住友生命青森柳町ビル　　
９０５－１２９９　沖縄県国頭郡国頭村字安波川瀬原１３０１－１

０３－３５４６－２２１１
０１１－２２１－８４４５
０１３８－６５－９８６１
０１３８－６５－５８２１
０１７５－６３－３８６８
０１５６４－２－４１０１
０１２６７－６－８４１７
０１３８－６５－５８２１
０１５６４－２－４１０４
０１３８－６５－５８２１
０４９－２４６－９７１１　
０４９－２４８－４５５１　
０４９－２４２－６６７８　
０２８７－６９－０５０５　
０２４１－８２－２２５１　
０２４１－６８－２２２１　
０１９８－４４－２１１１　
０２５７９－２－０９９０　
０２５－７８９－２７０７　
０４２－７３５－５７５３　
０４９－２４２－６６７７　
０４９－２４６－９７５４　
０２２－２６７－２５５１　
０５６８－８１－２３００　
０５６８－８５－５６５１　
０５６８－８１－３２２０　
０５３９－６５－００７１　
０５３９－２６－１００１　
０７７９－７８－２１３１　
０７６１－９６－７６０３　
０５７６９－５－２３１１　
０５６８－８１－２０４８　
０５４－２５２－７２７７　
０５６８－８１－３２５１　
０６－６４４８－５９２１　
０８９７－５３－１３７１　
０７３６－３３－１６０２　
０７４６６－２－００５８　
０７４６８－５－２１５８　
０５９７２－２－１０２８　
０８８７－３８－４００３　
０８８７－８２－０２８９　
０９６６－２４－３１００　
０８６－４７２－６５１１　
０７３６－３２－０９６１　
０９２－４７２－３７３６　
０７３６－３３－３６０１
０８９７－５５－２２６３
０９２－４７２－３７３６
０２５７９－２－９７４０
０１７５－２２－８１７７
０８９７－５３－４８７１
０５５０－８４－６４６４　
０５８５－２２－０７２２
０９６６－２４－３１００
０９３－７４１－０９３１
０７６－４４２－１１５１
０８２－２２１－０４２３　
０２２－２６７－２５５１
０８７－８２２－０８２１
０９２－４７２－３７３６
０４６７－８７－１２１１
０４６７－８７－１２１１
０９３－７４１－０９３１
０４５－７６１－０２８１
０７９４－４７－１３０１
０８４６－２７－０２１１
０８８４－３４－３２２１　
０９５９－２２－２１１１　
０９５６－７２－１２０１　
０９８－９６４－３７１１
０２２９－８２－２１４１
０９３－７４１－０９３１
０１７５－３７－２１２５
０１７－７２２－４７７２
０９８０－４３－２８０１

名　称 所在地 電話番号

　組織・各事業所所在・電話番号
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北京事務所（中国）

バンコック事務所（タイ国）

ユンカン水力工事監理事務所（ペルー国）

パラグアイ国首都圏送配電工事監理事務所

プルリア揚水工事監理事務所（インド国）

名　称 所在地

Ⅴ
・ 

資
料

Chang Fu Gong Office Building, Jia-26, Jian Guo Men Wai Da Jie,  Beijing 100022  PRC

Nantawan Building, 161 Rajdamri Road, Lumpinee Pathumwan, Bangkok 10330 Thailand

Calle Morelli No.109, 3ro. Piso, San Borja, Lima 41, PERU

De la Residenta 1251  1r.Piso Asuncion

WESEB PPSP Administrative Bld., Patherdhi Village, P.O. Baghmundi, Purulia Dist., West Bengal 
State 723152 INDIA

機関配置図

（２００３年７月１日現在）

※駐在は含めていません。



このレポートの印刷には、大気汚染の原因

となる揮発性溶剤の代わりに大豆油の比率
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●当社では、1998年より環境に対する身近な取り
組みの一つとして、火力発電所の構内で非木
材紙の原料となるケナフの栽培に取り組んでい
ます。

このレポートには、ケナフ紙を使用しています

ケナフ


